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第９章 農地保全施設 

 

第９-１節 農地保全施設に係る復旧工法の範囲 

 

 査定要領に基づき農地保全施設に係る復旧工法の範囲について略述すると、表 9-1-1 のと

おりである。 

 災害復旧事業は、原形復旧を基本に、被災した施設の従前の機能を回復することを限度と

しており、他の一般改良事業とその目的を異にするため、工法についても自ずから限度があ

る。 

表 9-1-1 農地保全施設に係る復旧工法の範囲 

被災又は復旧

の形態 
被災状況 復旧工法の範囲 関係条項 

(1) 原形復旧  地すべり等により農地保全施設が

被災した場合。 

 農地保全施設の旧位置に旧農地保

全施設と形状、寸法及び材質の等しい

農地保全施設を復旧することができ

る。ただし、利用又は強度上関係のな

い部分の寸法、旧農地保全施設に使用

されていた材料と利用又は強度上同

程度の材料への変更は可能。 

暫要領第

12 

(2) 原形復旧 

 が不可能な 

 場合 

(1) 農地保全施設が被災し、地形、

地盤の変動により、原形に復旧す

ることが不可能となった場合 

 従前の効用を回復するための農地

保全施設に係る地下水排除工、地表水

排除工、抑止工等の延長の追加、断面

の拡張、勾配の緩和を行うことができ

る。 

暫要領第

14(1) ア

(キ) 

(2) 洪水、地すべり、地震等により 

 農地が被災し、地形、地盤が変化 

 したため原形に復旧することが 

 困難な場合 

 農地としての効用を回復するため

の必要最小限度の土止、承水路、排水

路等の農地保全施設を新設すること

ができる。 

暫要領第

14(1)イ 

(3) 原形復旧 

 が著しく不 

 適当な場合 

(1) 農地保全施設が被災し、流失、 

 埋没、沈下等地形、地盤の変動が 

 著しい場合 

 従前の効用回復を限度として、被災

施設の位置、形状、寸法若しくは材質

を変更することができる。 

暫要領第

15(2)キ 

(2) 火山噴出物により農地が被災 

 し、かつ流域の状況が著しく変化 

 し、原形に復旧することが不適当 

 な場合 

 農地としての効用を回復するため

の必要最小限度の土止、承水路、排水

路等の農地保全施設を新設すること

ができる。 

暫要領第

15(2)ク 

 

第９-２節 農地保全施設災害と復旧工法の総論 

 

９-２-１ 原形復旧 

(原形復旧)                            (暫)査定要領 

第 12 法第 2 条第 6 項に規定する「原形に復旧すること」とは、農地にあっては、田、畑

及びわさび田の区分に従い復旧することをいい、農業用施設にあっては、その被災施

設の旧位置に旧施設と形状、寸法及び材質の等しい施設に復旧することをいう。「以

下省略」 

 農業用施設については、原施設と形式、寸法、材質の等しい施設に復旧することと規定

してあるが、次の条件によって復旧することを原形復旧と考えればよい。 
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  (1) 位置については、あくまで原施設のあった位置(設置方向等も含む。)に復旧しなけ

ればならない。 

  (2) 形状、寸法については、その施設の利用上及び強度上関係ある部分(例えば橋梁の延

長、幅員、桁の断面等)は原施設と同じ形状、寸法としなければならないが、欄干の装

飾のように利用、強度に関係のない部分は、必ずしも原施設と同一のものとする必要

はない。 

  (3) 材質については、原施設の老朽度は無視するものとし、原施設に使用されていた材

質と利用上、強度上、おおむね同一であれば差支えない。例えば、石積工が被災した

場合において、復旧時に石材が入手困難であれば、これと同等の強度を有するコンク

リートブロックを使用することも原形復旧と見なす。 

 

９-２-２ 原形復旧が不可能な場合 

 １ 農地保全施設が被災した場合 
第 14(1)ア                            (暫)査定要領 

(ｷ) 農地保全施設に係る地表水排除工、地下水排除工、抑止工等の根入れ及び延長の増 

加、断面の拡張、勾配の緩和 

 農地保全施設の地表水排除工(排水路、承水路、集水路等)、地下水排除工(暗渠排水、集

水井、排水ボーリング、排水トンネル等)、抑止工(擁壁、杭打ち、枠工等)が被災し、これ

らの施設の従前の効用を回復するには、工作物の安定に必要な根入・延長の増加及び断面

の増加または原施設の法勾配の変更も考えなければならない。 

 
 ２ 農地農業用施設が被災した場合 
第 14(1)                             (暫)査定要領 

イ 地すべり、洪水、地震等により農地及び農業用施設が被災し、流失、崩壊、埋没等著

しく地形、地盤が変化したため、当該被災施設を原形に復旧することが不可能な場合に

おける必要最小限度の土止工又は承水路若しくは排水工等の農地保全施設の新設 

 相当広範囲にわたり地すべりが発生して、農地、農業用施設が崩壊したり、大洪水によ

って一つの谷間が全面的に流出したり、あるいは地震によって広範囲に隆起、陥没を生じ

たような場合は、原形復旧することは不可能なため、被災地域を総合的に復旧することに

なる。 
 この場合、その地域内の農地、農業用施設は被災後の状況に合せてそれぞれの効用を回

復する程度に工法等を考えて復旧するが、同時に復旧施設の安定を図るために必要な土止

工、承水路工及び水抜工等を含む農地保全施設も新設することができる。 
 

９-２-３ 原形復旧が著しく不適当な場合 

 １ 農地保全施設が被災した場合 
第 15(2)                             (暫)査定要領 

キ 農地保全施設に係るもの 

-334-



 

  地すべり、洪水、地震等により、農地保全施設が被災し、流失、崩壊、埋没等著しく

地形、地盤が変化したため、当該施設を原形に復旧することが著しく不適当な場合にお

いて、従前の効用回復を限度として位置、形状、寸法若しくは材質を変更する工事 

 地すべり、洪水、地震等により山くずれ、がけくずれ、土石流、土壌侵食及び地すべり

等が発生したため農地保全施設である地表水排除工、地下水排除工、抑止工等が被災しそ

の程度が激甚な場合において被災前の効用を回復することを限度に位置、構造、材質等を

変更することができる。 
 
 ２ 火山噴火物により農地が被災し、流域の状況が著しく変化した場合 
第 15(2)                             (暫)暫定要領 

ク 農地に係るもの 

  火山噴火の噴出物により農地が被災し、かつ流域の状況が著しく変化したため、原形

に復旧することが不適当な場合における必要最小限度の土止工又は承水路、若しくは排

水工等の農地保全施設の新設。 

 火山活動に伴った噴出物の堆積によって流域の植生及び流出機構は著しい変化を受ける

ため降雨等により山地などの荒廃度が進み、泥流発生が明白な場合には農地に堆積した噴

出物の除去のみでは持続的に農地の効用を維持することは不適当であるため土止工又は承

水路若しくは排水工等の農地保全施設を新設することが必要である。しかしながら農地農

業用施設災害復旧事業として対処するにはおのずから限度があるため第 13 の(6)と同様森

林法、砂防法の諸事業との有機的な調整を図りながら必要最小限度の復旧工法とすべきで

ある。 

 

第９-３節 農地保全施設の災害復旧事業における主な留意事項 

 

  (1) 新設の場合は、被災農地が複数(関係戸数が 2 戸以上)で、かつ土止工の要素を有す

るものとする。この場合複数とは復旧すべき農地面積に係る農地を対象に考える。 

  (2) 被災後の状況から判断して、単に畦畔程度の復旧では効用回復が期待できない場合

に、保全施設として計画する。 

  (3) 要領第 14 (1)イの農地が被災している場合とは、被災農地を単独復旧すれば 40 万

円以上となる場合をいう。 

  (4) 農地保全施設には、災害関連事業を適用することはできない。 

 

第９-４節 農地保全施設の標準設計 

 

 標準設計は、第 10 章海岸及び地すべり防止施設の第 4 節 4-2 地すべり防止施設の復旧工法

に準ずるものとする。 
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第 10 章

海岸及び地すべり防止施設



 

第１０章 海岸及び地すべり防止施設 
 
第１０-１節 海岸及び地すべり防止施設に係る復旧工法の範囲 

 

 査定要領に基づき海岸及び地すべり防止施設に係る復旧工法の範囲について略述すると表

10-1-1 のとおりである。 

 災害復旧事業は、原形復旧を基本に、被災した施設の従前の機能を回復することを限度と

しており、他の一般改良事業とその目的を異にするため、工法についても自ずから限度があ

る。 

表10-1-1 海岸又は地すべり防止施設の復旧工法の範囲 

被災又は復旧の形態 被 災 状 況 復旧工法の範囲 関係条項 

(1) 原形復旧 高潮又は地すべり等により海岸

又は地すべり防止施設が被災を受

けた場合 

 被災前の位置に、被災施設と形

状、寸法、材質の等しい施設に復

旧することができる。 

(負)要領第12 

(1) 

(暫)要領第12 

(2)  原形復旧不可

能な場合 

(1) 原形の判定が可能な場合   

  ア 海岸又は地すべり防止施設

が被災し、海岸汀線の移動そ

の他の地形、地盤の変動のた

め原形に復旧することが不可

能な場合 

 法長若しくは延長を増加、根継

ぎ、沈下量の嵩上げ、基礎工法を

変更する等形状若しくは寸法を変

更して復旧することができる。ま

た、これに伴い材質を変更若しく

は根固工、突堤工、消波工、排水

工、擁壁工、法面保護工等の新設

をすることができる。 

(負)要領第12 

(2)ア(ｱ) 

(暫)要領第14 

(1)ア 

  イ 天然の海岸が決壊して背後

農地等に被害を及ぼした場合

又はその恐れがある場合 

 決壊した天然の海岸が従前に果

たしていた効用回復を限度として

堤防、護岸又は突堤等の新設をす

ることができる。 

(負)要領第12 

(2)ア(ｲ) 

(暫)要領第14 

(1)エ 

(2) 原形の判定が不可能な場合  従前の効用回復を限度として、

被災後の状況変化に対応した工法

により復旧することができる。 

(負)要領第12 

(2)イ 

(暫)要領第14 

(2) 

(3)  原形復旧が著

しく困難な場合 

海岸又は地すべり防止施設が被

災し、海岸汀線の移動その他の地

形、地盤の変動又は被災施設の除

去が困難なため原形に復旧するこ

とが困難な場合 

 従前の効用回復を限度として位

置、法線、形状、寸法、材質を変

更又は根固工、突堤工、排水工、

擁壁工、法面保護工等を新設して

復旧することができる。 

(負)要領第12 

(3)ア 

(暫)要領第15 

(1) 

(4)  原形復旧が著

しく不適当な場

合 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 海岸又は地すべり防止施設が

被災し、海岸汀線の移動その他

の地形、地盤が変動した場合 

 従前の効用回復を限度として位

置、法線、形状、寸法、材質を変

更又は根固工、突堤工、排水工、

擁壁工、法面保護工等を新設して

復旧することができる。 

(負)要領第12 

(3)イ(ｱ) 

(暫)要領第15 

(2)エ(ｱ) 

(2) 地すべり防止施設が被災しそ

の被災施設が地すべり等により

著しく埋そく又は埋没した場合 

 従前の効用を回復するために、

当該施設の近傍に土砂止めえん堤

等を新設することができる。 

(負)要領第12 

(3)イ(ｲ) 

(3) 海岸又は地すべり防止施設が

被災し、その被災箇所が新たに

海岸の波浪収れん部又は渓流の

水衝部になった場合 

 当該災害を与えた高潮、波浪、

洪水等を対象として行う必要最小

限度の工事を行うことができる。 

(負)要領第12 

(3)イ(ｳ) 

(暫)要領第15 

(2)エ(ｲ) 
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(4) 海岸又は地すべり防止施設が

被災し、その被災箇所が海岸の

波浪収れん部又は渓流の水衝部

でなくなり、かつ再び海岸の収

れんとなる恐れのない場合 

 上記とは逆の場合で、被災後の

状況に合わせて必要最小限度の工

事を行う。 

(負)要領第12 

(3)イ(ｴ) 

(暫)要領第15 

(2)エ(ｳ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 海岸又は地すべり防止施設が

被災し、被災箇所の背後に集団

農地がある場合 

 当該災害を与えた高潮、波浪、

地すべり等を対象として、必要最

小限度の堤防、護岸の嵩上げ、構

造、工法の変更等を行うことがで

きる。 

(負)要領第12 

(3)イ(ｵ) 

(暫)要領第15 

(2)エ(ｴ) 

(6) 海岸又は地すべり防止施設が

広範囲にわたって被災し、その

被害の程度が激甚な場合 

 当該災害を与えた高潮、波浪、

地すべり等を対象として、被災後

の状況に即応する被災箇所を含む

区間全体について、一定計画に基

づいて必要最小限度の断面拡大、

堤防嵩上げ、工法変更等を行うこ

とができる。なお、一定計画によ

り復旧できる条件は次のとおりで

ある。 

「海岸の場合」 

堤防又は護岸等の決壊した区

間(原則として有堤部は平均

水面(構造物が平均水面以上

にある場合は法尻)から天端

まで、無堤部にあっては 有

堤部に準じた部分がすべて決

壊した区間)の延長が未被災

区間を含めた一定計画で復旧

する必要のある区 間の延長

の8割程度以上の場合 

「地すべり防止施設の場合」 

海岸の決壊の場合に準ずる程

度の被害がある場合 

(負)要領第12 

(3)イ(ｶ) 

(暫)要領第15 

(2)エ(ｵ) 

(7) 海岸が越水又は越波のため被

災し、背後地に被害を与えた場

合 

 当該災害を与えた高潮、波浪等

を対象として、水たたき工、被覆

工等を新設する必要最小限度の工

事ができる。 

(負)要領第12 

(3)イ(ｷ) 

(暫)要領第15 

(2)エ(ｶ) 

(8) 海岸又は地すべり防止施設が

被災し、その被災施設に接続す

る一連の施設の位置、規模、構

造等から当該被災施設を原形に

復旧することが著しく不適当な

場合 

 当該被災施設に接続する施設の

位置、規模、構造等に合わせて復

旧することができる。ただし、被

災施設を含む一連の施設の効用が

増大する場合に限る。 

(負)要領第12 

(3)イ(ｸ) 

(暫)要領第15 

(2)エ(ｷ) 

(9) 天然の海岸が決壊し、海岸汀

線の移動その他の地形、地盤等

の変動のため、原形に復旧する

ことが著しく不適当な場合 

 当該被災施設の位置、法線を変

更して堤防、護岸又は防砂突堤等

を新設する必要最小限度の工事 

(暫)要領第15 

(2)エ(ク) 

 

第１０-２節 海岸及び地すべり防止施設災害と復旧工法の総論 

 

 本節における復旧工法の説明は負担法を中心にまとめてある。暫定法災害にかかる復旧工

法は表 10-1-1 の適用条項に従って工法を決定するものとする。 
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１０-２-１ 原形復旧 

(復旧工法)                            (負)査定要領 

第12                                 

(1) 法第2条第2項に規定する「原形に復旧すること」とは、被災前の位置に被災施設と形

状、寸法及び材質の等しい施設に復旧することをいう。 

 

１０-２-２ 原形復旧不可能な場合 

第12                               (負)査定要領 

(2) 原形に復旧することが不可能な場合 

  法第2条第2項に規定する「原形に復旧することが不可能な場合において当該施設の従

前の効果を復旧するための施設をすること」とは、原形に復旧することが不可能な場合

において被災前の位置に被災施設の従前の効用を復旧するため、次に掲げる工事を施行

することをいう。 

 
 １ 原形の判定が可能な場合 
第12(2)                              (負)査定要領 

ア 原形の判定が可能な場合 

   (ｱ) 海岸又は地すべり防止施設が被災し、海岸汀線の移動その他の地形、地盤の変動の

ため、その被災施設を原形に復旧することが不可能な場合において、法長若しくは延

長を増加し、根継ぎをし、陥没した沈下量のかさ上げをし、基礎工法を変更する等形

状若しくは寸法を変更して施行する工事又はこれに伴い材質を変更して施行する工事

若しくは根固工、突堤工、消波工、排水工、擁壁工、法面保護工等を新設する工事 

    (ｲ) 天然の海岸が決壊したため背後地の農地等に被害を及ぼした場合又はその恐れが大

きい場合における堤防、護岸又は突堤等を新設する工事 

 

 ２ 原形の判定が不可能な場合 

第12(2)                              (負)査定要領 

イ 原形の判定が不可能な場合 

  被災地及びその付近の残存施設等を勘案し、被災後の状況に適応した工法により施行

する工事 

 

１０-２-３ 原形復旧が著しく困難な場合 

第12(3)                              (負)査定要領 

ア 原形に復旧することが著しく困難な場合 

  海岸又は地すべり防止施設が被災し、海岸汀線の移動その他地形、地盤の変動のため、

又はその被災施設の除去が困難なため、その被災施設を原形に復旧することが著しく困

難な場合において、当該施設の従前の効用を復旧するため、位置、法線、形状、寸法及

び材質を変更して行う工事又は根固工、突堤工、排水工、擁壁工、法面保護工等を新設
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する工事又はこれらに類する工事 

 

１０-２-４ 原形復旧が著しく不適当な場合 

 １ 海岸汀線の移動その他地形、地盤が変動した場合 
第12(3)                              (負)査定要領 

イ 原形に復旧することが著しく不適当な場合 

 (ｱ) 海岸又は地すべり防止施設が被災し、海岸汀線の移動その他地形、地盤の変動のため、

その被災施設を原形に復旧することが著しく不適当な場合において、当該施設の従前の

効用を復旧するため位置、法線、形状、寸法及び材質を変更して行う工事又は根固工、

突堤工、排水工、擁壁工、法面保護工等を新設する工事 

 

  

  
写真 10-2-1 被災状況          写真 10-2-2 復旧状況 

 

 
図 10-2-1 標準図 

 

 

 ２ 地すべり、崩壊等により埋そく又は埋没した場合 
第12(3)イ                             (負)査定要領 

(ｲ) 地すべり防止施設が被災し、その被災施設が地すべり、崩壊等により著しく埋そくし、

又は埋没したため、その被災施設を原形に復旧することが著しく不適当な場合において、

当該施設の従前の効用を復旧するため、当該施設の近傍に土砂止めえん堤等を新設する

工事 
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  写真10-2-3 被災状況              写真 10-2-4 復旧状況 

 

 ３ 被災箇所が新たに海岸の収れん部又は渓流の水衝部になった場合 
第12(3)イ                             (負)査定要領 

(ｳ) 海岸又は地すべり防止施設が被災し、その被災箇所が新たに海岸の波浪収れん部又は

渓流の水衝部になったため、その被災施設を原形に復旧することが著しく不適当な場合

において、当該災害を与えた高潮、波浪、洪水等を対象として施行する必要最小限度の

工事 

 
 ４ 被災箇所が新たに海岸の収れん部又は渓流の水衝部でなくなった場合 
第12(3)イ                             (負)査定要領 

(ｴ) 海岸又は地すべり防止施設が被災し、その被災箇所が海岸の波浪収れん部又は渓流の

水衝部でなくなり、かつ、再び海岸の波浪収れん部となる恐れがないため、その施設を

原形に復旧することが著しく不適当な場合において施行する必要最小限度の工事 

 
 ５ 被災箇所の背後地に集団農地等がある場合 
第12(3)イ                             (負)査定要領 

(ｵ) 海岸又は地すべり防止施設が被災し、被災箇所の背後地に集団農地等があるため、そ

の被災施設を原形に復旧することが著しく不適当な場合において、当該災害を与えた高

潮、波浪、地すべり等を対象として施行する必要最小限度の工事 

 

 ６ 防止施設が広範囲にわたって被災した場合 
第12(3)イ                             (負)査定要領 

(ｶ) 海岸又は地すべり防止施設が広範囲にわたって被災し、その被災の程度が激甚であり、

その被災施設を原形に復旧することが著しく不適当な場合において当該災害を与えた高

潮、波浪及び地すべり等を対象とした被災後の状況に即応する被災箇所を含む区間全体

にわたる一定計画のもとに施行する必要最小限度の工事。この場合において海岸にあっ

ては、「広範囲にわたって被災しその程度が激甚」とは、堤防又は護岸等の決壊した区
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間（原則として有堤部にあっては平均水面（法尻が平均水面以上にある構造物にあって

は法尻）から天端まで、無堤部にあっては有堤部に準じた部分が決壊した区間）の延長

が未被災区間を含めた一定計画で復旧する必要のある区間の延長の8割程度以上の場合

をいうものとし、地すべり防止施設にあっては、海岸の決壊の場合に準ずる程度の被害

がある場合をいう。 

 
 ７ 海岸が越水又は越波のため被災した場合 
第12(3)イ                             (負)査定要領 

(ｷ) 海岸が越水又は越波のため被災し、原形に復旧することが著しく不適当な場合におい

て、当該被害を与えた高潮、波浪等を対象として行う水たたき工、被覆工等を新設する

必要最小限度の工事 

 
 ８ 被災施設に接続する残存が既に改良されている場合 
第12(3)イ                             (負)査定要領 

(ｸ) 海岸又は地すべり防止施設が被災し、その被災施設に接続する一連の施設の位置、規

模構造等の状況を勘案して、当該被災施設を原形に復旧することが著しく不適当な場合

において、当該接続施設の位置、規模、構造等にあわせて施行する工事 

 
 ９ 天然の海岸が被災した場合 
第15(2)エ                             (暫)査定要領 

(ｸ) 天然の海岸が決壊し、海岸汀線の移動その他の地形、地盤等の変動のため、原形に復

旧することが著しく不適当な場合において位置、法線を変更して堤防、護岸又は防砂突

堤等を新設する工事 

 海水の浸入、土地の侵触等を防止する堤防としての効用を果していた天然の海岸が決壊

し、汀線の移動、地形、地盤等が変動したために、被災前の位置法線によることが堤防護

岸等の安定上不適当な場合は、法線を変更し、被災後の法線によって復旧したり、また海

岸線の土地侵食等によって被災前の位置に復旧することが不適当な場合は位置を変更して

復旧するもので必要最小限度の堤防、護岸または突堤等を新設することができる。 

(1) 海岸砂丘の被災 

    被災前に効用を果していた海岸砂丘の堤防線を図 10-2-2 のように後退して堤防を

新設する。 

 

図 10-2-2 海岸砂丘の被災 
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  (2) 自然傾斜した海岸の被災 

陸地から海に向って自然に傾斜した海岸が被災した場合、図 10-2-3 のように汀線を

後退して護岸を新設する。 

 
図 10-2-3 自然傾斜した海岸の被災 

 

    自然の砂州による復旧工法として図 10-2-4 のように消波ブロック等による突堤を 

新設する。 

       
図 10-2-4 自然の砂州による復旧工法 

 

第１０-３節 海岸及び地すべり防止施設に係る関連事業の復旧工法の範囲 

 

 関連事業実施要綱に基づき海岸及び地すべり防止施設の関連事業に係る復旧工法の範囲に

ついて略述すると表 10-3-1 のとおりである。 

 

表10-3-1海岸及び地すべり防止施設の関連事業に係る復旧工法の範囲 

目的の区分 条  件 工法の範囲 採択条項 

再

度

災

害

の

防

止 

１ 海 岸 (ｱ) 被災箇所に接続する未被災箇所を

含めて復旧する場合。 

 被災箇所に接近した堤防の高さ、断

面に合わせて嵩上げ、若しくは拡大、

又は胸壁等を新設することができる。 

(負)採択基準 

(2)ア(ｱ) 

(暫)採択基準

5(1) 

(ｲ) 越水、越波により局部的に被災した

場合。 

 被災箇所及びこれに接続する未被災

箇所に胸壁、消波工又は被覆工等を新

設することができる。 

(負)採択基準 

(2)ア(ｲ) 

(暫)採択基準

5(2) 

(ｳ) 被災箇所に関連する未被災箇所が

洗堀されたり、あるいは波の衝撃が強

い場合 

 突堤又は護岸堤の新設により土砂の

たい積を図るとともに波力を減殺し又

は根固めの強化を図ることができる。 

(負)採択基準 

(2)ア(ｳ) 

(暫)採択基準

5(3) 

(ｴ) 被害が激甚で被災部分の復旧のみ

では十分な効果がない場合。 

 一定の計画により改良し、再度災害

を防止することができる。 

(負)採択基準 

(2)ア(ｴ) 

(暫)採択基準

5(4) 

(ｵ) 被災部分に接続する施設がぜい弱

な場合。 

 被災箇所に接続するぜい弱な残存施

設を改築又は補強することができる。 

(負)採択基準 

(2)ア(ｵ) 

(暫)採択基準

5(5) 
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２ 地すべり防止

施設 

 被災箇所を含んだブロックにおいて

被災箇所に接続又は接近した施設がぜ

い弱な場合 

 被災箇所に接続又は接近したぜい弱

な擁壁工、杭工、シャフト工、アンカ

ー工、排土工、地表水排除工、地下水

排除工等の残存施設を改築又は補強す

ることができる。 

採択基準 

(2)イ 

 

第１０-４節 海岸及び地すべり防止施設の標準設計 

 

１０-４-１ 海 岸 

 １ 一般事項 

海岸保全施設の設計にあたっては、｢海岸保全施設の技術上の基準について｣及び「海

岸保全施設の技術上の基準・同解説」等により決定する。 

 海岸の復旧に当たっては、気象、海象、地形、地質等の自然条件に適合させると共に、

背後地の重要度、接続する施設、他の事業、土地利用状況等を考慮の上、復旧施設が所

要の効用を発揮するような工法とする。 

 

 ２ 海岸保全施設の種類 

   海岸保全施設には、高潮、津波、波浪等による海水の侵入の防止及び海岸の浸食を防

止するものがある。 

  これらは更に、それぞれの機能や目的により図 10-4-1 のような種類に分類される。 

      

    堤 防 工  

    護 岸 工  

    胸 壁 工 

突 堤 工 

離 岸 堤 工 

 

 

海岸保全工  高潮・波浪対策工、

侵食対策工 

 潜 堤 ・ 人 工 リ ー フ 工 

消 波 堤 工 

 

 

 

 

  

 

   津 波 防 波 堤 工 

砂 浜 工 

付 帯 設 備 工 

 

 

(水門・樋門及び樋管、

排水機場、陸こう、潮

遊び、昇降路及び階段

工、えい船道及び船揚

場) 

      

図 10-4-1 海岸保全施設の種類 

 

 ３ 堤防工 
堤防は、海岸背後にある人命・資産を高潮、津波及び波浪から防護するとともに、陸

域の侵食を防止することを目的として設置される海岸保全施設である。 

堤防は、設計高潮位の海水若しくは設計波又は設計津波の作用に対して、高潮若しく

は津波による海水の侵入を防止する機能、波浪による越波を減少させる機能、若しくは

海水による侵食を防止する機能のいずれかの機能又は全ての機能を有するものとする。 

これらの機能に加え、当該堤防の背後地の状況等を考慮して、設計高潮位を超える潮

位の海水若しくは設計波を超える波浪又は設計津波を超える津波の作用に対して、当該
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堤防の損傷等を軽減する機能を有するものとする。 

概念的な堤防断面は図 10-4-2 のようになる。 

 
図 10-4-2 堤防工の概念図 

 

堤防の形式の分類は、前面の勾配、構造、使用材料等により種々考えられるが、前面

の勾配により傾斜型、直立型及び混成型の 3 種類に分類される。勾配が１：１（1 割）

より緩いものを傾斜型といい、１：１（１割）より急なものを直立型という。特に、傾

斜型の中で１：３（３割）より緩やかなものを緩傾斜堤と呼んでいる。混成型とは、図

10-4-3(e)に示す例のように、捨石マウンド等の傾斜型構造物の上にケーソンやブロック

等の直立型構造物がのったものをいう。 

    

 
図 10-4-3 堤防の型式 

 

堤防の型式の選定は、表10-4-1の適合条件等により行う。 
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表 10-4-1 堤防の型式及び適合条件 
堤防の型式 堤防の構造 適 合 条 件 

傾 斜 型 

石張式、コンクリートブロック張

式、コンクリート被覆式等 

傾斜型の堤防は、原則として次のような場合に用

いるものとする。 

ア 基礎地盤が比較的軟弱な場合 

イ 堤体土砂が容易に得られる場合 

ウ 堤防用地が容易に得られる場合 

エ 水理条件、既設堤防との接続の関係等から判断

して傾斜型が望ましい場合 

オ 海浜利用上、望ましい場合や親水性の要請が高

い場合 

直 立 型 

石積式、重力式、扶壁式 直立型の堤防は、原則として次のような場合に用

いるものとする。 

ア 基礎地盤が比較的堅固な場合 

イ 堤防用地が容易に得られない場合 

ウ 水理条件、既設堤防との接続の関係等などから

判断して直立型が望ましい場合 

混 成 型 － 
混成型の堤防は、傾斜型及び直立型の特性を生か

した型式が望ましい場合に用いるものとする。 

 

 

図 10-4-4 傾斜型堤防（粘り強い構造）の施行例（H23 東日本大震災） 

 

 ４ 護岸工 
   護岸は、原地盤を被覆し、海岸背後にある人命・資産を高潮、波浪及び津波から防護

するとともに、陸域の侵食を防止することを目的として設置される海岸保全施設である。 

護岸は、設計高潮位の海水若しくは設計波又は設計津波の作用に対して、高潮若しく

は津波による海水の侵入を防止する機能、波浪による越波を減少させる機能、若しくは

海水による侵食を防止する機能のいずれかの機能又は全ての機能を有するものとする。 

概念的な護岸の断面は図 10-4-5 のようになっている。 

 なお、護岸の構造形式は堤防とほぼ同様であるが、この他に用いられる型式として、

表10-4-2により行う。 
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図 10-4-5 護岸工の概念図 

 

表 10-4-2 護岸に用いられる構造形式 

 

 

 

 

 

 

 

      
                 図10-4-6 護岸工の形式 

 

なお、これらの形式のほか、浜岸の後退を抑制するためにサンドパックを浜岸の下部 

に設置した護岸もある。 

 

 ５ 胸壁工 
胸壁は、海岸線に漁港、港湾等の施設が存在し、利用の面から海岸線付近に堤防、護

岸等を設置することが困難な場合において、海岸背後にある人命・資産を高潮、波浪及

び津波から防護することを目的として設置される海岸保全施設である。 

胸壁は、設計高潮位の海水若しくは設計波又は設計津波の作用に対して、高潮若しく

は津波による海水の侵入を防止する機能、波浪による越波を減少させる機能のいずれか

の機能又はその両方の機能を有するものとする。 

護岸の形式 護岸の構造 

傾斜型 
石張式、コンクリートブロック張式、コンクリート被覆式、捨石

式、捨ブロック式など 

直立型 
石積式、重力式、扶壁式、突型式（L型式を含む）、ケーソン式、

コンクリートブロック積式、セル式、矢板式、石枠式など 

混成型 - 
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これらの機能に加え、当該胸壁の背後地の状況等を考慮して、設計高潮位を超える潮

位の海水若しくは設計波を超える波浪又は設計津波を超える津波の作用に対して、当該

胸壁の損傷等を軽減する機能を有するものとする。 

概念的な胸壁の断面は図 10-4-7 のようになっている。 

胸壁の構造型式は、図 10-4-8 のように胸壁の形状により単塊型と L 型・逆 T 型に大別 

され、更に外力に対する支持方式により重力式と杭、鋼矢板式にそれぞれ分類される。 

   なお、型式の選定は、表 10-4-3 の各型式の適合条件等により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10-4-7 胸壁の概念図 

 

   

図 10-4-7 胸壁の施工例 

 

         図 10-4-8 胸壁の施工例 

 

排水工 
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表 10-4-3 胸壁の型式及び適合条件 

胸 壁 の 型 式 
適 合 条 件 

形状による分類 支持方式による分類 

単 塊 型 

重 力 式 
ア 用地取得が容易な場合 

イ 基礎地盤が堅固な場合 

杭 式 、 鋼 矢 板 式 
ア 用地取得が比較的容易な場合 

イ 基礎地盤が軟弱な場合 

Ｌ型・逆T型 

重 力 式  
ア 用地取得が容易でない場合 

イ 基礎地盤が比較的軟弱な場合 

杭 式 、 鋼 矢 板 式  
ア 用地取得が容易でない場合 

イ 基礎地盤が軟弱な場合 

 
（１） 構造形式の選定 

一般に胸壁の構造型式の選定に当たっては、自然条件、施設の重要度、周辺の利 
用状況、施工方法、工事費及び用地取得の難易等について比較検討し、安全かつ経

済的な現地にも最も適  合する型式を採用する。 
（２） 法線 

 胸壁の法線は、原則として海岸線に沿って設定するが、胸壁の場合には用地取得

の難易、背後地及び海岸部の漁 港や港湾等の利用状況に応じて決定されることが多

い。 
（３） 天端高 

天端高については、来襲波に対する必要高として胸壁前面の波高を用いる場合が

ある。この場合には、来襲波が陸上部を進行していくことを考慮して波高を減じる

ことが可能かどうか検討する必要がある。 
 

 ６ 突堤工 

突堤は、海岸侵食の防止、軽減及び海浜の安定化を図ることを目的として設置される

陸上から沖方向に細長く突出した海岸保全施設である。 

突堤は、漂砂を制御することにより汀線を維持し、又は回復させる機能を有するもの

とする。その型式は堤防の場合と同様、前面の傾斜等により図 10-4-9 のように直立型、

傾斜型、混成型がある。 

 
図 10-4-9 突堤の型式 
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 さらに、突堤の型式は表 10-4-4 のように漂砂が堤体を通過する透過型と漂砂を完全に遮

断する不透過型に大別されると共に築堤材料により分類される。 

 

表 10-4-4 突堤の種類 

突 堤 の 種 類 
突 堤 の 構 造 等 

透過性による分類 築堤材料による分類 

透 過 型 

捨 石 式 、 捨 ブ ロ ッ ク 式 
 石、ブロックを捨て込んだもの。ブロックに孔を開

け、これに杭を差し込んだ串型のものもある。 

詰 杭 式 
 コンクリート杭等を2列に打ち並べ、この中に、中詰

石を詰めたもの、透過率は小さく不透過に近い。 

石 枠 式 
 鉄筋コンクリートで枠を作り、中に詰め石をするも

の。 

不 透 過 型 

石 積 式 、 石 張 式 
 捨石を行い、表面を割石で張るもの。法勾配が1:1よ

り急なものが石積、緩やかなものが石張。 

コンクリートブロック積式 

 コンクリート方塊ブロックを積み上げるもの。平ら

な形のブロックに孔を開け、これに杭を差し込んだ串

形のものもある。 

場所打ちコンクリート式  陸上部分で用いられることが大半である。 

ウェル式、ケーソン式、セ

ルラーブロック式 

 外洋に面した急勾配海岸の堤頭部にウェル式が用い

られることが多い。他は混成堤タイプとして用いられ

る。 

二 重 矢 板 式 
 鋼矢板を二重に打ち、中に砂利又は土砂を詰めした

もの。 

パ イ ル 式  鋼管矢板を一列に打ち並べたもの。 

 

 
図 10-4-10 突堤の平面形状 

 

 また、突堤は図 10-4-10 のように、その平面形状から、直線型、Ｔ型、Ｌ型に分類され

る。 

このように、突堤には、いろいろな型式、種類、形状があるが、構造型式の選定について

は、設置場所の水深、波力、底質・土質、海底地形・海浜地形及び地形変化の状況をもとに堤

体の安全性を評価し、経済性及び施工性に加えて海岸域の自然環境及び利用を総合的に評価す

る。また、突堤は、所定の性能が発揮されるよう、適切な性能を有するものとし、波浪及びそ

の他の作用に対して安全な構造とする。 

なお、突堤の構造形式や構造諸元の決定に当たり、潮位、波浪、流れ、漂砂、海底地形及び

海浜地形、地盤、地盤背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用者の安全、施工条件

等を考慮し照査する。 
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 ７ 離岸堤工 
離岸堤は、海岸背後にある人命・資産を高潮および波浪から防護すること若しくは海

岸侵食の防止、軽減および海浜の安定化を図ること又はその両方を目的とし、汀線の沖

側に設置される天端高が海面よりも高い海岸保全施設である。 

離岸堤は、消波することにより越波を減少させる機能、漂砂を制御することにより汀

線を維持し若しくは回復させる機能のいずれかの機能又はその両方の機能を有するもの

とする。また、離岸堤は、所定の性能が発揮されるよう、適切な性能を有するものとし、

波浪及びその他の作用に対して安全な構造とする。 

なお、離岸堤の構造形式や構造諸元の決定に当たり、潮位、波浪、流れ、漂砂、海底地形

及び海浜地形、地盤、背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用者の安全、施工条

件等を考慮し照査する。 

概念的な離岸堤の構造は図 10-4-11 のようになる。 

 
図 10-4-11 離岸堤の概念図 

 
 ８ 潜堤・人工リーフ工 

潜堤・人工リーフは、海岸背後にある人命・資産を高潮及び波浪から防護すること若

しくは海岸侵食の防止、軽減及び海浜の安定化を図ること又はその両方を目的とし、汀
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線の沖側に設置される天端高が海面よりも低い海岸保全施設である。 

潜堤・人工リーフは、消波することにより越波を減少させる機能、漂砂を制御するこ

とにより汀線を維持し若しくは回復させる機能のいずれかの機能又はその両方の機能を

有するものとする。また、潜堤、人工リーフは、所定の機能が発揮されるよう適切な性

能を有するものとし、設計高潮位以下の潮位及び設計波の作用に対して適切な安全性能

を有するものとする。 

なお、潜堤・人工リーフの構造型式や構造諸元の決定に当たり、潮位、波浪、流れ、

漂砂、海底地形及び海浜地形、地盤、背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利

用者の安全、施工条件等を考慮し照査する。 

概念的な潜堤・人口リーフの構造は図 10-4-12 のようになる。 

          
図 10-4-12 潜堤・人工リーフの概念図 

 

潜堤・人工リーフの断面諸元は図 10-4-13 のようになる。 

       

図 10-4-13 潜堤・人工リーフの断面図 

 

９ 消波堤工 
消波堤は、海岸侵食の防止、軽減及び海浜の安定化を図ることを目的として汀線近傍

に汀線と平行に設置される海岸保全施設である。 
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消波堤は、消波することにより汀線を維持する機能を有するものとする。 

また、消波堤は、所定の機能が発揮されるよう適切な性能を有するものとし、設計高

潮位以下の潮位の海水及び設計波の作用に対して適切な安全性能を有するものとする。 

なお、消波堤は、離岸堤の照査を準用し、潮位、波浪、流れ、漂砂、海底地形及び海

浜地形、地盤、背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用者の安全、施工条件

等を考慮し照査する。 

概念的な消波堤の構造は耐久性や資材調達の容易さ等から、異形コンクリートブロッ

クを用いた築堤構造が一般的で、図 10-4-13 のようになる。 

 
図 10-4-13 消波堤の概念図 

 
   消波構造の設置例は、図 10-4-14 のようになる。 

 

       
図 10-4-14 富士海岸吉原工区における消波堤 

 

10 津波防波堤工 

津波防波堤は、当該津波防波堤内の人命・資産を津波から防護することを目的として

設置される海岸保全施設である。 

津波防波堤は、設計津波による堤内の水位上昇を抑制する機能を有するものとする。 
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これらの機能に加え、当該津波防波堤の背後地の状況等を考慮して、設計津波を超え

る津波の作用に対して、当該津波防波堤の損傷等を軽減する機能を有するものとする。 

なお、設計防波堤の型式、法線、構造諸元等の決定に当たり、潮位、波浪、流れ、漂

砂、海底地形及び海浜地形、地盤、背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用

者の安全、施工条件等を考慮し照査する。 

 

平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震後に津波対策を主な目的として建設された

津波防波堤をまとめたものは表 10-4-5 及び図 10-4-15～16 のようになっている。 

 

       
表 10-4-5 津波防波堤の例 

 

       
図 10-4-15 釜石港湾口防波堤の位置、縦断面図 
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図 10-4-16 釜石港湾口防波堤の北堤深部標準函断面図 

 

 11 砂浜工 
砂浜は、海岸背後にある人命・資産を高潮及び波浪から防御すること、若しくは堤防

等の洗掘を防止すること又はその両方を目的として設けたもので、海岸保全施設として

指定されたものである。 
砂浜は、消波することにより越波を減少させる機能、堤防等の洗掘を防止する機能の

いずれかの機能又はその両方の機能を有するものとする。また、砂浜は、所定の機能が

発揮されるよう、適切な性能を有するものとし、数時間から数ヶ月の時間スケールの海

浜変形及び数十年の期間での海浜変形に対して適切な安全性を有するものとする。 

なお、砂浜の幅、高さ、長さ及び養浜する場合の材質等の決定に当たり、潮位、波浪、

波浪制御施設、流れ、漂砂、漂砂制御施設、動的養浜、海底地形及び海浜地形、地盤、

背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用者の安全、施工条件等を考慮し照査

する。 

 

 12 附帯設備工 

附帯設備は、堤防、護岸等と一体的に機能し、構造上の弱点とならないように近傍の

土地及び水面の利用状況を考慮して設けるものとする。また、構造上の検討と併せて海

岸の利用及び環境保全を考慮するものとする。 
水門、樋門及び樋管等のほか排水機場、潮遊び、陸閘、昇降路、えい船道、船揚場、

閘門及び漂流物防止施設等がある。水門及び樋門は、所定の機能が発揮されるよう、適

切な性能を有するものとし、高潮、波浪、津波、地震、地震、漂砂及びその他の作用に

対して安全な構造とするものとする。さらに、十分な操作性を有するものとするととも

に施設の操作に従事する者の安全を確保するものとする。 
なお、水門及び樋門の型式、構造諸元等の決定に当たり流域からの流入量、計画内水

位潮位、計画外水位及び計画外水位曲線、波浪、漂砂、地盤、地域内標高、地震、施設

の操作に従事する者の安全、海岸の利用及び利用者の安全、流域及び外水域の環境等を

考慮し照査する。 
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 13 その他 

 異形ブロックを使用した消波工又は根固工の被災については、被災原因を究明したう

え、その機能が喪失し補充する異形ブロックが最小限１個（補充する異形ブロック１個

の高さ 1/2 程度）以上の被害の場合、原形復旧を原則として復旧工法を検討する。 
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第 11 章

共 通 事 項



 
 

第１１章 共通事項 

 

第１１-１節 土 工 

１１－１－１ 一般事項 

  切盛土量の平衡、流用、捨土、土取場などを検討し適切な土量配分を行う。 

  さらに、工事の規模、土質、運搬距離、その他気象条件、工期などの作業条件を十分考慮の

上で施工法と効率的な機械の組合せを決定する。 

 

１１－１－２ 切 土 

 (1) 切土法面勾配 

   一般的な場合においては、表-11-1-1 に示す標準法面勾配を参考として調査結果、用地条 

件等を総合的に判断して法面勾配を決定することができる。  

ただし、表-11-1-1 に示す標準法面勾配は、次の条件に該当する場合は適用できないこと 

があるので、必要に応じて法面勾配の変更及び法面保護工、法面排水工等による対策を講じ 

る。  

・地すべり地の場合  

・崖錐、堆積土、強風化斜面の場合  

・砂質土等、特に侵食に弱い土質の場合  

・泥岩、凝灰岩、蛇紋岩等の風化が速い岩の場合  

・割れ目の多い岩の場合  

・割れ目が流れ盤となる場合  

・地下水が多い場合  

・積雪・寒冷地域の場合  

・地震の被害を受けやすい地盤の場合  

・長大法面となる場合（切土高が表-11-1-1 に示す高さを超える場合） 
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表 11-1-1 切土に対する標準法面勾配 

 

注1）上表の標準勾配は地盤条件、切土条件等により適用できない場合があるので本文を参照すること。  

2）土質構成等により単一勾配としないときの切土高及び勾配の考え方は下図のようにする。 

 

 
 

 

 

 

 (2) 小段の勾配 

小段に排水溝を設けない場合には、小段の横断勾配は法の下側(法尻側)に向かつて5～

lO%程度につけるのが普通である(図-11-1-1 (a)、(b) 参照)。 

しかし、法面のはく離が多いと推定される場合や小段の肩が侵食を受けやすい場合は逆

勾配とし、排水溝等を設ける(図-11-1-1(c)、(d) 参照)。 

 

 

   

 

出典：設計基準「農道」 

図 11-1-1 小段の横断勾配 

・勾配は小段を含めない。  

・勾配に対する切土高は当該切土法面から上部

の全切土高とする。 

ha: a 法面に対する切土高 

hb: b 法面に対する切土高 

(a)                     (b)                 (c)                (d) 
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１１－１－３ 掘削(床掘) 

 (1) 床掘の法勾配 
   床掘の法勾配は表 11-1-2を標準とする。なお、地盤が特に軟弱な場合、構造物の法勾配

等の特殊事情がある場合は実情に応じた法勾配とする。 
    また、掘削と床掘の境界線は構造物の施工位置における地盤水平線以上を掘削とし、以下

を床掘とする。ただし、掘削であっても埋戻を伴うものは床掘とする。 
 

 
図 11-1-2 掘削と床掘の区分別 

 

 

表 11-1-2 床掘の標準法勾配 

出典：設計基準パイプライン 

注1) 過去の施工実績より、所定の勾配が把握されている場合は、その勾配を用いる。 

注2) 法面の含水状態及び湧水状態、または地表面の状態(水田、沢等)により本表により難い場合は、上 

表の値を適宜増減できる。ただし、労働安全衛生規則の下限を下回ってはならない。 

注 3) 切土法面に奥行きが２ｍ以上の水平な小段があるときは、当該段により法高さを算定できる。 

（労働安全衛生規則第 356 条の考え方による） 

注 4) 地層が互層になっている場合の勾配の決定方法は、表 11-1-2 における主体的な地層で決定する。 

      なお、これにより難い場合は、次のとおりとする。 

     ａ 下層の緩勾配適用土層、上層に急勾配適用土層が位置する場合は、全体の切土勾配は下層の緩勾 

配で統一する。 

     ｂ 下層に急勾配、上層に緩勾配土層が位置する場合は、各土層の勾配に基づき決定する。 

     ｃ 上記のいずれの場合においても切土法高は各地層で考えるのではなく全体で考えるものとする。 
 
 
 (2) 現場打ち構造物等の床掘余裕幅（ｂ） 

①  素掘施工の場合 
素掘施工の場合の現場打ち及び二次製品構造物における床掘余裕幅（ｂ）は、表 11-1-3

及び表 11-1-4を標準とする。 
 
 

地質  法高 2m 未満 2m 以上 5m 未満 5m 以上 

岩又は堅い粘土 0～0.1 0～0.3 0.3～ 

粘 性 土 0～0.3 0.2～0.5 0.6～ 

シ ル ト 0.2～0.4 0.3～0.6 1.0～ 

砂 質 土 0.4～0.6 0.5～1.2 1.2～ 

砂 1.5 1.5～ － 

礫及び礫質土 0.3～0.8 0.6～1.5 － 

ゆるんだ地山 1.0 － － 

掘   削 

床   掘 

掘   削 
陸上床堀 
水中床堀 

L . W . L 

H . W . L 
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図 11-1-3 素掘施工の床掘余裕幅 

 
 

表 11-1-3 二次製品構造物のｂ値 

切 土 高 床 堀 余 裕 幅 

Ｈ≦1.0m ｂ≧300mm 且つｂ'≧200mm 

Ｈ＞1.0m ｂ≧500mm 且つｂ'≧200mm 

注) 作業上足場が必要な場合は、別途検討する。 

    出典：土地改良工事数量算出要領（案）農林水産省農村振興局整備部設計課施工企画調整室 

 

図 11-1-4 足場設置の場合<参考図> 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11-1-5 足場設置の場合<参考図>（フーチングのある場合） 

 
 
 

切 土 高 床 堀 余 裕 幅 

Ｈ＜2.0m ｂ≧500mm 且つｂ'≧300mm 

Ｈ≧2.0m ｂ≧1000mm 且つｂ'≧300mm 

注 1) 高さ（h）2.0m 未満の場合は原則として足場は計上しない。 

注 2) 足場を設置する場合は、足場設置面で所用の床掘余裕幅（ｂ）が確保されるよう計画する。 

（図 11-1-4 参照） 

(足場設置面)

h

500 足場幅

b

足場

Ｈ(切土高)

表 11-1-4 現場打ち構造物のｂ値 
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注 3) フーチング（張り出し）のある場合の足場設置面は、フーチング上面とする。（図 11-1-5 参

照） 

注 4) 手摺先行型枠組足場の足場幅は 1.2ｍを標準とする。 
出典：土地改良工事数量算出要領（案） 

 
② 土留施工の場合 

土留施工の場合の現場打ち及び二次製品構造物における床掘余裕幅（ｂ）は、表

11-1-5～表 11-1-6を標準とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11-1-6 土留施工-二次製品構造物の場合<参考図> 

 
 

表 11-1-5 二次製品構造物のｂ値 

 床 堀 余 裕 幅 

標    準 ｂ＝500mm 

注 1)排水側溝等については、ｂ値に含むものとするが、湧水等が異常に多い場合は別途考慮するものと

する。 

注 2)床掘深さが深く足場が必要な場合には、別途考慮するものとする。 

出典：土地改良工事数量算出要領（案） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11-1-7 土留施工-現場打ち構造物の場合<参考図> 

 
表 11-1-6 現場打ち構造物のｂ値 

構造物の高さ 床 堀 余 裕 幅 

ｈ＜2.0m ｂ＝1000mm 

ｈ≧2.0m ｂ＝600mm+足場幅 

注 1)高さ（h）2.0m 未満の場合は原則として足場は計上しない。 

注 2)排水側溝等についてはｂ値に含むものとするが、湧水等が異常に多い場合は別途考慮する

ものとする。 

b

(足場設置面)

h

500 足場幅

足場

100

b

土留壁
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注 3)手摺先行型枠組足場の足場幅は 1.2ｍを標準とする。 

出典：土地改良工事数量算出要領（案） 
 

 (3) 床堀幅 
  1) 最小床堀幅 
     施工方法による最小床堀底幅を下表に示す。 

表 11-1-7 施工方法による最小床堀底幅 

施 工 方 法 最小床堀底幅 

機械施工 500mm 程度 

人力施工 600mm 程度 

  出典：土地改良工事数量算出要領（案） 
 

2) 管水路の床堀幅 
     管水路における床堀幅の標準を以下に示す。 
    素掘施工の場合（砂基礎、砕石基礎） 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11-1-8 管水路の床堀標準断面（素堀の場合） 

 
① 塩化ビニル管 

表 11-1-8 塩化ビニル管のＢ値 

管径(呼径)  施工方法 人力施工 機械施工 
１００mm 以下   ６００mm  ５００mm 

１５０ ６００ ５００ 
２００ ６００ ５００ 
２５０ ６００ ６００ 
３００ ８００ ８００ 
３５０ ８５０ ８５０ 
４００ ９００ ９００ 
４５０ ９５０ ９５０ 
５００  １,０００ １,０００ 
６００  １,１００ １,１００ 
７００  １,２００ １,２００ 
８００  １,３００ １,３００ 

「適用条件」 
     １ 管径 200mm 以下の布設作業は、原則として、溝外作業の場合であるが、溝内で作業する箇

所（空気弁、排泥弁、立上り管、分岐管等）の機械施工のＢ値は人力施工に準じる。 
     ２ 溝内排水用の側溝幅はＢ値に含む。 
  

B

B：床掘幅
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② コンクリート管 

表 11-1-9 コンクリート管のＢ値 

施工方法 
管径(呼径) 

人力・機械施工 
施工方法 

管径(呼径) 
人力・機械施工 

 ２００mm  ８５０mm  １,１００mm ２,１００mm 

２５０ ９００ １,２００ ２,４００ 

３００ ９５０ １,３５０ ２,５５０ 

３５０ １,０００ １,５００ ２,７００ 

４００ １,０５０ １,６５０ ２,９００ 

４５０ １,１５０ １,８００ ３,０５０ 

５００ １,４００ ２,０００ ３,３００ 

６００ １,５００ ２,２００ ３,５００ 

７００ １,６００ ２,４００ ３,７５０ 

８００ １,７５０ ２,６００ ４,０００ 

９００ １,８５０ ２,８００ ４,２００ 

１,０００ １,９５０ ３,０００ ４,４５０ 
    「適用条件」 
     １ 溝内排水用の側溝幅はＢ値に含む。 
     ２ 管径 450mm 以下で、ブルドーザ等により地表面より転圧する場合は、表 11-1-8 の人力施

工のＢ値に準ずる。 
出典：土地改良工事数量算出要領（案）
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１１－１－４ 盛 土 

 (1) 盛土法面勾配の標準 

盛土法面勾配は、既往の数多くの施工実績や経験に基づき、表11-1-10 に示す値を標準と

する。 

表11-1-10 に示す標準法面勾配とは、基礎地盤の支持力が十分にあり基礎地盤からの地下

水の流入、あるいは浸水のおそれがなく水平薄層に敷均し・転圧された盛土で、必要に応じ

て侵食の対策（土羽工、植生工、簡易な法枠、ブロック張工等による保護工）を施した法面

の安定性確保に必要な標準勾配を示したものである。  

したがって、表11-1-10より緩い勾配で樹林化を行う場合や、法面勾配を緩やかにして建

設発生土を処理する場合等を妨げるものではない。 

 

表11-1-10 盛土材料及び盛土高に対する標準法面勾配の目安 

 

注) 盛土高は、法肩と法尻の高低差を言う。 

 

 

図 11-1-9 標準法面勾配を適用した場合の盛土例 

 

 (2) 小段 

一般的に高い盛土では、盛土の安定を高め、長い法面を短く区切ることにより法面の侵

食を防ぐために小段を設ける。 
    小段は幅 1～2ｍで直高 5～7ｍごとに設けるものとする。なお、勾配は第１１―１節２（２）

小段の勾配を参照する。 

-363-



 
 

 

図 11-1-10 小段 

 

１１－１－５ 土工流用 

 (1) 一般事項 

災害復旧における土工流用の検討にあたっては、一般的に迅速な復旧が求められ工期が限

られること及び経済性の検討が必要であり、極力発生土量を抑制するとともに、建設発生

土が発生する場合は有効利用を図るものとする。 
 

 (2) 発生土の区分 

災害復旧工事に伴う発生土は、図 11-1-11発生土の分類図のとおり第 1種～第 4種建設発

生土と泥土に区分される。なお、建設汚泥の収集運搬及び処理は、「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律」(以下廃棄物処理法という。)に定められた基準に従って行う必要がある。 

 

 

出典：建設発生土利用技術マニュアル(第３版)(P5) 

 

  

1～2m

5～7m

5～7m

5～10%

被災線

建設廃棄物処理指針

区  分 性状、強度 (廃棄物処理法による分類)

第1種建設発生土 礫及び砂状

第2種建設発生土
コーン指数

800kN/m
2
以上

第3種建設発生土
コーン指数

400kN/m
2
以上

第4種建設発生土
コーン指数

200kN/m
2
以上

建
設
汚
泥

泥土
コーン指数

200kN/m
2
未満

建
設
汚
泥

※

土質区分基準による区分

建設汚泥：掘削工事から生じる泥状の掘削物及び汚
水を泥水といい、このうち廃棄物処理法に規定する産
業廃棄物として取り除かれるものを建設汚泥という。

発
生
土

・建設汚泥以外の土砂
・地山掘削により生じる掘削物
・浚渫土

建
設
発
生
土

土
砂
及
び
土
砂
に
準
ず
る
も
の

標準仕様ダンプトラックに山積
みできずその上を人が歩けな
いような流動性を呈する状態の
もの。

おおむねコーン指数200kN/m
2

以下。
なお、地山の掘削により生じた
ものは土砂。

図 11-1-11 発生土の分類図 
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 (3) 土工流用にかかる検討 

1) 流用方法の検討 

建設発生土の流用方法は、当該現場及び他工区現場の工事に流用する場合と、農地の基

盤盛土等に利用する場合がある。 

また、土の種類や状態によって、そのまま流用可能な場合（直接使用）と、土の性質を

改良することにより使用可能とする場合（土質改良）がある。 

参考に図 11-1-12 災害復旧に伴う建設発生土利用方法の種類に示す。 

 

 

 

（1）発生土に手を加えず、そのままの状態で直接利用する。 
①発生現場より直接利用現場に搬入して利用する。 
②発生現場よりストックヤードへ搬入仮置きし、必要に応じて利用現場に搬入して利用する。 

（2）発生土を各種の方法で処理し、性状を改良して利用する。 
③発生側において、水位低下掘削、改良材混合掘削などを行うか、安定処理等の土質改良を 
 行って、利用現場に搬入して利用する。 
④発生土を利用現場に搬入し、利用現場において良質土混合、安定処理等、機能付加・補強 
 などの土質改良を行って利用する。 
⑤発生土をストックヤードに搬入し、天日乾燥、良質土混合、安定処理等の土質改良を行い、 
 必要に応じて利用現場に搬入して利用する。 
⑥発生土を土質改良プラントに搬入し、粒度調整、安定処理等の土質改良を行い、利用現場 
 に搬入して利用する。 
 

 
注 1)使用可能な材料は、表 11-1-11 適用用途標準を参考とする。 
注 2)土質改良工の選定にあたっては、近傍の良質材、購入土を使用する場合との経済比較を行う 

必要がある。 
注 3)建設汚泥の再生利用に関するガイドライン（平成 18年 6 月 12 日付国土交通省）による。 
注 4)運搬にあたっては、荷こぼれや飛散、流出等により生活環境に影響を及ぼさない方法を選定 

する必要がある。 

 

出典：建設発生土利用技術マニュアル(第３版)(P21)(参考)に加筆 

 

 

発生土受入地 

農地利用 

直接使用 
(そのままで使用 

可能な材料) 
土質改良 建設汚泥に 

該当するもの 

当該現場 

建設汚泥再生 
利用の検討 

ストックヤード 
  

土質改良プラント 
仮置 土質改良 

他工区現場 

直接使用 土質改良 

注 1) 注 2) 

注 3) 
注 1) 注 2) 

① 

② ⑤ 
③ 
④ ⑥ 

図 11-1-12 災害復旧に伴う建設発生土流用利用方法の種類 

-365-



 
 

2) 適用用途による使用可能な材料の検討 

 ①  当該現場、他工区現場での流用 

  現場利用にあたっては、適用用途により適否が異なることから、表 11-1-11適用用途標

準を参考とする。 

表 11-1-11 適用用途標準 

適用用途 

 

区  分 

工作物の理戻し 
土木構造物の 

裏込め 

道路用盛土 土 地 造 成 

路床 路体 宅地造成 公園・緑地造成 

評 

価 
留意事項 

評

価 
留意事項 

評

価 
留意事項 

評

価 
留意事項 

評

価 
留意事項 

評

価 
留意事項 

第 １ 種 

建設発生土 

 

砂、礫及び 

これらに準 

 ずるもの 

第 1 種 ◎ 
最大粒径注意 

粒度分布注意 
◎ 

最大粒径注意 

粒度分布注意 
◎ 

最大粒径注意 

粒度分布注意 
◎ 

最大粒径注意 

粒度分布注意 
◎ 

最大粒径注意

礫混入率注意

表層利用注意 

◎ 表層利用注意 

第 1 種 

改良土 
◎ 最大粒径注意 ◎ 最大粒径注意 ◎ 最大粒径注意 ◎ 最大粒径注意 ◎ 

最大粒径注意

礫混入率注意

表層利用注意 

◎ 表層利用注意 

第 ２ 種 

建設発生土 

 

砂質土、礫 

質土及びこ 

れらに準ず 

 るもの 

第 2a 種 ◎ 

最大粒径注意 

細粒分含有率

注意 

◎ 

最大粒径注意 

細粒分含有率

注意 

◎ 最大粒径注意 ◎ 最大粒径注意 ◎ 

最大粒径注意

礫混入率注意

表層利用注意 

◎ 表層利用注意 

第 2b 種 ◎ 
細粒分含有率

注意 
◎ 

細粒分含有率

注意 
◎  ◎  ◎  ◎  

第 2 種 

改良土 
◎  ◎  ◎  ◎  ◎ 表層利用注意 ◎ 表層利用注意 

第 ３ 種 

建設発生土 

 

通常の施工 

性が確保さ 

れる粘性土 

及びこれら 

に準ずるも 

の 

第 3a 種 ○  ○  ○  ◎ 
施工機械の選

定注意 
◎ 

施工機械の選

定注意 
◎ 

施工機械の選

定注意 

第 3b 種 ○  ○  ○  ◎ 
施工機械の選

定注意 
◎ 

施工機械の選

定注意 
◎ 

施工機械の選

定注意 

第 3 種 

改良土 
○  ○  ○  ◎ 

施工機械の選

定注意 
◎ 

表層利用注意 

施工機械の 

選定注意 

◎ 

表層利用注意 

施工機械の 

選定注意 

第 ４ 種 

建設発生土 

 

粘性土及び 

これらに準

ずるもの 

第 4a 種 ○  ○  ○  ○  ○  ○  

第 4b 種 △  △  △  ○  ○  ○  

第 4 種 

改良土 
△  △  △  ○  ○  ○  

泥土 

泥土 a △  △  △  ○  ○  ○  

泥土 b △  △  △  △  △  △  

泥土 c ×  ×  ×  △  ×  △  

［評  価］ 

◎：そのままで使用が可能なもの。留意事項に使用時の注意事項を示した。 

○：適切な土質改良（含水比低下、粒度調整、機能付加・補強、安定処理等）を行えば使用可能なもの。 

△：評価が○のものと比較して、土質改良にコスト及び時間がより必要なもの。 

×：良質土との混合などを行わない限り土質改良を行っても使用が不適なもの。 

土質改良の定義 

含水比低下：水切り、天日乾燥、水位低下掘削等を用いて、含水比の低下を図ることにより利用可能となるもの。 

粒度調整：利用場所や目的によっては細粒分あるいは粗粒分の付加やふるい選別を行うことで利用可能となるもの。 

機能付加・補強：固化材、水や軽量材等を混合することにより発生土に流動性、軽量性などの付加価値をつけることや、 

     補強材等による発生土の補強を行うことにより利用可能となるもの。 

安定処理等：セメントや石灰による化学的安定処理や高分子系や無機材料による水分の土中への固定を主目的とした 

     改良材による土質改良を行うことにより利用可能となるもの。 

［留意事項］ 

最大粒径注意：利用用途先の材料の最大粒径、または 1 層の仕上り厚さが規定されているもの。 

細粒分含有率注意：利用用途先の材料の細粒分含有率の範囲が規定されているもの。 

礫混入率注意：利用用途先の材料の礫混入率が規定されているもの。 

粒度分布注意：液状化や土粒子の流出などの点で問題があり、利用場所や目的によっては粒度分布に注意を要するもの。 

透水性注意：透水性が高いため、難透水性が要求される部位への利用は適さないもの。 

表層利用注意：表面への露出などで植生や築造等に影響を及ぼす恐れのあるもの。 

施工機械の選定注意：過転圧などの点で問題があるため、締固め等の施工機械の接地圧に注意を要するもの。 

 

出典：発生土利用基準について（国土交通省通達） 
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②  農地利用の場合 

農地利用する場合においては、「基盤盛土用材」と「作土用材」としての利用があり、

建設発生土に求められる品質を表 11-1-12に参考として示す。 

詳細な検討にあたっては、農林水産省農村振興局整備部設計課施工企画調整室「建設副

産物活用技術指針（案）」（平成 17年 2月）を参照されたい。 

 

表 11-1-12 農地利用の場合の品質条件(参考) 

基盤盛土用材 作土用材 

ａ 基盤として必要な強度及び施工上必要な強

度を有していること 

ａ 同左 

 

ｂ 他の建設副産物、又は廃棄物が混入していな

いこと 

ｂ 同左 

 

－ 
ｃ 作物生育に良好な環境を有する土層に仕上

げることが可能な土であること 

出典：農林水産省農村振興局整備部設計課施工企画調整室「建設副産物活用技術指針（案）」(P41) 

 

農地利用と農地以外利用の建設発生土流用フローを図 11-1-13、図 11-1-14にそれぞれ

示す。 
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出典：農林水産省農村振興局整備部「建設副産物活用技術指針(案)」文章より作成(P41～43) 

※1)原材料として利用が不可能なもの(有害、危険なもの)は,廃棄する。 

Ｙ es 

Ｎo 

No 

Ｎo 

Ｙ es 

Ｙ es 

Ｎo 

Ｎ o 

Ｎ o 

No No 

Ｎo 

No 

Ｙ es 

Ｙes 

Ｙ es 

Ｙ es 

Ｙ es 

建設発生土 ※1) 

基盤盛土用材か？ 

図 11 - 1 - 13 建設発生土流用フロー ( 農地利用 ) 

農地利用か？ 

基盤として 
必要な強度及び施工上 

必要な強度を有して 
いるか？ 

作土用材として 
必要な強度及び施工上 

必要な強度を有して 
いるか？ 

他の廃棄物等を 他の廃棄物等を 他の廃棄物等が 
混入していないか？ 他の廃棄物等が 

混入していないか？ 

中間処理施設 

作物の育成に良好な 
環境を有する土層に仕上げることが 

可能な土であるか？ 

作土用材として使用 

改良すれば使用可能か？ 

基盤盛土用材として使用 

Ｙ es 

農地以外の適用用途標準 
より判定する材料 

Ｙ es 

Ｙ es 

農地以外の適用用途標準 
より判定する材料として再検討 

農地以外の適用が可能か？ 

取り除けるか？ 取り除けるか？ 
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                            出典：農林水産省農村振興局整備部「建設副産物活用技術指針(案)」文章より作成(P41～45)

※ ・そのままで使用可能な材料とは、表-11-1-11に示す◎である。

・適切な土質改良を行えば使用可能な材料とは、表-11-1-11に示す○である。

・適切な土質材料を行えば使用可能な材料と比較して土質改良にコスト及び時間がより必要な材料とは、表-11-1-11に示す△である。

・良質土との混合など行わない限り土質改良を行っても使用が不適な材料とは、表-11-1-11に示す×である。

Ｙes

Ｎo

Ｙes

Ｎo

Ｙes Ｙes

Ｙes

Ｎo Ｎo

ＮoＮoＮo

Ｙes

Ｙes Ｙes

Ｙes

Ｎo Ｎo

ＮoＮoＮo

農地以外の適用用途標準
より判定する材料

そのままで使用可能な材料
適切な土質改良を行えば

使用可能な材料 適切な土質材料を行えば使用可能な材料と比較して土質
改良にコスト及び時間がより必要な材料
又は良質土との混合など行わない限り土質改良を行って
も使用が不適な材料

当該工事現場
で直接流用可能か？

当該工事現場で
ストックすることは

可能か？

他工区現場で
流用可能か？

当該工事現場

当該工事現場で
ストックされた材料は全量

使用可能か？

他工区の工事現場は、
該当工事現場から50kmの

範囲内か？

他工区現場 土捨場

当該工事現場
で改良し直接流用

可能か？

当該工事現場で
改良しストックすることは

可能か？

他工区現場で
流用可能か？

当該工事現場

他工区の工事現場は、
該当工事現場から50kmの

範囲内か？

他工区現場 土捨場 当該工事現場

良質土との混合が可能か？

混合することが
中間処理施設へ持ち込む

よりも経済的か？

中間処理施設

Ｙes

Ｙes

Ｙes

当該工事現場で
ストックされた材料は全量

使用可能か？

図 11-1-16 建設発生土流用フロー(農地以外利用)図 11-1-14 建設発生土流用フロー（農地以外利用） 
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   (4) 土質改良工の工法選定 

土質改良工は目的、方法により①含水比低下、②粒度調整、③機能付加・補強、④安定

処理工に区分される。災害復旧では、一般的に迅速で効率的な施工が要求されることから、

セメントや石灰等の固化材を用いた安定処理工が採用される場合が多い。 

 

1) 安定処理工 

①  固化材の種類 

一般に安定処理に用いられる固化材は、石炭・石炭系固化材やセメント・セメント系

固化材であり、発生土の土質及び目的等に応じて適切に選定する必要がある。 

a.石炭・石炭系固化材 

土に石炭・石炭系固化材を添加して安定性と耐久性を増大させる工法であり、改良

対象土質の範囲が広く粘性土から砂質土が対象となる。 

b.セメント・セメント系固化材 

山砂等のシルトや細粒分を多く含む砂を対象に、セメント・セメント系固化材を添

加して締め固め、必要な強度をもたせるものである。なお、固化後の改良土から六価

クロムが溶出する場合があるので、適切に処理しなければならない。 
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② 混合方法 

混合方法の適用条件、施工条件を『表 11-1-13 混合方式による特徴』に示す。災害復 

旧では、一般的に迅速で効率的な施工が要求されることから、バックホウ混合施工法が採 

用される場合が多い。 

 

 

出典参考：石灰による地盤改良マニュアル(P133) 

 

項目 浅層混合方式

スタビライザー バックホウ

バックホウ ブルドーザ

自走式土質改良機 スタビライザ

トレンチャー 自走式土質改良機

大※1) 小

処理量 中、小 大、中、小 処理量 大、中、小 大、中、小

30,000ｍ3以上 300ｍ3以下

◎ ◎ ○ ○ ○～◎※2) ○

盛土 ◎ ◎ ○ ○ ◎

路床 ◎ ◎ ◎ ○ △

路盤 ◎ ○ ○ △

構造物裏込め ◎ ◎ ◎ ○ ○

基礎地盤 ◎

仮設道路 ◎ ◎ ○ △

埋戻し ◎ ◎ ◎

礫質土 ◎ ◎ ○

砂質土 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○

粘性土 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎

40～600t/hr 40～150m3/hr 100～300m3/hr 20～40m3/hr 100m3/hr程度以下

30～400m3/hr スタビライザー バックホウ スタビライザー

深さ15～100cm 深さ50～100cm 深さ100～120cm※3)

10～30m3/hr程度

バックホウ

深さ100～150cm

40～150m3/hr

自走式土質改良機

45ｍ3/hr(3ｍ以下)※4)

トレンチャー

13.5ｍまで施工可能

凡例　 ◎：最適、　○：適当、　△：場合によっては適当

※1)　 都市土木での発生土処理に使用されるケースも多い

※2)　 使用する混合機種により異なる

※3)　 最大混合深さ200ｃｍまでも混合可能な機種もある

※4)　 セメント系地盤改良材使用となる

(標準1日当たり施工量は、250ｍ
3
/日 1日当たり運転時間 5.3時間)

方式
プラント混合方式

路上混合方式

原位置混合方式

ソイルプラント

地山混合方式

自走式土質
改良機

スタビライザー バックホウ混合機械

・固定設備必
要なし

・家屋連担地域および農作物等に対する防塵対策が必要(自
走式土質改良機を用いる場合は必要なし)

・材料の搬出入が最小限度に抑えられる

・パイルの建て
込み、トレンチ
の掘削などが
必要な場合が
ある。

・処理した材料
の運搬が必要

混合場所で
は、固化材の
種類および施
工方法によっ
ては発生する
が、使用場所
での発生はな
い。

施工方法及び固化材の種類によっては発生する

工事規模

作業能力

工事規模、施
工方法等で作
業能力は大き
く異なる

環　　　境

・固定設備(電力・給
水)が必要

・施工場所はどこでも
よいが、材料の搬出入
が必要

発生しにくいなしスモーキング

混合精度

適
用
場
所

土
質

表 11-1-13 混合方式による特徴 
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第１１-２節 法面保護工 

１１－２－１ 一般事項 

 (1) 災害の発生した現場条件の確認 

1)法面構造 

・法面区分 

【切土法面の場合】：地山の分類（土砂、軟岩、硬岩），湧水の有無，浸食の可否，作業

の迅速性の要否，緑化の必要性の有無，安定勾配が確保できるか否か，岩盤剥離のお

それがあるか否か 

【盛土法面の場合】：盛土材料の土質，浸食の可否，緑化の必要性の有無 

・表 11-1-1切土の標準法面勾配及び表 11-1-10 盛土の標準法勾配より、法面安定勾配を

決定する。 

   ・表面水による浸食や湧水による崩壊のおそれがある場合は法面排水工の検討を行う。 

 

 (2) 法面保護工の工種と目的 

原則として植生工とするが、現場条件及び施工条件等からこれによりがたい場合には、経

済性等を総合的に検討して最適な工法を選定する。 

  法面保護工の工種と目的を表 11-2-1に示す。 
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表 11-2-1 法面保護工の工種と目的 

種子散布工

客土吹付工

植生基材吹付工(厚層基材吹付工)

植生シート工

植生マット工

植生土のう

植生基材注入工

金網張工

繊維ネット張工

柵工

じゃかご工

プレキャスト枠工 中詰の保持と浸食防止

モルタル・コンクリート吹付工

石張工

ブロック張工

コンクリート張工

吹付枠工

現場打ちコンクリート枠工

石積，ブロック積擁壁工

かご工

井桁組擁壁工

コンクリート擁壁工

連続長繊維補強土工

地山補強土工

グランドアンカー工

杭工

構
造
物
工

生育基盤の保持や流下水によるのり面表
層部のはく落の防止

のり面表層部の浸食や湧水による土砂流
出の抑制

風化、浸食、表流水の浸透防止

のり面表層部の崩落防止、多少の土圧を
受ける恐れのある箇所の土留め、岩盤は
く落防止

ある程度の土圧に対して崩壊を防止

すべり土塊の滑動力に対抗して崩落を防
止

植生筋工

樹木や草花による良好な景観の形成

早期全面被覆と樹木等の生育による良好
な景観の形成

筋芝工

植栽工

苗木設置吹付工

植
栽
工

張芝工

分類 工　　種 目　　的

藩
種
工法

面
緑
化
工

(

植
生
工

)

浸食防止、凍上崩落抑制、植生による早
期全面被覆

盛土で植生を筋状に成立させることによ
る浸食防止、植物の侵入・定着の促進

植生基盤の設置による植物の早期生育
厚い生育基盤の長期間安定を確保

芝の全面張り付けによる浸食防止、
凍上崩落の抑制、早期全面被覆

盛土で芝の筋状張付けによる浸食防止、
植物の侵入・定着の促進

※

※

※

　
 

    ※については１１－４ 擁壁工を参照。 

出典：道路土工 切土・斜面安定工指針(P192) 

     

上表に示す各工種の概要及び災害復旧工事で一般的に適用される工種の取扱いは次の 

   とおりである。 

※ 

※ 

※ 
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   1)植生工 

  一般に張芝工(人工張芝)とするが、現地の状況により他の植生工(野芝、種子吹付等)を用

いてもよい。 

張芝工(人工張芝)

　 張芝

(人工張芝)

目ぐし

 
 

   2)柵工 

   盛土法面保護工において、植生が活着し法面が落ち着くまでの間に法面の土砂が流出す

るおそれのある場合（地上部）及び盛土を早期に安定させる必要がある場合（地中部）は

柵工で法長を分割する。その間隔は 1.5～3.0m 程度が一般的に用いられている。 

1.5
～3

.0m

竹またはそだ

丸太φ9～15cm

長さ0.5～1.5m

間隔 50～90cm

(a)柵の一部を表面に出す場合 (b)段切による柵工の設置  
柵  工 
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3)植生基材吹付工

切土法面において通常の植生工では、発芽の見込みがない箇所(レキ混じり、軟岩等)に
ついて用いる。一般的に土壌硬度が 25mm 未満の場合は客土吹付工（厚 1cm～3cm）、 

土壌硬度が 25mm 以上の場合は植生基材吹付工（厚 3cm～10cm）を標準としている。 

有機基材などの

全面吹付け

金網張

4)コンクリートブロック枠工

湧水のある切土法面、長大法面、標準勾配より急な盛土法面等で植生が適さない場合、

法勾配が 1:0.8より緩やかな箇所に用いる。枠内は良質土で埋戻し、植生等を行って保護

する。法勾配が急な場合、かなりの湧水がある場合、あるいは良質土が得られない場合、

その他植生等が流出するおそれのある場合には石張りやコンクリートブロック張り等を

行う。

(a)切土のり面の施工例

コンクリート部材

スベリ止め杭や鉄筋

基礎 基礎
スベリ止め杭や鉄筋

コンクリート部材

アンカーピン1：
1.2

1：
1.8

(b)盛土のり面の施工例

プレキャスト枠工

5)モルタル及びコンクリート吹付工

切取法面において法面保護が必要な場合、湧水がなく崩壊の危険性はないが風化しやす

い岩あるいは風化してはげ落ちる岩などで植生が適当でない箇所に用いる。モルタル吹付

厚さは 8～10cm、コンクリート吹付厚さは 10～20cmを標準とする。 

水抜孔

アンカーバー

植生基材吹付工 
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   6)じゃかご工 

   法面の湧水により土砂の流出がある場合、凍上による法面剥離のおそれがある場合に用

いる。 

金網+栗石＋松丸太

 
 

7)ふとんかご工 

ふとんかごは簡便な復旧工法として古くから使われてきた工法である。 

積み方としては平積、段積とに大別されるが、その使用方法は用途、地形条件、土質等

で決定される。 

   ① 平積 

     一般に頭首工の護床工、水路の落差工等に使用するが、段数は 1段を標準とする。 
   ② 段積 

 湧水による法面崩壊箇所には有効な工法である。段数については現地の状況により判

断するが、特に既設がある場合はこれ等を参考にする。勾配については、1 割程度を標

準とする。 

     また、滑動の防止のため止杭を 1m程度に 1本を標準とする。 

     なお、ふとんかごの周囲は土砂の流出等を防止するため、吸出防止マットを設置する

ことを標準とする。 
 

   
ふとんかご工の実施例 

  

   8)その他の工法 

1)から 7)以外の工法を図 11-2-1 及び 11-2-2 に示す。 

じゃかご工 
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植生筋工

筋芝工

植生土のう

苗木設置吹付工

たね袋
繊維帯

(種子、肥料付き)

(水平筋状配列)

切芝

(水平筋状配列)

枠

植生土のう

厚く施工

アンカーピン地山

植生基材

根鉢

金網

植栽工

藩種工

植栽工

苗木設置吹付工

マルチング

シート

 根鉢固定支柱

(マルチング兼用)

樹木

竹製アンカー

植穴(土壌改良)

 

図 11-2-1 法面緑化工(植生工)概要図 
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コンクリート張工 現場打ちコンクリート枠工

杭　工 グランドアンカー工

アンカーバー

アンカーピン

またはアンカーバー

現場打ち

コンクリート

モルタル充填

アンカーバー

枠内は植生工や

コンクリート吹付けなど

くさび杭

すべり面

抑え杭

移動土塊

設置時の杭

抑止力を発揮

している杭

すべり面

アンカー体

引張部

アンカー頭部

現場打ち

コンクリート枠工

鉄筋

鉄筋コンクリート

 

図 11-2-2 構造物工概要図 
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 (3) 工法選定 

現場状況等を基に選定フローを用い、工法の選定を行う。盛土法面における工法選定の

フロー図 11-2-3 に、切土法面における工法選定のフローを図 11-2-4に、植生工選定フロー

を図 11-2-5～7に示す。なお、工法選定にあたっては、適用条件、施工条件、経済性等をも

とに総合的に検討して最適な工法を選定する。 

 
出典：(社)日本道路協会 道路土工 盛土工指針(P147)  

 

注 1) 盛土法面の安定勾配としては、表 11-1-10 に示した盛土材料及び盛土工に対する標準 
法面勾配の平均値程度を目安とする。 

注 2) ここでいう岩砕ズリとは主に風化による脆弱化が発生しにくいような堅固なものとし、 
それ以外は一般的な土質に準ずる。 

注 3) 浸食を受けやすい盛土材料としては、砂や砂質土があげられる。 
注 4) 降雨等の浸食に耐える工法を選定する。 

Yes 

No 

始 

安定勾配が確 
保できるか 

盛土材料に岩 
砕ズリをもちい 
るか 

浸食を受けや 
すいか 

緑化が必要か 緑化が必要か 

1：0.5 以上の急 
勾配か 

植生工 植生工(土羽土)で生 
育基盤を確保、プレ 
キャスト枠工、編柵 
工等との供用植生基 
材吹付工等 注 4) 

植生工(土羽土で 
生育基盤を確保) 

無処理 吹付枠工、補強 
土工等の構造物 
工と植生工の併 
用 

擁壁工、補強土工等 
の構造物工(可能な 
らば植生工を併用) 

植生工選定フロー 
( 緑 化 目 標 及

び 
導入形態) 

No 

Yes 

注 1) 

注 2) 

注 3) 

Yes 

Yes 

No 

No 

No No 

Yes 

Yes 

図 11-2-3 盛土法面における工法選定フロー 
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注：のり面緑化工の施工可能性をのり面勾配から判断する際には、表11-1-1等を参照すること。

出典：道路土工 切土工・斜面安定工指針 (平成21年度版)(参照)

Ｎo

Ｎo

Ｙes

注7)

注7)

Ｙes Ｙes

注5)

注6)

Ｙes
注7)

注4)

注3)

Ｎo

Ｎo

Ｙes

Ｙes

Ｎo

Ｙes

Ｎo

Ｙes

Ｙes

Ｎo

Ｙes

Ｎo

Ｙes

ＹesＮo

Ｎo

Ｙes

Ｎo

ＮoＮo

始

安定勾配が確保できるか

軟　岩

落石の発生や、表層の
部分的な滑落の恐れがあるか

地山の分類

風化しやすいか

湧水があるか

風化が進んでも崩壊を生じない
勾配を確保できるか

植生工
(図11-2-5)

硬　岩土　砂

湧水があるか

浸食を受けやすいか

湧水による不安定度
が大きいか

かご工
プレキャスト枠工
＜開放型＞

緑化するか

緑化するか

プレキャスト枠工，柵工
等の
緑化基礎工と植生工の
併用
(表11-2-2，図11-2-5)
植生基材吹付工(図11-
2-5)

かご工，井桁組擁壁工
吹付枠工，現場打ちコンクリート枠工
＜開放型＞

擁壁工，杭工，グランドアンカー工
地山補強土工，吹付枠工
現場打ちコンクリート枠工
(グランドアンカー工，地山補強土工等と併用)
＜開放型＞
植生工の併用を検討しつつ工法を選定する。
併用可能な場合は図11-2-5を参照。

吹付枠工
現場打ちコンクリート枠工(グランドア
ンカー工，地山補強土工との併用)
＜開放型枠内緑化　植生工の併用を
検討する(図11-2-5)＞

吹付枠工
現場打ちコンクリート枠工
モルタル・コンクリート吹付工
コンクリート張工
＜密閉型＞

石張工
ブロック張工
コンクリート張工
＜密閉型＞

緑化するか緑化が可能な
勾配か

切直しは可能か

つる植物，緑化用ブロック等
を利用した緑化
枠工や柵工などの緑化基礎
工を適用して植生工を施す
(図11-2-5)

植生工
(図11-2-5)

無処理

落石防護網
吹付枠工
モルタル・コンクリート吹付工
現場打ちコンクリート枠工
地山補強土工等

詳しくは「落石対策便覧」参照
植生工の併用を検討しつつ工法を選定す
る。併用可能な場合は図11-2-5を参照

図 11-2-4　切土法面における法面保護工の選定フロー

注1)

注2)

注8)

注9)

注10)

出典：道路土工 切土工・斜面安定工指針(P199)  
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注1) 地山の土質に応じた安定勾配は、地山の土質に対する標準法面勾配の平均値程度を目安とする。 

表 11-1-11 切土の標準法面勾配(出来形)参照。また、安定勾配が確保できない場合の対策として、

可能な場合は切直しを行う。 

注 2)落石の恐れの有無は、「道路土工 切土工・斜面安定工指針(平成 21 年度版) 第 10 章.落石・岩盤崩

壊対策」及び「落石対策便覧」を参考にして判断する。 

注 3)地山の分類は、｢道路土工要綱共通編 1-4 地盤調査 9)岩及び土砂の分類｣に準拠するものとする。 

注 4)第三紀で泥岩、頁岩、固結度の低い凝灰岩、蛇紋岩等は切土による除荷・応力解放，その後の乾燥

湿潤の繰返しや凍結融解の繰返し作用等によって風化しやすい。 

注 5)風化が進んでも崩壊が生じない勾配としては、密実でない土砂の標準法面勾配の平均値程度を目安

とする。 

注 6)しらす，まさ，山砂，段丘礫層等，主として砂質土からなる土砂は表流水による浸食には特に弱い。 

注 7)自然環境への影響緩和，周辺環境との調和，目標植生の永続性等を勘案して判断する。 

注 8)主として安定度の大小によって判断し、安定度が特に低い場合にかご工，井桁組擁壁工，吹付枠工，

現場打ちコンクリート枠工を用いる。 

注 9)構造物工による保護工が施工された法面において，環境・景観対策上必要な場合には緑化工を施す。 

注 10)ここでいう切直しとは，緑化のための切直しを意味する。 

 

表 11-2-2 主な緑化基礎工の特徴と留意点及び併用する植生工の例 

種類 特徴 留意点 併用する 

植生工の例 

法
枠
工 

吹付工現場打ち

コンクリート枠

工 

法面の浅部で発生する崩

壊に対し，形状，規模に対

応できる構造とすること

が可能である。法面の凹凸

に対応できる。 

膨張性または収縮性のある

岩，あるいは，凍結深が深く

なる土砂法面への適用時は十

分に検討する必要がある。 

植生土のう工，客

土吹付工，植生基

材吹付工，(厚層

基材吹付工) 
プレキャスト枠

工 

植物の生育基盤となる土

砂や植生土のうを法面に

固定保持することができ

る。 

法面に発生する土圧には対応

できないので，はらみ出し，

凍上等を生じる場合は避け

る。 

勾配 1:1.0 よりも緩い法面で

枠が洗掘等で沈下しない箇所

に適用する。 

柵  工 

崩壊土砂の部分固定や表

流水勢の緩和あるいは落

石，雪崩を緩衝できる。 

将来的な機能確保のため木本

類の導入(藩種工，植栽工)を

併用することが望ましい。 

植生シート工，植

生マット工，植栽

工，客土吹付工，

植生基材吹付工，

( 厚 層 基 材 吹 付

工) 

ネ
ッ
ト
張
工 

 

金網張工 

法表面の表流水，凍上等に

よるはく落防止及び生育

基盤の保持、落石防止に効

果がある。 

網目が小さすぎたり、機能が

長期間持続するものは，木本

類の成長に支障となる場合も

ある。 

客土吹付工，植生

基材吹付工，(厚

層基材吹付工) 

繊維ネット張工 

法表面の表流水によるは

く落防止や造成基盤の保

持に効果がある。 

剛性がないので凍上や落石へ

の対応が難しい。 

防 風 工 

網目の細かいネット張工

やフェンス工等は、幼芽，

稚樹の乾燥や風衝の緩和

に効果がある。 

風向，風力，効果の程度や範

囲を見極める。 
 

連続長繊維補強土工 

連続長繊維を混入した補

強土塊の抑止力による地

山の安定性と，厚い生育基

盤の形成が可能である。 

湧水や補強土背面の流下水の

処理を目的として、排水材を

あらかじめ設置する。 

植生基材吹付工，

( 厚 層 基 材 吹 付

工) 

出典：道路土工 切土・斜面安定工指針(P206) 
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注 1)：初期の目標を草本群落とし、長時間かけて自然の遷移によって木本群落を形成する場合を含む。 
         

出典：道路土工 切土工・斜面安定工指針(平成 21 年度版) 

Ｙes Ｎo Ｙes Ｎo 

Ｎo Ｙes Ｎo Ｙes 

始 

緑化目標の検討 
草地型 注 1) 

草本が優占する群落 

現地の植物を 
利用する必要が 

あるか 

在来草本類の利用 
外来草本類の利用 

在来種の地域性系統 
(草本類)による緑化 

藩種工(図 11-2-6) 
植栽工 
(在来草本類，外来草 
本類を使用する) 

藩種工(図 11-2-6) 
植栽工 
(地域性系統の草本 
類を使用する) 

図 11-2-5 植生工の選定フロー(緑化目標及び植物材料からの選定) 

低木が優占する群落 
高木が優占する群落 

現地の植物を 
利用する必要が 

あるか 

在来種(草本類，木本類)の利用 
外来種(草本類，木本類)の利用 

在来種の地域性系統 
(草本類，木本類)の利用 

短期間で 
緑化目標を達成する 

必要があるのか 

短期間で 
緑化目標を達成する 

必要があるのか 

藩種工(図 11-2-7) 
(木本類を含む在来 
種，外来種の植物材 
料を使用する) 

木本類の植栽工 
苗木設置吹付工 
(在来種，外来種 
の植物材料を使 
用する) 

藩種工 
(図 11-2-7) 
(木本類を含む地 
域系統の種子を 
使用する) 

木本類の植栽工 
苗木設置吹付工 
(地域系統の植物 
材料を使用する) 

低木林型 
高木林型 

出典：道路土工 切土工・斜面安定工指針(P277) 
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注1)：土壌酸度の改善措置が不可能な場合はブロック張工などの構造物工のみの適用を検討する。
注2)：吹付厚さは緑化目標も考慮して決定する。
注3)：植生マットを適用する場合には、植生基材が封入されたもので、その機能が同条件での植生基材吹付工の吹付厚さに対応した製品を使用する。
       

出典：道路土工 切土工・斜面安定工指針(平成21年度版)

10cm
以上

10cm
以上

10cm
未満

10cm
未満

Ｙes Ｙes

Ｙes

Ｎo

ＮoＮo

Ｎo
Ｎo

Ｙes

Ｙes

Ｎo

Ｙes

Ｙes

Ｎo

始

土壌pH値が
4.0以上か

土壌酸度の改善措置
注1)

図11-2-6　法面条件を基にした植生工の選定フロー(草本類藩種工等)

切盛区分盛土のり面

盛土材

岩砕ズリ一般的土質

浸食を受け
やすいか

土羽土を
打てるか

種子散布工
張芝工
筋芝工
植生筋工
植生シート工

土羽土
　　+
種子散布工
張芝工
筋芝工
植生筋工
植生シート工

客土吹付工
(厚さ2cm)注2)
植生基材吹付工
(厚さ3cm)注2)

種子散布工
植生シート工
　　　　　注3)

客土吹付工
(厚さ1cm)注2)
植生マット工
　　　　　　 注3)

客土吹付工
植生基材吹付工
   (厚さ2cm)注2)
植生マット工
　　　　　　 　 注3)

土壌硬度
23mm以上か

土　質 土　質

砂質土 粘質度 砂質土 粘質土

切土のり面

土壌硬度
27mm以上か

1：0.5以上の
緩勾配か

土壌硬度
30mm以上か

風化の程度 風化の程度

亀裂間隔

全面的に亀裂
が入り、風化が
認められる。

一部が風化し
て亀裂が認め
られる。

全面的に亀裂
が入り、風化が
認められる。

一部が風化し
て亀裂が認め
られる。

風化してい
ない。

亀裂間隔

植生基材吹付工
   (厚さ3cm)　　注2)
客土吹付工(厚さ2cm)
植生マット工　 注3)

植生基材吹付工
   (厚さ3～5cm)　注2)
植生マット工　 　 注3)

植生基材吹付工
   (厚さ4～6cm)　注2)
植生マット工　 　 注3)

植生基材吹付工
  (厚さ6～10cm)　注2)
植生土のう工
植生基材注入工

勾配修正又
は別途補助
工等検討

 出典：道路土工 切土工・斜面安定工指針(P229) 

-383-



 

注1)：土壌酸度の改善措置が不可能な場合はブロック張工等の構造物工のみの適用を検討する。
注2)：吹付厚さは緑化目標も考慮して決定する。
注3)：植生マットを適用する場合には、のり面条件に対応した厚さの植生基材が封入されたもので、
　　　 その機能が同条件での植生基材吹付工の吹付厚さに対応した製品を使用する。

出典：道路土工 切土工・斜面安定工指針(平成21年度版)

Ｙes

Ｙes

Ｎo

Ｎo

50cm以上 20cm未満

Ｎo

50cm未満

20cm以上

Ｙes

始

土壌pH値が
4.0以上か

土壌酸度の改善措置
注1)

図11-2-7　法面条件を基にした植生工の選定フロー(木本類藩種工等)

土質，岩質

礫質土以外

主構成種は
先駆性植物

礫質土

亀裂間隔 亀裂間隔

客土吹付工
(厚さ1～2cm)  注2)
植生マット工   注3)
木本植栽工

植生基材吹付工
   (厚さ3～5cm)　注2)
客土吹付工
植生マット工　　  注3)

植生基材吹付工
 (厚さ5～7cm)　　　注2)
植生土のう工
植生工マット工　　 注3)
植生基材注入工

植生基材吹付工
 (厚さ7～10cm)　　　注2)
植生土のう工
植生基材注入工

土壌硬度が
25mm以上か

 

 

出典：道路土工 切土工・斜面安定工指針(P230) 
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第１１-３節 基礎工 

 

１１-３-１ 一般事項 

１ 支持地盤の選定 

 構造物の支持地盤は十分な支持力を有し、気象や洗掘の影響を受けない安定した地盤でな

ければならない。 

 良質な地盤とは、基礎に作用する荷重の規模によって異なり、一概に決めることは難しい

が、一般に、次の事項を目安にすることができる。 

                                                             

① 粘土土層は、Ｎ値が 20程度以上（一軸圧縮強度ｑuが 250KN/m2以上）あれば良い。 

② 砂層、砂礫層は、Ｎ値が 30 程度以上あればよい。ただし、砂礫層では礫をたたいてＮ

値が過大にでる傾向があるので、土質調査の内容を十分に検討する必要がある。 

③ 基礎幅の 3 倍以内の深さに軟弱土層があれば長期的な圧密沈下の検討をする必要があ

る。 
 また、地下水で飽和している砂質土層では地震時に液状化を起こし急激にその支持力が

低下するおそれがある。地盤の液状化の有無の判定は「道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計

編（日本道路協会）」又は、「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会）」の

規定により行う。 

 

２ 直接基礎設計における留意点 

(1) 基本的な考え方 

開水路や暗きょ(サイホンを含む)の基礎形式は直接基礎を原則とするが、支持力が不足す

る地盤や軟弱地盤等の特殊条件下においては、圧密沈下や不同沈下等も考慮して地盤改良や

基礎杭の検討を行い、経済比較を含めて最適な基礎工法を選定する必要がある。 

(2) 基礎設計上の留意点 

  基礎地盤の支持力は、次式による。 

     ｑmax≦ｑa 

      ｑmax：最大地盤応力度（kN/㎡） 

    ｑa：許容支持応力度（kN/㎡） 

一般にはテルツアギーの修正支持力公式又は基礎地盤の種類によって経験的に決められ

ている許容支持応力度等を参考にする。 

  査定設計の段階においては、地盤が強固であることが明白な場合、又は軽量若しくは重

要でない構造物の場合には、地盤の許容支持力を、表 11-3-1によって推定するか、又は既

往の構造物の状況を勘案して推定してもよい。 
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表 11-3-1 許容支持力 

地 盤 許容支持力度 

(kN/m2) 
備 考 

N 値 qu(kN/m2) ※1 

岩     盤 1,000 100 以上  
砂     盤   500 50 以上  
土  丹  盤   300 30 以上  

礫   層 
密 実 な も の   600   

密実でないもの   300   

砂 質 地 盤 

密 な も の   300 30～50  

中 位 の も の   200 

  100 
20～30 

10～20  

緩 い も の    50 5～10  

非常に緩いもの     0 5 以下  

粘土質地盤 

非常に堅いもの   200 15～30 250 以上 

堅 い も の   100 8～15 100～250 

中 位 の も の    50 4～ 8  50～100 

柔 ら か い も の    20 2～ 4 25～50 

非常に柔らかいもの     0 0～ 2 25 以下 

関東ローム 
堅 い も の   150 5 以上 150 以上 

や や 堅 い も の   100 3～ 5 100～150 

柔 ら か い も の    50 3 以下 100 以下 

 ※１ 一軸圧縮強さ 

表 11-3-2 軟弱地盤の判定の目安 

土 質 標準貫入試験Ｎ 自然含水比 判 断 

粘性土 

4 以上 40%以下 沈下、安定についてほとんど問題ない。 

2～4 40～100%程度 
沈下について検討を要する。 

安定についても盛土が高くなる場合は問題となる。 

0～2 100%以上 沈下、安定に対し十分な検討が必要。 

有機質土 － 100%以上 沈下、安定に対し十分な検討が必要。 

  ※1 

砂質土 

10 以上 － 沈下、安定についてほとんど問題はない。 

5～10 以下 － 沈下、安定について検討を要する。 

 ※１ 地震時の液状化の可能性については、別途検討する必要がある。 

 

３ 気象の影響 

 地表面付近の地盤は長期間に凍結融解、乾湿の繰り返しなどのような季節的な変動を受け、

その性質が変化する。 

したがって、設計上の地盤面は少なくとも季節的な変化の影響を受ける深さ以下とし、凍結深

さについては、「道路土工要綱」（日本道路協会：平成 21 年 6 月）を参考とする。 

また、これらの深さが経験的にわかっている場合には、その値を採用してもよい。 
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４ 基礎工法の選定 

 支持地盤が浅い場合には、直接基礎とする。気象の影響や河川の洗掘等から定まる所要

根入れより支持地盤が深い場合には、必要深さまで根入れを下げるか、又は栗石若しくは

砂質土等により置き換えることを検討する。 

支持地盤が深くて直接基礎とすることが不適当な場合には、一般に杭基礎とするが、特

に重要な橋梁、水門等の構造物で、地層の関係で杭の打ち込みが困難な場合、上部構造か

ら下部構造の剛性を要求される場合等には、オープンケーソンなどの採用を検討する。標

準的な選定手順を図 11-3-1 に示す。 

軟弱粘土層上に、道路若しくは水路の盛土又は橋脚背面の盛土を行う場合等で、粘土層

の滑り破壊を招くおそれのある場合には、「11-3-4 軟弱地盤対策工」を参考に、押え盛土工

法、サンドマット工法、サンドドレーン工法、ペーパードレーン工法等の採用を検討する。 

 

注 1)  支持地盤までの深さが 2m 程度までは直接基礎が一般的である。 

注 2)  支持地盤までの深さが 5m 以上では、杭基礎が一般的である。 

注 3)  直接基礎における軟弱地盤対策工は、比較的薄い軟弱層（2～3m 程度）を対象とした置

換工法が一般的である。 

図 11-3-1 基礎工法の選定フロー 

  

１１-３-２ 直接基礎 

直接基礎は、底面の接地圧が許容支持力に対して安全であり、かつ沈下によって上部構造

に障害を与えないことが必要である。 

 

１ 地盤の許容支持力 
(1)許容支持力算定式 

地盤の許容支持力度は、次の各式により算定する。 
ｑu＝(ic・α・C・Nc＋iγ・β・γ1・B・η・Nγ＋iq・γ2・Df・Nq) ･･･････ (11-3-1) 

ｑa＝ n
1

・ｑu ･･･････････････････････････････････････････････････････  (11-3-2) 

ここに、qa ：地盤の許容支持力度 (kN/m2) 

Ｎo Ｎo Ｎo

Ｎo

基礎工

支持地盤が
浅いか？

注1） 直接基礎とする
ことが適切か？

注2） 杭の打込みが
可能か？

軟弱地盤対策
工は必要か？

直接基礎 直接基礎
(軟弱地盤対策工併用)

直接基礎
(根入れ深さを確保)

杭基礎 オープン
ケーソン等

注3）

Ｙes Ｙes Ｙes

Ｙes
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 n ：安全率（常時は n＝3、レベル 1 地震時は n＝1.5 とする） 
 qu ：地盤の極限支持力度 (kN/m2) 

 C ：支持地盤の粘着力 (kN/m2) 
 γ1 ：支持地盤の単位重量 (kN/m3) 

 γ2 ：根入れ部分の土の平均単位重量 (kN/m3) 

γ1、γ2 には、地下水位下の場合には水中単位重量を用いる。 

 α、β ：表 11-3-3 に示す基礎の形状係数 
 Nc 、Nγ 、Nq：表 11-3-4又は図 11-3-2 から求まる支持力係数で、内部摩擦角φ の関数 

 Df ：基礎に近接した最低地盤面から基礎底面までの深さ (m) 

隣接地で掘削の行われるおそれのある場合には、その影響を考慮しておくこと

が望ましい。 

 ic 、iγ 、iq ：式（11-3-3）、式（11-3-4）に示す荷重傾斜に対する補正係数 

 B ：基礎幅 (m) 
短辺幅、荷重の偏心がある場合は式（11-3-5）に示す有効幅 Be を用いる。円

形の場合は直径とする。 

 η ：式（11-3-7）に示す基礎の寸法による補正係数で、常時はη＝1.0 として 

          よい。 

 

式（11-3-1）の支持力式は、帯基礎を対象としたテルツァギー(Terzaghi)の支持力重ね合わ

せの公式に基づき、基礎の形状、荷重の傾斜・偏心に関して補正係数を適用して算定したもの

である。 

粘着力 C 及び内部摩擦角φ は、直接せん断試験あるいは三軸圧縮試験によって定めるべき

ものであるが、砂地盤に対しては乱さない試料の採取が困難であり、C ＝0 と仮定し、N 値か

らφ を推定する °
15＋20＝ Nφ （大崎の式）を適用してよい。また、粘土地盤に対して

は簡単な一軸圧縮試験を行い、 2＝ uqC  式を用いてもよい。quは一軸圧縮強さであり、この

場合 φ ＝0゜と仮定する。 

表 11-3-3  形状係数 

基礎底面の形状 連続 正方形 長方形 円形 

α 1.0 1.2 1.0＋0.2
L
B

 1.2 

β 0.5 0.3 0.5－0.2
L
B

 0.3 

注)  B：長方形の短辺長さ  L：長方形の長辺の長さ 
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表 11-3-4 支持力係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
図 11-3-2  設計用支持力係数 

出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「ポンプ場」(P660～661) 

 

①荷重の傾斜・偏心に対する補正 
荷重に傾斜・偏心があると、一般に地盤の支持力は減少する。図 11-3-3に示すように、基

礎底面に鉛直荷重 (V )と水平荷重 (H )が同時に作用する場合、荷重の合力はθ ＝tan-1H /V 
だけ傾斜することとなる。この場合は、鉛直成分の最大接地圧が、傾斜しているときの許容

支持力度以内になるように設計する必要がある。 
基礎荷重が傾斜を有する場合は、近似的に式（11-3-3）及び式（11-3-4）に示す補正係数

を乗じて、許容支持力度を求める。 
 ic ＝iq＝（1－θ/90）2 ･･･････････････････････････････････････････ （11-3-3) 

 iγ ＝（1－θ/φ）2  （ただし、θ ＞φ の場合には iγ ＝0 ）  ････････ (11-3-4) 

    ここに、φ ：土の内部摩擦角（度） 

        θ ：荷重の傾斜角（度） 

           tanθ＝H /V、かつ tanθ≦μ(基礎底面の摩擦係数) 

        H ：水平荷重 (kN) 

         V ：鉛直荷重(kN) 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 11-3-3  傾斜・偏心荷重 

φ Nc Nq Nγ 
  0o 
  5o 
 10o 
 15o 
 20o 
 25o 
 28o 
 30o 
 32o 
 34o 
 36o 
 38o 

40o以上 

5.1 
6.5 
8.3 
11.0 
14.8 
20.7 
25.8 
30.1 
35.5 
42.2 
50.6 
61.4 
75.3 

1.0 
1.6 
2.5 
3.9 
6.4 
10.7 
14.7 
18.4 
23.2 
29.4 
37.8 
48.9 
64.2 

0.0 
0.1 
0.4 
1.1 
2.9 
6.8 
11.2 
15.7 
22.0 
31.1 
44.4 
64.1 
93.7 

Df 

鉛直荷重V θ 

水平荷重H 
G.L 

G.L 

荷重の合力 

偏心量ｅ 
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荷重が基礎底面の図心から偏心している場合は、図 11-3-4 に示すように有効載荷幅の

Be の考え方、すなわち偏心量(e)で基礎幅を低減するとして設計する方法と、偏心荷重と

釣合う台形又は三角形荷重の接地圧分布を考え、基礎底面の最大接地圧が偏心のない場合

の許容応力度以内におさまるように設計する方法がある。地盤の許容支持力度の算定は、

前者の方法によることを標準とする（基礎底版の構造設計は後者による方法とする）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 11-3-4  偏心荷重の有効載荷幅 

 
 Be ＝B －2e  ･･････････････････････････････････････････････････ (11-3-5) 

  ここに、B ：基礎幅 (m) 
      Be ：基礎の有効載荷幅 (m) 

      e ：偏心量 (＝M /V ) (m) 

      M ：荷重による基礎図心位置におけるモーメント (kN・m) 

 
さらに荷重が二方向に偏心する場合には、図 11-3-5に示す二軸偏心の有効接地面積(Ae)

を考慮する必要がある。ただし、実用的には次に示すような近似の長方形の面積を用いても

よい。 
 
 Be ＝B －2ex 、Le ＝L －2ey 

 Ae ＝Be・Le            ･････････････････････････････ (11-3-6) 

 Ra ＝Ae・qa  

  ここに、B、L ：短辺方向及び長辺方向の基礎幅 (m) 
      Be、Le：短辺方向及び長辺方向の基礎の有効載荷幅 (m) 

      ex、ey ：短辺方向及び長辺方向の偏心量 (m) 

        Ae：基礎の有効載荷面積 (m2) 

Ra：直接基礎の許容鉛直支持力 (kN) 

 

 
Be＝B－2ｅ 2ｅ 

鉛直荷重V 

偏心量ｅ 

地盤反力q 
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L C 

L C 

B' 

 

ex 

d.円の有効接地面積 

        

 

 

 

 

        図 11-3-5 荷重に偏心のある場合の有効幅(Be)、有効載荷幅（Ae） 

 

②基礎の寸法による補正 
   砂基礎の Nγには基礎幅が大きくなると支持力係数が低下する性質がある。このため、傾

斜・偏心を伴わない荷重条件に対して、地震時及び終局限界状態の検討を行う場合には、基

礎の寸法効果を考慮することとする。補正係数は、式（11-3-7）により算定する。 

 

    η=(B/B0)－1/3 ･････････････････････････････････････････････････････ （11-3-7) 

     ここに、B：基礎幅 (m) 

         B0：基礎の基準幅で、1m とする 

（参考文献）設計基準「ポンプ場」p660～p663 

 

(2)表層が砂、下部層が粘土であり、下部粘土層の影響が懸念される場合 

このような場合、まず上層砂地盤が一様にあるとして上層の支持力を確認した上で、さらに

下部粘土層の支持力を確認する。前者における支持力値は、式(11-3-1)により算出し、後者に

おいては、砂層を伝わって下部粘性土に生じる応力を式(11-3-8)、下部粘性土の支持力値を式

(11-3-9)により算出し、これらを比較することにより下部粘性土の支持力に対する安全性を確

認する。なお、荷重の傾斜や偏心の影響が下部粘土層には伝わりにくいと考えられる場合には、

それらの影響を無視してよい。 

B' 

偏心量e 

Be＝B－2e 2e 
B 

a.有効載荷幅の考え方 

B 

L C L C 

L C 

L C 

L C L C 

B' 

 

 

ey 

ex ex 

ey 
L C 

c. 二軸偏心の有効接地面積 

B’=B-2ex 

L 

L’
=L

－
2e

y 

L’
 

L’
 L’
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図 11-3-6 砂層の下に粘性土がある場合の略算法 

 

(3)層厚が薄い軟弱層を挟む場合 

表層近くに軟弱な地盤が飽和粘性土を挟んでいる場合で、基礎幅に対して層厚H2が小さい場

合には、絞り出し破壊が生じる可能性があるため、それに対する安全性の確認が必要である。

絞り出し破壊が生じる層厚と基礎幅の比は、理論からB/H2＞3.64といわれている。絞り出し破

壊の支持力値quは、粘土層の粘着力をC2、内部摩擦角φ＝0とすると、式(11-3-10) となる。 

 

図 11-3-7 層厚が薄い軟弱粘性土層をはさむ場合の絞り出し破壊 

 

２ 基礎底面の処理及び埋戻し 

砂地盤の場合には、図 11-3-8 に示すように栗石や砕石とのかみ合いが期待できるようにあ

る程度の不陸を残して基礎底面地盤を整地し、その上に栗石や砕石を配置する。一方、岩盤の

ように基礎地盤と十分かみ合う栗石を設けられない場合には、図 11-3-9 に示すように均しコ

ンクリートが用いられる。この場合にも、均しコンクリートと基礎地盤が十分かみ合うように、

基礎底面地盤にはある程度の不陸を残し、平滑な面としないように配慮する必要がある。 
     なお、一般に基礎が滑動する際のせん断面は基礎の床付け面のごく浅い箇所に生じることか

ら、施工時に地盤に過度の乱れが生じないよう配慮する必要がある。 
      突起をつける場合には、図 11-3-9 に示すように、突起は均しコンクリート等で処理した層

(11-3-8) 

(11-3-9) 

(11-3-10) 
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を貫いて十分に支持層に貫入させる。 
 

 

 

 

 

 

 
 

図 11-3-8 砂地盤の場合 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 11-3-9 岩盤の場合（突起をつける場合） 

（参考文献）道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 p319～p320 

 

１１-３-３ 杭基礎 
１ 杭基礎の形式 

杭基礎の形式は、既製杭を使用する「打込み杭工法」、「中掘り杭工法」、「鋼管ソイルセメ

ント杭工法」、「プレボーリング杭工法」、「回転杭工法」と、現場において掘削した孔の中に

鉄筋コンクリート杭体を築造する「場所打ち杭工法」に分類され、現場条件、施工条件及び経済

性等を総合的に検討して最適な形式を選定する。 

杭基礎形式の選定表を表 11-3-5 に示す。 
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出典：道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 (平成 24年 3 月)(P613)を参照 

 

 

  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○

△ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ × ○

れき径 50mm以下 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

れき径 50～100mm △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ △ × ○ ○

れき径 100～500mm × × × × × × × × × × × △ × × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × × × × × × × × × × × ×

× ○

× × × × × × × × × ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ △ × ○ △ × △ △ ○ ○ ○ △

× ○ △ ○ △ × ○ △ × △ △ ○ ○ ○ △

× × × × × × × × × × × △ △ △ ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ ○

○ ○ ○ × × × × × × × × × × × ○

○ ○ ○ ○ × × ○ × × × × × × × ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ × × × × × × ○ × ○ ○ ○ ×

○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ × × × × × ○

△ ○ ○ △ △ △ △ △ △ × × × × × ○

△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

○ ○ ○ × × × × × × × × × × × ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × △ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× △ △ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

注) 　○：適合性が高い　　　　△：適合性がある　　　×：適合性が低い

 ： 一般的な適合範囲

注) 　本選定表は道路橋示方書・同解説(Ⅰ・Ⅳ) H24 (社)日本道路協会

周辺
環境

振動騒音対策

隣接構造物に対する影響

支持形式
支持杭

摩擦杭

施
工
条
件

水上
施工

水深5m未満

水深5m以上

作業空間が狭い

斜杭の施工

有害ガスの有害

△ ○ ○ ○△

地下
水の
状態

地下水位が地表面近い

湧水量が極めて多い

地表より2m以上の被圧地下水

地下水流速3m/min以上

○△ △ △△ △ △ △
傾斜が大きい、層面の凹凸が激し
い等、支持層の位置が同一深度で
は無い可能性が高い

△ △

土
質

砂・砂礫(30≦N )

粘性土(20≦N )

軟岩・土丹

硬岩

深
度

5m未満

5～15m

15～25m

25～40m

40～60m

60m以上

噴
出
撹
拌
方
式

コ
ン
ク
リ
ー

ト
打
設
方
式

適用条件

地
盤
条
件

支
持
層
ま
で
の
状
態

表層近傍又は中間層の
ごく軟弱層がある

中間層にごく硬い層がある

中間層に
礫がある

液状化する地盤がある

支
持
層
の
状
態

P
H
C
杭
・
S
C
杭

鋼管杭 PHC・SC杭 鋼管杭

打
撃
工
法

バ
イ
ブ
ロ
ハ
ン
マ
ー

工
法

最
終
打
撃
方
式

噴
出
撹
拌
方
式

コ
ン
ク
リ
ー

ト
打
設
方
式

最
終
打
撃
方
式

鋼
管
ソ
イ
ル
セ
メ
ン
ト
杭
工
法

プ
レ
ボ
ー

リ
ン
グ
杭
工
法

場所打ち杭工法

回
転
杭
工
法

オ
ー

ル
ケ
ー

シ
ン
グ
工
法

リ
バ
ー

ス
工
法

ア
ー

ス
ド
リ
ル
工
法

基礎形式
杭基礎

打込み杭工法 中掘り杭工法

表 11-3-5 杭基礎形式の選定表 
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１１-３-４ 軟弱地盤対策工 

１ 軟弱地盤対策工の基本的な考え方 

(1) 軟弱地盤対策工の適用に当たっては、軟弱地盤対策を必要とする理由や目的を十分踏まえた

うえで、対策工法の原理、対策効果、施工方法、周辺環境に及ぼす影響及び経済性等を総合的

に検討し、適切な対策工法を選定する。 

(2) 軟弱地盤対策工の設計に当たっては、地盤調査結果を十分に活用して、軟弱地盤対策を施し

た軟弱地盤上の土工構造物について想定する作用に対する安定性等を照査し、対策目的を達成す

るのに必要な軟弱地盤対策工法の仕様を決定する。その際、軟弱地盤の不均質性や予測の不確実

性に配慮した設計・構造にするとともに、必要に応じて試験施工を実施する。 

(3) 軟弱地盤対策工の施工に当たっては、対策の目的や軟弱地盤の性状を考慮し、周辺環境等の現

地条件に即した施工計画を立案し、適切な工程や品質・出来形等に関する施工管理及び沈下・安

定に関する管理の下に施工を実施する。 

 

２ 軟弱地盤対策工法の選定 

軟弱地盤上に、構造物築造若しくは盛土を行う場合等に、地盤の支持力、変形、液状化が

課題になると考えられることから、基礎形式の検討と合わせ、必要に応じて軟弱地盤対策の

実施を検討する。 
軟弱地盤対策工法の目的を表 11-3-6に軟弱地盤対策工法の原理と効果を表 11-3-7 に示す。 

 
表 11-3-6 軟弱地盤対策工法の目的 

対策工の目的 

沈下の促進・抑制 
施工期間中に圧密をできるだけ進行させる対策工法 

全沈下量を低減する対策工法 

安定の確保 

圧密による軟弱地盤の強度増加 

地盤改良等による抵抗力の増加 

すべり滑動力の軽減 

周辺地盤の変形の抑制 
応力の遮断 

応力の軽減 

液状化による被害の抑制 

液状化の発生を抑制する工法 

液状化の発生は許すが、液状化後の変形を抑制する対策工法 

液状化対策工法の改良仕様の決定法 

トラフィカビリティーの確保 施工機械の走行性向上 

出典：道路土工 軟弱地盤対策工指針(平成 24 年度版)(P180～184)文章より作成
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表 11-3-7 軟弱地盤対策工法の原理と効果 

 

出典：道路土工 軟弱地盤対策工法指針(平成 24 年度版)(P191)を参照 

 

 

 

 

 

 

 

表層排水工法 ○ 0.5～1.0m

サンドマット工法 ○ ○ 0.5～1.2m

緩速載荷工法 ○

盛土載荷重工法 ○ ○

サンドドレーン工法 ○ ○ 30～40m（最大45m）

真空圧密工法 ○ ○

地下水位低下工法 ○ ○ ○ ○ 5～6m程度

サンドコンパクションパイル工法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30m程度　別紙参照

振動棒工法 ○
※ ○ 25m程度

バイブロフローテーション工法 ○
※ ○ 18m

バイブロタンパー工法 ○
※ ○ 表層より3～5m程度

重鐘落下締固め工法 ○
※ ○ 10～15m（最大20m）

静的締固め砂杭工法 ○ ○ ○ ○ ○ ○

静的圧入締固め工法 ○

表層混合処理工法 ○ ○ ○ ○ ○ 10ｍ程度

高圧噴射撹拌工法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 最大5ｍ程度

石灰パイル工法 ○ ○ ○ ○

薬液注入工法 ○ ○ ○

凍結工法 ○

掘削置換 掘削置換工法 ○ ○ ○ ○ 3m以下

間隙水圧消散 間隙水圧消散工法 ○

発泡スチロールブロック工法 ○ ○ ○

気泡混合軽量土工法 ○ ○ ○

発泡ビーズ混合軽量土工法 ○ ○ ○

カルバート工法 ○ ○ ○

盛土の補強 盛土補強工法 ○ ○

押え盛土工法 ○ ○

地中連続壁工法 ○

矢板工法 ○ ○ ○
※※ ○

杭工法 ○ ○ ○ ○

補強材の敷設 補強材の敷設工法 ○ ○

　　※) 砂地盤について有効

 ※※) 排水機能付きの場合

※※※）施工深度は、本文中からの読み取り記述である。

設置又は施工深度
※※※

ｍ

40m程度　別紙参照

50ｍ程度

飽
和
度
の
低
下

有
効
応
力
の
増
大

過
剰
間
隙
水
圧
の
消
散

せ
ん
断
変
形
の
抑
制

液状化の発生を防止する対策

密
度
増
大

沈　下 安　定 変　形

圧
密
沈
下
の
促
進
に
よ
る

供
用
後
の
沈
下
量
の
低
減

全
沈
下
量
の
低
減

圧
密
に
よ
る
強
度
増
加

す
べ
り
抵
抗
の
増
加

○

原　理

砂地盤の性質改良

代表的な対策工法

す
べ
り
滑
動
力
の
軽
減

応
力
の
遮
断

応
力
の
軽
減

効　　果

ト
ラ
フ
ィ
カ
ビ
リ
テ
ィ
確
保

液
状
化
の
発
生
を
許
す
が

施
設
の
被
害
を
軽
減
す
る
対
策

液状化

固
結

粒
度
の
改
良

バーチカ
ルドレー
ン工法

プレファブリケイティッドバーチカル
ドレーン工法

○

圧密・排水

○

軽量盛土
工法荷重軽減

深層混合処理工法
(機械撹拌工法)

構造物による
対策

締固め

振動締固
め工法

静的締固
め工法

深層混合
処理工法

固結

○ ○ ○○○ ○
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（参考）表層混合処理工法の概要 
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第１１-４節 擁壁工 

１１-４-１ 工法選定上の留意事項 

(1) 擁壁の工法は、図 11-4-1 のとおり分類され、概要図を図 11-4-2 に示す。工法の選

定に当たっては、築造の目的及び施工条件、地盤条件、経済性等を総合的に検討して

決定すること。 

(2) 擁壁工の設計については、土地改良事業計画設計基準及び運用・解説「農道」、「水 

路工」等によるものとし、現場条件に応じて適切な二次製品の積極的な利用に留意す 

る。 

 
図 11-4-1 擁壁の分類 

 

出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説「農道」R6 年３月 P609 より 

  
    なお、上記以外の擁壁については「道路土工 擁壁工指針（平成 24 年度版）」P7 図 

解 1-3 を参考にする。 
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図 11-4-2 擁壁の概要図 
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１１-４-２ コンクリートブロック積工 

コンクリートブロック積工は、施工が比較的単純で構造物の信頼性も高いことから、全

国で広く用いられており、設計の基本的事項、標準図及び工法選定について以下に示す。 
ブロック積工の安定は積ブロック相互のかみ合せによって保たれるもので、ブロック積

工が全体としての転倒が生じないためには、擁壁の重量と土圧の合力の示す線、即ち示力

線の位置が擁壁断面の中央 1/3(ミドルサード)に入るよう計画する。適用範囲としては法

勾配が 1：1.0 より急な法面（一般に、1：0.3～1：0.6）で、裏込めコンクリートで補強

することにより壁高 7ｍ程度まで使用される。 
ブロック積工の設計においては、排水条件、基礎土質条件、近傍の施工事例、構造物の

重要度、経済性、社会条件等を十分検討する必要がある。 
 

１ コンクリートブロック積工標準図 

(1)  ブロック積工の標準図は図 11-4-3 に示すとおりとするが、その数量については図    

11-4-10 及び表 11-4-14～表 11-4-16 を参照する。 

(2)  伸縮継手は 9m 間隔に設けることを標準とする。 

(3)  水抜き工は 3 ㎡程度に 1 ヶ所(VUφ40 ㎜)を標準とする。特に湧水が多い箇所につい 

ては密に入れることが望ましい。 

 

  
図 11-4-3 コンクリートブロック積工標準図 

 
 ２ 基礎工 
  (1) ブロック基礎 

   ブロック基礎については表 11-4-1 を標準とする。 

 

(注)建設発生土の利用について 

 

環境保全の観点から、盛土の構築に

当たっては建設発生土を有効利用する

ことが望ましい。 

ただし、盛土材料として適する土質

であるかどうかの判定に当たっては、

設計基準「農道」P263 の表-5.1.6 に示

す道路盛土等の適用用途標準を目安に

するとよい。 

-400-



 

         表 11-4-1 コンクリートブロック積基礎及び裏込め寸法表         (単位:㎝) 

ブロック 

勾  配 

N1 

ブロック 

積  高 

H 

A 

B 

C 

裏込め材 

t=0 t=10 t=15 t=20 a b c d 

3分 

～ 

5分 

100～150 25 

45 55 60 65 

15 

裏込め材寸法及び数量は 

表11-4-14～表11-4-16参照 

151～300 30 15 

301～500 40 25 

501～700 40 25 

※ブロック積高 501cm～700cm の A 値、C 値については参考値とし、地盤条件に合わせ別途検討を行うこと。 

  (2) 根入れ 

    根入れは地形条件により大きく左右されるものであるが通常は下記の通りとする。 

   ① 基礎が概ね平坦であり、侵食等により基礎が洗掘されるおそれのない箇所の根入

れ深さは、積みブロック 1 個(参考 30cm)以上が土中に没する程度の根入れ 30cm 以

上を確保する。（図 11-4-16 根入れ及び岩切付参照） 

   ② 基礎部前面が傾斜しており、侵食、風化等により洗掘されるおそれがある箇所の

根入れ深さは、30cm 程度とし、前面盛土幅を 1m 以上確保する。 

   ③ 水路勾配が比較的緩やかな箇所の根入れ深さは、50cm 程度とする。 

   ④ 水路勾配が急で侵食等による洗掘、及び流石等により損傷の恐れがある箇所の根

入れ深さは、70cm～1m 程度とする。 

   ⑤ 河川管理者と協議を必要とする箇所の根入れ深さは 1.0m～1.5m 程度とするが、河

川管理者との協議の上決定する。 

   ⑥ 根固工 

 水路の水衝部等で、基礎工が洗掘されたり、又は洗掘されるおそれのある場合は、

護岸の基礎を保護するために、根固工として、篭工、枠工、根固コンクリート工、

沈床工又は、コンクリートブロックで施工するものとし、この時の根入れ深さにつ

いては 0.5m 程度とする。 

     なお、河川内については⑤と同様とする。 

⑦ 底張工 

 水路の底張工は、コンクリートによることを原則とし、その厚さは、最大許容流

速との関連から、最大流速が 3.0m/s 以上の場合 0.20m、それ以下の場合は 0.15m と

する。 

 基礎が不良な場合は、必要に応じて均しコンクリート(厚さ 0.05m 程度)又は基礎

栗石(50～150 ㎜材で厚さ 0.15～0.20m)を施工するものとする。 
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図 11-4-4  底張工、根固工標準図 

  (3) 岩着基礎 

    岩着の場合、図 11-4-5 を標準として施工する。 

 
 

図 11-4-5  岩盤の場合の基礎コンクリート 

 

 ３ 工法選定 
   本書では、以下の(1)の条件の場合は図 11-4-6 の手順に基づき、ブロック積工の工法

が選定できるようにした。ただし、(2)に該当する場合は設計基準等により別途安定の検

討を行うものとする。 

  (1) 構造物の重要度が比較的低いブロック積工の場合 

 重要度が比較的低い場合とは、ブロック積工にかかる土圧が比較的小さく、基礎が

十分安定し、盛土あるいは埋戻土の土質が比較的良好である場合をいう。 

    選定図に示す制限高の計算条件は以下に示すとおりである。 

① コンクリートブロック控長 0.35m、練積単位重量γb=22.5kN/m3 

   ② 土の単位体積重量γ=18kN/m3 

   ③ 砂質地盤における土の内部摩擦角φ=30゜、粘性地盤における土の内部摩擦角φ

=25゜、壁面摩擦角＝2/3φとする。 

   ④ 荷重は常時とし、群集荷重及び雪荷重等は考慮していない。 

   ⑤ 自動車荷重は輸荷重載荷位置にかかわらず自動車荷重(Ｔ荷重)÷車両占有面積に

より算出。 

   ⑥ 安定条件は、転倒に対して示力線の位置が壁厚のミドルサード以内。 

（底張工がある場合） 

掘削勾配は地質により判断すること 
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 各ケースに応じた選定図を図 11-4-7 及び 11-4-8 に示す。 

(2) 構造物の重要度が高いブロック積工の場合

① 7m を超える大法の土留

② 幹線道路の土留

③ 大きな荷重のかかる橋梁（橋台）まわりの土留

④ 次のいずれかに該当する用排水路護岸

・幹線水路等の重要な施設

・設計基準水路工に基づいて造成したブロック積工

なお、現場条件等を十分考慮のうえ判断する。 

（参考）ブロック積システム 

ブロック積工の各諸元の選定過程を踏まえ、的確な部材寸法の選定及び負担軽減のた 

め、本図書の改訂に伴い、自動化・パターン化を組み込んだシステム化を図った。 

本システムについては、農林水産省ホームページ

（https://www.maff.go.jp/j/nousin/bousai/bousai_saigai/b_hukkyuu/）

にてダウンロード可能。
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図 11-4-6 ブロック積工法選定フロー 
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選定表 荷重条件 盛土までの距離 備　考

1-1 X1=0.00m

1-2 X1=0.50m

1-3 X1=1.00m

1-4 X1=0.00m

1-5 X1=0.50m

1-6 X1=1.00m

1-7 X1=0.00m

1-8 X1=0.50m

1-9 X1=1.00m

1-10 X1=0.00m

1-11 X1=0.50m

1-12 X1=1.00m

なし

T-6

T-10

T-14

qW+qQ(盛土荷重と自動車荷重
の換算等分布荷重)

Ｈ
H
O

X1

1:
N

Q(自動車荷重)

 
 図11-4-9 盛土荷重及び自動車荷重早見表 

 

 

 

 

H ：ブロック積高（ｍ） 

H0：盛土高（ｍ） 

自動車荷重 
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表11-4-2 盛土荷重の早見表 (選定表 1-1) 
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表11-4-3 盛土荷重の早見表 (選定表 1-2) 
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表11-4-4 盛土荷重の早見表 (選定表 1-3) 
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表11-4-5 盛土荷重の早見表 (選定表 1-4) 
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表11-4-6 盛土荷重の早見表 (選定表 1-5) 
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表11-4-7 盛土荷重の早見表 (選定表 1-6) 

 
-415-



 

表11-4-8 盛土荷重の早見表 (選定表 1-7) 
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表11-4-9 盛土荷重の早見表 (選定表 1-8) 
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表11-4-10 盛土荷重の早見表 (選定表 1-9) 
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表11-4-11 盛土荷重の早見表 (選定表 1-10) 
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表11-4-12 盛土荷重の早見表 (選定表 1-11) 
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表11-4-13 盛土荷重の早見表 (選定表 1-12) 
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図11-4-10 ブロック積工寸法図 
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表 11-4-14 ブロック積工裏込材寸法表                       (単位：ｍ) 
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表 11-4-15 ブロック積工裏込材数量表 

(1ｍ当たり、ｍ３) 
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表 11-4-16 基礎コンクリート及び基礎材等の数量表 

ブロック積工勾配 3分～5分 
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[選定図の利用方法] 

  ① 現場条件の整理 

(現場条件) 

 ・ブロック積高 H=2.40 m 

 ・盛土高 H0=1.10m 

 ・盛土の法勾配 1：1.0 

 ・盛土までの水平距離 X1=0.50m 

 ・上載荷重 T-6 

 ・地盤の種類 砂質地盤 

 

② 適用となる選定表の選択 
 

（参照）図11-4-9盛土荷重及び自動車荷重の早見表より 

 

選定表 荷重条件 盛土までの距離 備　考

1-1 X1=0.00m

1-2 X1=0.50m

1-3 X1=1.00m

1-4 X1=0.00m

1-5 X1=0.50m

1-6 X1=1.00m

1-7 X1=0.00m

1-8 X1=0.50m

1-9 X1=1.00m

1-10 X1=0.00m

1-11 X1=0.50m

1-12 X1=1.00m

なし

T-6

T-10

T-14

qW+qQ(盛土荷重と自動車荷重
の換算等分布荷重)

Ｈ
H
O

X1

1:
N

Q(自動車荷重)

H :ブロック積高(ｍ)
Ho：盛土高(ｍ)

            ※選定表「1-5」が適用となる。
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③ 盛土荷重及び自動車荷重の算定 

 

 

④ ブロック積規格の選定 
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４ 選定図利用上の留意事項 

    ｱ) 本選定図が利用できるのは、農地畦畔、農道（T-14 以下で幹線道路以外の農

道）、用排水路等の復旧で、比較的土圧が小さい場合に使用できる。 

    ｲ) ブロック積工の用地に余裕があれば、一般的には裏コンを増すより擁壁勾配

を緩かにした方が経済的となるので、前後の取付けを検討して工法を検討する

必要がある。 

    ｳ) 切土部の擁壁においては、クサビ状の背面埋戻土の荷重が作用すると考える

が、地山や切土面が不安定であったり、粗度が低い(岩盤等)場合は通常の盛土

部擁壁に比較して大きくなる場合があるので注意を要する。本選定図では、地

山面が粗であるか段切り等などの処置が施されているものとしてφ=δ(地山面

の滑り摩擦角)としている。 

    ｴ) 本選定図利用に当たって、伸縮目地を 9m 間隔、水抜工を 3m2 程度に 1 箇所設

置されていることが前提条件である。 

    ｵ) 壁背面の傾斜は水平として計算しており、傾斜角（i）がある場合は別途検討

を必要とする。 

    ｶ) 擁壁上部のかさ上げ盛土高比[H0／H]が 1 を越える場合の土圧は、盛土高比 1

の土圧を用いている。 

    ｷ) 盛土の換算等分布荷重の早見表の中間の値は直近上位を適用してよい（ただ

し、勾配（Ｎ）については、直近下位を適用）。 

    ｸ） 実施に際して、被災箇所近傍地区の地質資料確認や現地踏査により地盤条件

を概定の上、安定計算、経済比較を行い擁壁タイプを確定すること。なお、重

要度が高い場合は「図 11-4-6 ブロック積工法選定フロー」に基づき個別の詳

細検討を踏まえ適切な工法を選定すること。 

   

 （参考）ブロック積工の計算方法 

 ブロック積工が全体としての転倒が生じないためには、擁壁の重量と土圧と

の合力の示す線、すなわち示力線の位置が擁壁断面の中央 1/3(ミドルサード)

に入るよう計画する。 

なお、選定図では基礎地盤が十分に安定している場合を想定しており、現場

条件を確認し、必要に応じて基礎地盤に生じる最大反力が地盤の許容支持力以

下になるよう別途検討しなければならない。 

    ｱ) 示力線 

 図 11-4-11 において 0A 線を壁体の中心線、原点を 0、深さ方向の距離を h、

水平方向の距離を X とすれば、示力線の位置 Xh は次式で表わされる。 

   
( ) h

ibb
qKh

bb
KXh AA









+

+
+=

226
0

0

2

0

θ
θθγ

θ
θγ

γ cot

sincosec

sin

cosec ・・・・

・・

・・・

・ ･･･ (11-4-1) 

       Xh:深さ h における示力線の位置(m) 

       h:壁天端からの深さ(m) 

       b:ブロックの控長+裏込めコンクリート厚(m) 

       N:法勾配 

       θ:ブロック積の傾斜角(°) 

       θ0:ブロック積の傾斜面が水平面となす角(°) 
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       KA:クーロンの主働土圧係数 

       γ:土の単位体積重量(kN/m3) 

       γb:ブロック積の単位体積重量(kN/m3) 

       q:上載荷重(kN/m2) 

       i:壁背面の傾斜角(°) ※選定図としては 0°としている。 

 

図 11-4-11 示力線図 

 

ｲ) 許容限界高さ 

 ブロック積は前項の示力線の位置 Xh が壁厚のミドルサード内にあれば安定す

る。ブロック積のミドルサードは次式により求まる。 

       
6

' 0
0

θθ cosec
cot

・
・

bhX +=  ･･････････････････････････････ （11-4-2） 

'X :深さ h におけるミドルサードの位置 

 (11-4-1)式、(11-4-2)式よりミドルサードの最も外側の位置と示力線とが交

わった点の鉛直高さがブロック積の限界高である。 

      限界高さは式(11-4-1)の Xh と(11-4-2)のⅩ’を等しいとして次の 2次方程式

より求まる。 

( ) 0
626

0

0

00
2

0

=−
−

++
θ

θγ

θθγ
θ
θ

θγ
γ cosec

cosec

cotcosec
sin

sin

cosec

・

・・・

・・・・

・・・

・ bha
bb

bb
i

qK
ha

bb
K A

A  

                          ･････････････････ （11-4-3） 

        ha:浮力が作用しない場合のブロック積の限界高さ(m) 

   

ｳ) 載荷重 

 (1) 台形盛土荷重の等分布載荷重換算 

  台形盛土による水平荷重は、換算等分布荷重として式 11-4-4により求める。 

X

 

-429-



 

Ｈ
H
O

X1 X2

X

qw

 
図 11-4-12 台形盛土荷重の等分布載荷重換算 

 

  ｑw＝γ・Ｈo・Ｉｗ ････････････････････････････････････（11-4-4） 

ｑw：盛土荷重の換算等分布荷重（kN/m2） 

γ：盛土の単位体積重量（kN/m2） 

Ｈ0：盛土高（m） 

Ｘ：仮想距離（m） )
2
1( 21 XXX +=  

Ｈ：壁高 

Ｉｗ：等分布荷重換算係数 

Ｉｗ ＝ 

 

 

(2) 自動車荷重 

自動車荷重（輪荷重）は、車道幅員にＴ荷重を車両占有面積で除した等分布 

荷重を換算等分布荷重として式 11-4-6 により求める。 

 

 

Ｈ
H
O

X

Q

qQ

 

    図 11-4-13 自動車荷重の換算 

 

qQ = Ｑ・Ｉｗ ････････････････････････････････ (11-4-6) 

 

 ただし、X ≧（H＋H0）の時は qQ＝0 とする。 

 

････(11-4-5) 























































+−+
H

X

π

2
-

H

X1-tan

2

H

X
1

π

2
2

H

X
1
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qQ：換算等分布荷重（kN/m2） 

Ｑ：自動車の等分布荷重（kN/m2） 

Ｘ：壁背面から荷重の作用する位置までの距離（m） 

Ｉｗ：等分布荷重換算係数 式（11-4-5）による。 

. 
 なお、自動車の等分布荷重は下記の値を標準とする。 

T-25  10kN/m2  （選定表にはないため別途検討） 

T-14   7kN/m2 

T-10   5kN/m2 

T-6    3kN/m2 

 

   ｴ) 基礎地盤の支持力（別途検討） 

     基礎地盤の支持力は次式による。 

       aqq ≦max  ･････････････････････････････････････････････ （11-4-7） 

        aq :許容地盤支持力度(kN/m2) 

        maxq :最大地盤反力(kN/m2) 

B
echbq 基礎重量θ・・γ・ +

=
0b

max
cos

 ･･････････････････････（11-4-8） 

        ここに、Ｂ:基礎幅(m) 

 

 

図 11-4-14 基礎コンクリート寸法説明図 

 

１１-４-３ 根継工 

 根継工は、河床洗掘、河床低下に伴い既設護岸の基礎部分が露出したり、被災した場

合に基礎部を保護するために設置するものであり、治水上支障とならない構造とする。

また、水際部の多様性の保全についても配慮する。 

・ 根継工は根固め工等で対処できない場合で、やむを得ず施工しなければならないと
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きに用いる。 

・ 根継工は、治水上流下断面に支障を与えないもので、かつ施工時に既設護岸の増破

や緩みを生じさせない安全な構造とする。 

・ 河積に余裕がある場合は、既設護岸に悪影響を与えない構造として、ステップ式、

矢板式が一般的である。 

・ このような場合、できるだけ水際部の河川環境上の多様性を保全するため、材質、

形状を工夫したり寄せ石等を行う型式となるよう検討する。 

・ また、水際部に盛土するなど植生を確保する。 

・ 河積に余裕のない場合には、直接根継が考えられるが、この場合、床掘中に既設護

岸を引き落とす等の災害を誘発するおそれもあるので、基礎部の土質が良好で既設護

岸が堅固な場合に限られる。 
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１１-４-４ コンクリート擁壁工 

  (1) 擁壁の断面形状 

 
図 11-4-15(1) コンクリート擁壁工－タイプＡ 

 
 

図 11-4-15(2) コンクリート擁壁工－タイプＢ 

   ※擁壁前面に河床低下や洗堀のおそれのないコンクリート水路を設ける場合は水路底面より根入れ 30ｃｍ以 

上を確保する。〔図 11-4-16 根入れ及び岩切付参照〕 
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表 11-4-17（1） タイプＡ擁壁の断面形状 

断面 

 

壁高(H)m 

法勾配 

(n) 

天端幅 

(A)㎝ 

底版前趾

長 (B)cm 

底版端厚 

(T)㎝ 

基礎栗石 

(C)cm 

最大上載荷重 kN/m2 

砂質地盤 粘性地盤 

Ⅰ 1.0未満 0.2 15(25) 20 20 10 2.23 1.26 

Ⅱ 1.0～1.5未満 0.3 20(30) 20(30) 20(30) 10 3.43 1.31 

Ⅲ 1.5～2.0未満 0.3 20(40) 30(35) 30(35) 10 2.19 1.20 

Ⅳ 2.0～2.5未満 0.3 30(45) 50 50 20 6.04 0.53 

Ⅴ 2.5～3.0未満 0.3 35(55) 50(60) 50(60) 20 5.52 0.76 

Ⅵ 3.0～3.5未満 0.3 40(65) 50(70) 60(70) 20 5.56 0.98 

Ⅶ 3.5～4.0未満 0.4 30(60) 50(60) 50(60) 20 6.55 0.71 

Ⅷ 4.0～4.5未満 0.4 30(65) 60(70) 60(70) 20 6.15 0.29 

Ⅸ 4.5～5.0未満 0.4 35(75) 60(80) 60(80) 20 6.74 0.62 

 

 

表 11-4-17（2） タイプＢ擁壁の断面形状 

断面 

 

壁高(H)m 

法勾配 

(n) 

天端幅 

(A)㎝ 

基礎栗石 

(C)cm 

最大上載荷重 kN/m2 

砂質地盤 粘性地盤 

Ⅰ 1.0未満 0.4 30 10 3.68 1.70 

Ⅱ 1.0～1.5未満 0.4 40 10 2.15 0.10 

Ⅲ 1.5～2.0未満 0.5 40(45) 10 2.50 1.50 

Ⅳ 2.0～2.5未満 0.5 55 20 5.30 1.23 

Ⅴ 2.5～3.0未満 0.5 65 20 5.70 1.00 

Ⅵ 3.0～3.5未満 0.5 75 20 6.01 0.67 

Ⅶ 3.5～4.0未満 0.6 55 20 6.90 0.86 

Ⅷ 4.0～4.5未満 0.6 60 20 6.92 0.33 

Ⅸ 4.5～5.0未満 0.6 65(70) 20 6.50 0.95 

 (注)１  土質に関しては砂質地盤・粘性地盤とし、土質条件は次の通りとする。                

砂質土：内部摩擦角φ30°、擁壁底面の摩擦係数μ＝0.6、粘着力 C=0、土の単位体積重量

γ= 19kN/m3     粘性土：内部摩擦角φ25°、擁壁底面の摩擦係数μ＝0.5、粘着力 C=0、

土の単位体積重量γ= 18kN/m3 

   ２  上表は重要度区分Ｃ種に適用するものとする。高さ H=8m 未満で重要度は低く、かつ、復旧

が容易なもの。 

   ３  上表（   ）表記は、粘性地盤における構造寸法を示す。（   ）表記がない構造寸法

は、砂質地盤、粘性地盤ともに同じ構造寸法とする。 

   ４  地耐力については、詳細検討により別途確認を行う。 

   ５  擁壁タイプは、現場条件によりその他擁壁との経済比較により決定する。 
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表 11-4-18（1） タイプＡ擁壁の数量表 
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表 11-4-18（2） タイプＢ擁壁の数量表 
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(2) 裏込栗石及び目潰し砂利 

 裏込栗石及び目潰し砂利は、擁壁の背後が粘性土で地下水位が高い場合や凍上の

おそれの多い箇所では 30cm～40cm 厚さで入れ、背後が良好な砂質土の場合は入れな

いでよい。 

  (3) 収縮または伸縮継手は 9m 間隔に設けることを標準とする。 

  (4) 水抜孔は 3m2 程度に 1 箇所(VUφ40 ㎜)を標準とする。特に湧水が多い箇所につい

ては密に入れることが望ましい。 

  (5) 根入れ及び岩切付 

 

 
※(ｃ)における積みブロック 1 個当たりの高さは 30cm である。 

 

図 11-4-16 根入れ及び岩切付 
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１１-４-５ その他の擁壁工 

 現地の状況に応じて、コンクリートブロック積工、コンクリート擁壁工により難い場

合は、経済性、安定性を十分検討のうえ、その他の擁壁工を検討する。 

  よく使用されるその他の擁壁工の事例としては、下記のものがある。 

  (1) 複合擁壁工(コンクリートブロック積工＋コンクリート擁壁工) 

  (2) 井桁ブロック工 

  (3) L 型擁壁工 

  (4) 補強土壁工 
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第１１-５節 設計に使用する荷重 

 

１１-５-１ 一般事項 

 設計荷重は、対象工種の設計基準に基づき適切に適用する必要がある。 災害復旧事業に

おいては、従前の機能回復を目的とするため、設計荷重は 復旧対象工種に関する土地改良

事業計画設計基準等に準拠するものとする。 
 

第１１-６節 災害復旧事業における主な留意事項 

１１-６-１ 災害害復旧事業の二重採択防止に関する覚書の取扱細目について 

                                 （暫）〔通知等〕 

昭和30年8月16日 

(建設省河川局長、農林省農地局長 

林野庁長官から都道府県知事あて) 

 最近災害復旧事業の二重採択の事例を生じていることは洵に遺憾であるが、この不当事

例の発生を防止するため、重複して採択するおそれのある施設に関して今回建設、農林両

省は別紙のような覚書を取り定め今後の査定においてはこれに準拠して実施することとな

ったから了知されたい。 

 ついては貴県におかれても災害復旧事業の申請に当っては、この覚書の趣旨に基き、苟

も二重に申請することのないよう内部調整を密にするとともに貴管下の各公共団体及び関

係機関に対しても即刻この旨を徹底させるよう御取計らい願いたい。 

 なお、この覚書の実施に関する細目は左記により取扱われたい。 

記 

１ 関係部長の証明書は申請目論見書(査定調書)に添付し、協議の整わないものがある 

ときは、目論見書の当該工事の上欄に△印を附して証明書に△印は協議不調を示す旨を記

しておくこと。 

２ 覚書4の標識杭については左記によること。 

 (1) 頭部の色別 建設省 県工事        青 

              市町村工事      赤 

          農林省 農地局関係      黒 

          林野庁 林地荒廃防止施設   白 

              林 道        緑 

 (2) 記入事項 所属年災、申請番号、工事延長、起終点の別 

 

  (1) 頭部の色別（現在の官庁名） 

0 B国土交通省 1 B県工事 2 B 青 
 3 B市町村工事 4 B 赤 
5 B農林水産省 6 B農村振興局関係 7 B 黒 
8 B林野庁 9 B林地荒廃防止施設 1 0 B 白 
 1 1 B林道 1 2 B 緑 
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(2) 記入事項所属年災、申請番号、工事延長、起終点の別 

 

    「農地・農業用施設の例」 

 

 

１１-６-２ 災害復旧事業の二重採択防止に関する覚書の取扱細目について 

（暫）〔通知等〕 

昭和 33 年 10 月 22 日 

(建設省河川局長、農林省農地局長 

林野庁長官から都道府県知事あて) 

 建設、農林両省は、災害復旧事業の国費の重複支出を防止するため「災害復旧事業の二

重採択防止に関する覚書」を作成し、この覚書の取扱細目について昭和30年8月16日付建河

発第342号、30地局第4591号、30林野第12518号で通知し、二重採択を防止することに努力

してきたところであるが、いまだに申請者側の関係部課における協議調整が不十分なため、

一部において二重採択を生じ、会計検査院等の指摘事項となっていることはまことに遺憾

である。自今当該覚書の取扱細目を厳格に履行するとともに、特に用水取入堰と河川護岸、

井堰と床止工については、下記事項に留意し、遺憾なきを期するとともにすみやかに貴管

下公共団体及び関係機関に対し趣旨を周知徹底せしめられたい。 

記 

１ 用水取入堰と河川護岸又は井堰と床止工がともに被災している場合において、当該災

害の復旧事業について国庫負担(補助)を申請するに際しては、土木事務所長及び耕地事務

所長(又は地方事務所等の耕地主管課長)は、当該施設の復旧位置を記入した平面図並びに

復旧する施設の設計概要を記入した調書(別記様式第1)を互に提出し、重複の有無につい

て事前に協議するものとする。 

２ 前項の施設に係る査定がある場合においては、申請者側の係員はそれぞれ立会し、当

該施設の復旧位置並びに復旧工法について現地で確認するものとする。 

３ 前項の査定が終了した後すみやかに申請に係る都道府県知事は、前項の施設の復旧位

置並びに復旧工法について二重採択の有無を再確認し、その結果報告書(別記様式第2)を

関係主務省の局長に提出するものとする。 
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 (別記様式第1作成例) 

災害復旧事業の二重採択防止に関する協定書 

 １ 地 区 名○○○地区 

 ２ 工  種○○○復旧工事 

 ３ 設計概要 

 

 

 

 

査定番号 河川名 
地名 

設計概要 摘要 
 

郡市 町村 大字 

○○●● 1 級河川 

○○川 

○○市 

 

○○町 

 

○○○  堰体 L=○○m 

 ゲート○門 

 護床工 

 基礎工 

図面添付 

 ４ 協定内容 

   平成 年 月 日～ 月 日の   により災害を受けた   復旧工事につい

ては、法に基づき農業用施設災害復旧工事として申請し、建設省所管事業との二重採

択を防止するため上記のとおり協定する。 

  年  月  日 

○○県○○農林事務所長   印 

○○県○○土木事務所長   印 

○○県○○市町村長     印 
備  考 

1 「大字」欄には、かならず目標になるものをあわせて記入すること。 

2 「設計概要」欄には、下記の事項を記入すること。 

(1) 河川復旧の場合 

(ｲ) 復旧施設の高(堤防天端までの高、護岸高、河岸高) 

(ﾛ) 被災水位高 

(ﾊ) 堤防天幅、底幅 

(ﾆ) 河幅(河床幅被災水位における河幅) 

(2) 井堰又は用水堰の復旧の場合 

(ｲ) 堰本体上流側より水叩先端部までの距離 

(ﾛ) 堰本体上流側より取入口までの距離 

(ﾊ) 堰の高さ並びにその工種(木床、コンクリート等…) 

(別記様式第2作成例) 

番   号 

年 月 日 

  関係主務省局長あて 

○○県知事名 

災害復旧事業の二重採択防止に関する協議結果報告書 

 査 定 

番 号 

事 務 

所 名 
河川名 

位 置 決 定 

金 額 

設 計 

概 要 

対 照 

番 号 

 

 郡市 町村 大字 

 県工事          

 町村工事          

備考 

１ 重複して採択された箇所がない場合には、「該当なし」と記入すること。 

２ 重複して採択された箇所がある場合には・当該箇所の査定設計書を添付すること 

３ 「対照番号」欄には、建設省に提出するものにあっては、井堰等に係る農林水産省の査定番 

 号を、農林水産省に提出するものにあっては、河川護岸等に係る建設省の査定番号を記入する 

 こと。 
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１１-６-３ 河川災害と農地農業用施設災害との取扱いについて     （暫）〔通知等〕 

昭和43年4月(査定官会議指示) 

河川災害と農地農業用施設災害との取扱について 

 

 このことについては「災害復旧事業の二重採択防止に関する覚書」に大綱が示されてい

るが、細部について統一を欠く面があるので下記の様に扱うものとする。 

イ 農地復旧について(協議書必要) 

 a) 河川災害の本災の法線が決定し、旧農地の復旧の放棄(耕作者の同意が必要)が明確

または河川災害で買収されることが確定(負担法の査定済又は未査定であっても協議

書により決定が確認される場合)されている場合は、法線内の農地復旧は採択しない。 

 b) 河川災害の本災の未決定の場合並びに関連、助成事業箇所(査定済未査定にかかわら

ず)の農地復旧は採択する。 

 C) 農地復旧に当り河川護岸が必要な場合、その採択に当っては協議書に基づくものと

するが、1、2級河川にあっては止むを得ないもののみに限定すること。但し、河川管

理者が工法上の条件を附することには応じないものとする。 

   この場合農地復旧の施行時期と河川護岸復旧時期がマッチする必要があり、河川護

岸の施行時が、関連助成事業等の都合で遅れることが明らかな場合には、河川側の仮

設護岸を応急工事として計上する様協議書の改訂を求めるか、別途この件についての

協議を関係機関において行うこと。 

ロ 施設の復旧について 

 a) 二重採択防止に関する覚書1-(2)で河川護岸の法線が後退する場合の農業用施設の

取扱いが規定されており、未被災の場合は河川工事の附帯工事とし、被災していると

きはそれぞれの施設の工事としているが、この場合頭首工等の部分災害で原形復旧で

従前の効用が回復される程度のものは含めない。 

 b) 被災河川の災害復旧法線が未決定の場合は、協議書の計画法線により、農業用施設

の復旧を定めるものとする。この場合河川法線がその後変更になっても設計変更とし

て処理すべきもので要領第18-(2)による保留扱いとはしない。 

 

１１-６-４ 自然環境の保全に配慮した工法の基準について       （暫）〔通知等〕 

平成 12 年 4 月 1 日 

(構造改善局防災課長から地方農政局建設部長等あて) 

 農地農業用施設災害復旧事業の査定に関する了解事項（昭和 40 年９月 10 日付け 40-13

建設部長通知）19 並びに海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業の査定に関する了解事項

（昭和 40 年９月 10 日付け 40-14 建設部長通知）12 にいう「別に定める基準」については、

下記のとおりとする。 

記  

（自然環境の保全に配慮した工法の採用基準） 

 農地農業用施設災害復旧事業の査定に関する了解事項第 19並びに海岸及び地すべり防止
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施設災害復旧事業の査定に関する了解事項第 12において掲げる自然環境の保全に配慮した

工法の採用条件(1)、(2)のほか、以下の(3)、(4)の場合についても、自然環境の保全が可

能となる工法を採用することができることとする。 

 (1) 被災施設が環境に配慮した工法により施工されている場合。 

 (2) 自然環境、歴史的風土、文化財等に関する法令により、災害復旧事業の行為に制限

を受ける場合 

 (3) 被災施設の上下流又は隣接する施設で環境に配慮した施工が行われており、これら

の施設との連続性を保つ必要がある場合。 

 (4) 被災施設付近において、絶滅のおそれのある野生動植物の種等の貴重な動植物の棲

息・生育が確認されている場合。 

 

１１-６-５ 災害関連事業における自然環境の保全に配慮した工法の採用について 

                                  （暫）〔通知等〕 

平成12年4月1日 

(構造改善局防災課長から地方農政局建設部長等あて) 

 農業用施設災害関連事業、ため池災害関連特別対策事業、農地災害関連区画整備事業並

び海岸及びに地すべり防止施設災害関連事業（以下、関連事業という。）における自然環

境の保全に配慮した工法の採用については、災害復旧事業において農地農業用施設災害復

旧事業査定要領（昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1128号）第16並びに海岸及び地すべり

防止施設災害復旧事業査定要領（昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1138号）第12第２項に

掲げる自然環境の保全に配慮した工法が採用された場合であり、かつ、下記により自然環

境の保全に配慮した工法が必要と認められる場合に限り、当該災害復旧事業に併せて自然

環境の保全に配慮した工法を採用することができる。 

記 

１ 自然環境、歴史的風土、文化財等に関する法令により、関連事業の行為に制限を受け

る場合。 

２ 災害復旧事業において被災施設が自然環境の保全に配慮した工法で採択され、これら

の施設との連続性を保つ必要がある場合。 

３ 関連事業に係る施設付近において、絶滅のおそれのある野生動植物の種等の貴重な動

植物の棲息・生育が確認されている場合。 

 

１１-６-６ 災害復旧箇所別特性整理表の提出について         （暫）〔通知等〕 

平成12年6月30日 

(構造改善局災害査定官から地方農政局等災害査定官あて) 

 「農地農業用施設災害復旧事業査定要領」（昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1128号構

造改善局長通知）第16、「海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業査定要領」（昭和40年

９月10日付け40農地Ｄ第1138号構造改善局長通知）第12第２項及び「災害関連事業におけ

る自然環境の保全に配慮した工法の採用について」（平成12年４月１日付け12-7）に掲げ
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る「自然環境の保全に配慮した工法」の査定に際しては、下記要領により「災害復旧箇所

別特性整理表」を作成し、提出するものとする。 

 なお、貴局管内都府県には、貴職から連絡されたい。 

記 

１．災害復旧箇所別特性整理表 

(1) 「自然環境の保全に配慮した工法」の選定にあたっては、被災箇所ごとに選定を要す

る事項を整理した「災害復旧箇所別特性整理表」（別紙様式）を作成する。 

(2) 「災害復旧箇所別特性整理表」は、災害発生後に申請者が直接現地を確認して必要事

項を整理のうえ、所定の記載事項を別紙様式に従って記入するものとする。 

(3) 「災害復旧箇所別特性整理表」は、災害査定時に提出するものとする。 

(4) 「自然環境の保全に配慮した工法」を採用しない災害復旧事業等（原形復旧を達成す

るために最も経済的な工法を用いる場合等）は、「災害復旧箇所別特性整理表」を作成

する必要はない。 

２．自然環境の保全に配慮した工法 

 「自然環境の保全に配慮した工法」とは、次に掲げる工法及びこれらに類する工法をい

う。 

(1) 自然石又は擬似自然石を利用した工法 

(2) 化粧型枠を利用した工法 

(3) 着色剤の混入又は吹付による工法 

(4) 木材・木製品を利用した工法 

(5) 動植物の棲息・生育を妨げない工法 

(6) 緑化の工法 

(7) 緩傾斜護岸工 
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１１-６-７ 自然環境の保全に配慮した工法の留意事項         （暫）〔通知等〕 

平成12年6月30日 

(構造改善局災害査定官から地方農政局等災害査定官あて) 

 農地農業用施設災害復旧事業の査定に関する了解事項（昭和40年９月10日付け40-13建設

部長通知）第19及び海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業の査定に関する了解事項（昭

和40年９月10日付け40-14建設部長通知）第12に掲げる基準(1)、(2)並びに自然環境の保全

に配慮した工法の基準について（平成12年４月１日付け12-6）に掲げる基準(1)、(2)、(4)

並びに災害関連事業における自然環境の保全に配慮した工法の採用について（平成12年４

月１日付け12-7）に掲げる基準１、３の採用に関しては、「自然環境の保全に配慮した工

法」に係る事業費の査定を適正に実施するため、下記事項に配慮されたい。 

記 

１．被災施設が環境に配慮した工法により施行されている場合 

 環境に配慮することを目的として施行された農地、農業用施設等が被災した場合に限

り採用することとする。 

２．自然環境、歴史的風土、文化財等に関する法令により、災害復旧事業の行為に制限を

受ける場合 

 「法令」には、自然環境、歴史的風土、文化財等に関する法令に基づく条例に限り含

まれているものとする。 

３．被災施設付近において、絶滅のおそれのある野生動植物の種等の貴重な動植物の棲息・

生育が確認されている場合 

(1) 「被災施設付近」とは、当該箇所が次の(2)、(3)で確認された野生動植物の棲息・

生育環境と同一環境と判断され、かつ当該野生動植物の種等の棲息・生育に支障を及ぼ

す範囲内をいうものとする。 

(2) 「絶滅のおそれのある野生動植物の種等」とは、以下のものをいう。 

  ・「日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－」（環境庁自然保護局

野生生物課編集）に掲載された種 

  ・「日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドリスト－」（環境庁自然保護局野生生

物課発表）に掲載された種 

  ・文化財保護法による天然記念物 

  ・絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律による特定種 

  ・自然公園法による指定植物 

(3) 「確認」とは、国、地方公共団体、研究者、ＮＰＯ、自然保護団体、漁協等による

現地調査による他、文献、環境調査の一環として行われる聞き取りにより確認できる場

合を含むものとする。 
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自然環境の保全に配慮した工法の留意事項 
１． 海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業査定要領(負担法関係) 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

２．農地農業用施設災害復旧事業査定要領 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

３．災害関連事業 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 
原形に復旧することが著しく困難 
または不適当な場合 

(2) 
原形に復旧するこ 
とが不可能な場合 

(1)  
原型復旧 

第１２ 復旧工法 

復旧工法の決定 

1. 査定要領第 12 第 2 項 自然環境の保全に配慮した工法 
・前項による復旧工法の決定に際し、環境工法を採用できる。 

2. 査定に関する子解事項 12 
・了解事項 12〔新設〕の(1)、(2)

(注 1)
等のほか別に定める基準に

(注 2)
に当て

はまる場合 

第 13 
効用回復 

昭和 40 年以降廃止 

注 1：了解事項に定める(1)、(2)の概略 
   (1)被災施設が環境工法で施工されている場合 
   (2)他法令により制限を受ける場合 
注 2：別に定める基準の概略 
   (1)注 1 の(1)と同じ 
   (2)注 1 の(2)と同じ 
   (3)前後施設との連続性を保つ場合 
   (4)絶滅危惧種等が確認されている場合 

(3) 
原形に復旧することが著しく困難 
又は不適当な場合の工事 

第 14 
原形復旧不可能な
場合の工事 

第 12 
原形復旧 

復旧工法の基準 

復旧工法の決定 

1. 査定要領第 16 自然環境の保全に配慮した工法 
  ・第 12～第 15 に掲げる復旧工法の決定に際し、環境工法を採用できる。 
2. 査定に関する子解事項 19 
  ・了解事項 19〔新設〕の(1)～(2)

(注 1)
等のほか別に定める基準に

(注 2)
に当てはまる

場合 

 農地農業用施設 
災害復旧事業査 
定要領第 16 

[新設] [追加] 

海岸及び地すべり防
止施設災害復旧事業
査定要領第 12 の 2 

本災(左記の要領)により環境 
工法が採択された場合 

・農業用施設災害関連事業 
・ため池災害関連特別対策事業 
・農地災害関連区画整備事業 
・海岸及び地すべり防止施設災害関連事業 

農林水産省構造改善局防災課長通知 
災害関連における自然
環境の保全に配慮した
工法の実施について 

 災害関連事業でも実施 
できることを明記 

復旧工法の決定 

 関連事業 

 本
災 

[新設] 

[追加] 
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自然環境の保全に配慮した工法の事例 

(暫定法の対象となる農地・農業用施設の復旧事例) 

注：上表の工種の他、これらに類する工種が想定される。 

区分 工法 事例 

(1)  被災施設が環境

に配慮した工法に

より施工されてい

る場合 

①自然石又は疑似自然石を利用 

した工法 
石積工(法面・護岸)、石張工(法面・護岸) 

  ②化粧型枠を利用した工法 化粧ブロック工(法面・護岸) 

  
③着色剤の混入又は吹付による 

   工法 
カラー舗装工(道路)、特殊舗装工(道路) 

  ④木材・木製品を利用した工法 
木工沈床工(頭首工)、竹冊工・ソダ柵工

等(法面) 

  
⑤動植物の棲息・生育を妨げない

工法 

魚道工(頭首工)、2 面張水路工(水路)、木

工沈床工(頭首工)、魚巣ブロック(水路)、

ホタルブロック(水路)、小動物の昇降階

段等を設ける(道路・水路) 

  ⑥緑化の工法 植生工(法面)、植生ブロック積工(法面) 

(2)  自然環境、歴史

的風土、文化財等

に関する法令によ

り、災害復旧事業

の行為に制限を受

ける場合 

上記(1)①～⑥に同じ 

 

法令の具体例 

環境基本法、自然公園法、 

国土利用計画法、古都における歴

史的風土の保存に関する特別措

置法、文化財保護法、自然環境保

全法等 

石積工(法面・護岸)、石張工(法面・護岸) 

  化粧ブロック工(法面・護岸) 

  カラー舗装工(法面・護岸) 

  竹柵工・ソダ柵工等(法面) 

  

魚道工(頭首工)、2 面張水路工(水路)、魚

巣ブロック(水路)、ホタルブロック(水

路)、小動物の昇降階段等を設ける(道

路・水路) 

  植生工(法面)、植生ブロック積工(法面) 

(3)  被災施設の上下 

流又は隣接する施

設で環境に配慮し

た施工が行われて

おり、これらの施

設との連続性を保

つ必要がある場合 

上記(1)①～⑥に同じ 石積工(法面・護岸)、石張工(法面・護岸) 

  化粧ブロック工(法面・護岸) 

  カラー舗装工(道路)、特殊舗装工(道路) 

  竹柵工・ソダ柵工等(法面) 

  

魚道工(頭首工)、2 面張水路工(水路)、魚

巣ブロック(水路)、ホタルブロック(水

路)、小動物の昇降階段等を設ける(道

路・水路) 

  植生工(法面)、植生ブロック積工(法面) 

(4)  被災施設付近に 

おいて、絶滅のお

それのある野生動

植物の種等の貴重

な動植物の棲息・

生育が確認されて

いる場合 

上記(1)①④⑤⑥に同じ 

 

絶滅の恐れのある野生動植物の

種の例 

イトウ、タナゴ、イバラトミヨ雄

物型、オオサンショウオ、ダルマ

ガエル、ニホンカワウソ等 

石積工(法面・護岸) 

  木工沈床工(頭首工) 

  

魚道工(頭首工)、2 面張水路工(水路)、木

工沈床工(頭首工)、魚巣ブロック(水路)、

ホタルブロック(水路)、小動物の昇降階

段等を設ける工法(道路・水路) 

  植生工(法面)、植生ブロック積工(法面) 
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自然環境の保全に配慮した工法の事例 

(負担法の対象となる公共土木施設の復旧事例) 

区分 工法 事例 

(1)  被災施設が環境

に配慮した工法によ

り施工されている場

合 

①自然石又は疑似自然石を利用

した工法 
石積工(法面・護岸)、石張工(法面・護岸) 

  ②化粧型枠を利用した工法 化粧ブロック工(法面・護岸) 

  
③着色剤の混入又は吹付による 

  工法 
カラー舗装工(道路)、特殊舗装工(道路) 

  ④木材・木製品を利用した工法 竹冊工・ソダ柵工等(法面) 

  
⑤動植物の棲息・生育を妨げな

い工法 

魚礁・産卵礁等ブロック(海岸・護岸 )、小動

物の昇降階段等を設ける工法(海岸) 

  
⑥緑化の工法 植生工(法面)、植生ブロック積工(法面) 

⑦緩傾斜堤防 緩傾斜堤防 

(2)  自然環境、歴史的

風土、文化財等に

関する法令により、

災害復旧事業の行

為に制限を受ける

場合 

上記(1)①～⑦に同じ 

 

法令の具体例 

環境基本法、自然公園法、 

自然環境保全法、海岸法、文化

財保護法、国土利用計画法等 

石積工(法面・護岸)、石張工(法面・護岸) 

  化粧ブロック工(法面・護岸) 

  カラー舗装工(道路)、特殊舗装工(道路) 

  竹柵工・ソダ柵工等(法面) 

  
魚礁・産卵礁等ブロック(海岸・護岸 )、小動

物の昇降階段等を設ける工法(海岸) 

  
植生工(法面)、植生ブロック積工(法面) 

緩傾斜堤防 

(3)  被災施設の上下

流又は隣接する施

設で環境に配慮し

た施工が行われて

おり、これらの施設

との連続性を保つ

必要がある場合 

上記(1)①～⑦に同じ 石積工(法面・護岸)、石張工(法面・護岸) 

  化粧ブロック工(法面・護岸) 

  カラー舗装工(道路)、特殊舗装工(道路) 

  竹柵工・ソダ柵工等(法面) 

  
魚礁・産卵礁等ブロック(海岸・護岸 )、小動

物の昇降階段等を設ける工法(海岸) 

  
植生工(法面)、植生ブロック積工(法面) 

緩傾斜堤防 

(4)  被災施設付近に

おいて、絶滅のおそ

れのある野生動植

物の種等の貴重な

動植物の棲息・生

育が確認されている

場合 

上記(1)①④⑤⑥に同じ 

 

絶滅の恐れのある野生動植物の

種の例 

アオウミガメ、ウミガラス等 

石積工(法面・護岸)、石張工(法面・護岸) 

  
魚礁・産卵礁等ブロック(海岸・護岸)、小動 

物の昇降階段等を設ける工法(海岸) 

  植生工(法面)、植生ブロック積工(法面) 

  緩傾斜堤防 

注：上表の工種の他、これらに類する工種が想定される。 
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第 12 章

応 急 工 事



 

第１２章 応急工事 
 
第１２-１節 応急工事の範囲 

 

１２-１-１ 農地農業用施設災害復旧事業 

  農地、農業用施設災害復旧事業事務取扱要綱に基づき各工種に係る応急工事の範囲を略

述すると表 12-1-1 のとおりである。 

 

表 12-1-1 応急工事の範囲 

区 分 工 法 条 件 工事の範囲 

農 地 
排 水 工 事 

堤防切開工事 

｢要綱第 14 の 1(1)｣ 

 次の①から③全てに該当する場合 

① 農地が被災している場合。 

② 被災農地を含む同一水面による

最大湛水面積が 30ha 以上又はそ

の湛水量が 30 万ｍ3 以上である場

合 

③ 湛水区域の自然排水(既設の排

水施設による排水を含む。)のみで

は長時間を要し、復旧工事の着手

又は農作物の生産に重大な支障を

生ずる恐れがある場合 

 

 次のような応急仮工事に要する

費用が復旧事業の対象となる。 

 なお、これらの工事は農地に係る

災害復旧事業とし、農地の復旧限度

額の規定は適用しない（了解事項

｢農地の被災｣参照） 

① 排水機(原動機を含む。)の借入

に要する費用 

② 排水機の基礎工事、運搬、据付、

撤去に要する費用 

③ 排水機の運転に要する費用(燃

料費、電気料金とし、運転に要す

る労務費は除く) 

④ 堤防の切開工事(切開箇所の埋

戻し及びこれに導水するための

排水路の掘削を含む)に要する費

用 

農業用施設 

 た め 池 

 頭 首 工 

 水 路 等 
増破防止工事 

仮 締 切 工 事 

｢要綱第 14 の 1(2)｣ 

 次期出水等により、被災施設、被

災施設に隣接する一連の施設又は被

災箇所の背後農地等に甚大な被害を

与える恐れがあり、早急に施行しな

ければならない場合 

 

① 増破を防止するための工事。 

② 決壊部等に仮締切を行って農

地への洪水の流入等を防止する

工事 

かんがい排

水 施 設 

かんがい排水

のための仮設

工 事 

｢要綱第 14 の 1(3)｣ 

 復旧工事の完了までに相当な日数

を要し、農作物の生産に重大な支障

がある場合 

① 仮締切工事 

② 揚水機の設置費(運搬据付、撤

去、機械損料、燃料等に要する費

用とし、機械購入費、運転労務費

は除く) 

③ 仮設用排水路の掘削等応急的

に行う取水、排水のための工事 

農 道 

又 は 橋 梁 

仮 道 工 事 

仮 桟 道 工 事 

仮 橋 工 事 

｢要綱第 14 の 1(4)｣ 

 有効幅員が 2.5m 以上で、かつ、う

回路がない(う回距離が概ね 2 ㎞以

上を含む)ため、農業生産物の生産又

は搬出に重大な支障をきたす場合若

しくは唯一の交通路で民生安定上必

要と認められる場合 

① 仮道工事 

② 仮桟道工事 

③ 仮橋工事 

（注）表中の要綱とは、「農地・農業用施設災害復旧事業事務取扱要綱」である。 
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１２-１-２ 海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業 

  海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業事務取扱要綱に基づき各工種に係る応急工事の

範囲を略述すると表 12-1-2 のとおりである。 

 
表 12-1-2 応急工事の範囲 

区 分 工 法 条 件 工事の範囲 

海 岸 

仮 締 切 工 事 

｢要綱第 12(1)｣ 

 通常の状態における海水が浸入

し、被災施設、被災施設に隣接する

一連の施設若しくは被災箇所の背

後農地等に甚大な被害を与えてい

るため、又はその恐れが大きいため

緊急に施行しなければならない場

合 

(注)この場合における「通常の状

態」の判断は、朔望平均満潮面に

1.5m 程度を加えた高さを基準と

し、通常発生波浪を勘案して行う

ものとする。 

 なお、仮締切工、盛土の嵩上げ

は施行時期を考慮して「通常の状

態」を超えない範囲において決定

する。 

 

仮締切工事 

・ 決壊部等の仮締切を行って背後

農地等への海水の浸入を防止す

る工事(土俵積等) 

決 壊 防 止 工 事 

｢要綱第 12(2)｣ 

 次期高潮等により、被災施設、被

災施設に隣接する一連の施設又は

被災箇所の背後農地等に甚大な被

害を与える恐れが大きいため緊急

に施行しなければならない場合 

 

決壊防止工事 

・ 被災施設及び被災施設に隣接す

る施設等の決壊を防止する工事 

地すべり防

止 施 設 

仮 締 切 工 事 

｢要綱第 12(3)｣ 

 通常の状態における流水が侵入

し、被災施設、被災施設に隣接する

一運の施設若しくは被災箇所の背

後農地等に甚大な被害を与えてい

るため、又はその恐れが大きいた

め、緊急に施行しなければならない

場合 

(注)この場合における「通常の状

態」の判断は、警戒水位(警戒水

位の定めのない場合は河岸高の

5 割程度)を勘案して行う 

 

仮締切工事 

決 壊 防 止 工 事 

｢要綱第 12(4)｣ 

 次期出水等により、被災施設、施

災施設に隣接する一連の施設又は

被災箇所の背後農地等に甚大な被

害を与える恐れが大きいため、緊急

に施行しなければならない場合 

 

決壊防止工事 

（注）表中の要綱とは、「海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業事務取扱要綱」である。 
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第１２-２節 応急工事の種類 

 

１２-２-１ 農地農業用施設災害復旧事業 

 １ 農地が湛水した場合の排水工事及び堤防切開工事 
第 14．1                     (暫)農地･農業用施設事務取扱要綱 

(1) 被災した農地を含む地域が湛水し、湛水面積が 30 ヘクタール以上、又は湛水量が 30

万立方メートル以上であって自然排水(当該区域に既存の排水施設がある場合は、これに

よる排水を含む。)を待つときは、復旧工事の施行又は農作物の生産に重大な支障を生ず

るおそれがある場合における排水工事及び堤防切開(埋め戻しを含む。)工事。この場合

の工事は、農地に係る災害復旧事業とする。 

  (1) 農地の湛水を応急排除する場合を規定したもので、激甚災害の場合、激甚法第 10

条の規定により土地改良区等が行う湛水排除事業と異なるのは、農地が被災している

という条件がないと、応急湛水排除は補助対象とならないことである。即ち、暫定法

の応急工事として湛水排除事業が採択される条件は次のとおりである。 

   ① 農地が被災していること。 

   ② 被災農地を含む同一水面(樋管、水路、サイホン等の排水施設によりつながってい

るもの及び一方の区域の排水を他方の区域を通じて 2段排水する場合等にあっては

同一洪水区域と見なす。)による最大湛水面積が 30 ヘクタール以上又はその湛水量

が 30 万立方メートル以上であること。 

   ③ その湛水区域の既設の排水施設のみで排水したのでは、湛水が長時間にわたるた

め、地域内の農作物が著しく減産となることが明らかな場合、又は、被災農地の復

旧工事の着手が遅延する場合。 

  (2) 応急工事で実施する工事は、次の範囲内である。 

   ① 排水機(原動機を含む)の借入に要する費用 

   ② 排水機の基礎工事、運搬、据付、撤去に要する費用 

   ③ 排水機の運転に要する費用(燃料費、電気料金とし、運転に要する労務費を除く。) 

   ④ 堤防の切開工事(切開箇所の埋戻し及びこれに導水するための排水路の掘削を含

む。) 

  (3) 補助率と復旧限度額の取り扱い(了解事項第 2-1「農地の被災」) 

    応急工事は農地復旧として処理するものとする。従って、その補助率は農地復旧を

適用する。 

    ただし応急工事費は農地の復旧限度額の対象には入れないものとする。 
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図 12-2-1 農地が湛水した場合の応急工事例 

 

 ２ ため池、頭首工、水路工等が被災した場合の増破防止工事又は仮締切工事 
第 14．1                     (暫)農地･農業用施設事務取扱要綱 

(2) 農業用施設が被災し、次期出水等により、当該被災施設、当該被災施設に隣接する一

連の施設又は当該施設被災箇所の背後農地等に甚大な被害を与えるおそれが大きいため

早急に施行しなければならない増破防止工事又は仮締切工事 

   ため池、頭首工、排水路等の農業用施設が被災し、これを放置すれば次期出水等によ

り、その被災施設、その被災施設に隣接する施設あるいは農地が甚大な被害を被るおそ

れがある場合には、増破防止の工事、または決壊部等の仮締切を行って農地等への洪水

の流入を防止する応急工事を実施することができる。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

写真 12-2-1 ため池の地震直後の被災写真     写真 12-2-2 増破防止工事完了後のため池 
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図 12-2-2 ため池の応急工事例 

 

 ３ かんがい排水施設が被災した場合の仮工事 
第 14．1                     (暫)農地･農業用施設事務取扱要綱 

(3) かんがい排水施設が被災し、本工事の復旧を待つときは、農作物の生産に重大な支障

を及ぼす場合におけるかんがい排水のための仮工事。 

  ただし、揚水機の運転労務費を除く。 

   かんがい排水施設が被災し、本復旧工事完了までは相当の日数を要し、その間におい

て、かんがい用水が取水不能となったり、あるいは農地の排水が不能となり、農作物の

生産に重大な影響を及ぼす場合は、仮締切、揚水機の設置、臨時用水路の掘削等の応急

取水のための工事又は臨時排水路の掘削、仮締切、排水機の設置等の応急排水のための

工事を行うことができる。ただし、この場合における用排水機については運搬、据付、

撤去、機械損料、燃料等に要する費用とし、機械購入費、運転労務費については国庫補

助の対象としない。 
 

 
図 12-2-3 かんがい排水施設が被災した場合の応急工事例 

 

HWL 
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 ４ 重要な農道又は橋梁が被災した場合の仮道工事、仮桟道又は仮橋工事 
第 14．1                     (暫)農地･農業用施設事務取扱要綱 

(4) 特に重要な農道又は橋梁(有効幅員が 2.5 メートル以上のものに限る。)が被災し、交

通上著しい支障を及ぼし、これらの復旧に長時間を要し、かつ、適当なう回路(う回距離

がおおむね 2 キロメートル程度)がないため早急に施行しなければならない仮道工事、仮

桟道又は仮橋工事であって、次の各号の 1 に該当する場合において施行するもの 

 ア 農産物の生産又は搬出に重大な支障があるために施行しなければならない場合 

 イ 奥地住民の唯一の交通路であり、民生安定上必要があるため緊急に施行しなければ

ならない場合 

   農道及び橋梁が被災した場合の応急工事について規定したもので、他のかんがい排水

施設については、特に効用上の制限はないが、この場合は有効幅員 2.5 メートル以上、

かつ、他にう回路がない場合、又は、う回路があってもそのう回距離がおおむね 2 キロ

メートル以上となる場合で農産物の生産、搬出に支障をきたすもの、あるいは、民生安

定上必要なものは応急工事を実施することができる。 

 
図 12-2-4 重要な農道又は橋梁が被災した場合の応急工事例 

 
 ５ その他 
第 14．1                     (暫)農地･農業用施設事務取扱要綱 

(5) 前各号に掲げるもののほか、令第 3 条第 1 項の規定による事業費の決定前に施行した

工事のうち、農林水産大臣が復旧工事の全部又は一部とすることが適当と認めるもの。 

   前号(1)～(4)までの応急工事は、被災後の状況から必ず実施しなければならないもの

と認められる性格のものであるが、被災施設又はこれに関連する施設の増破防止、ある

いは、作物被害を防止するため緊急に着工する必要のある箇所又は緊急に復旧すれば作

付に間に合う農地の復旧等の箇所で止むを得ないと判断される場合は、都道府県及び農

政局と協議して応急工事を実施できる。その工事のうち本復旧工事として採用できるも

のに限り国庫補助の対象とすることができる。 
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１２-２-２ 海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業 

 １ 海岸が被災し海水が侵入した場合の仮締切工事 
第 12                       (負)海岸･地すべり事務取扱要綱 

(1) 海岸が被災して、通常の状態における海水が侵入し、当該被災施設、当該被災施設に

隣接する一連の施設若しくは当該被災箇所の背後農地等に甚大な被害を与えているた

め、又はそのおそれが大きいため緊急に施行しなければならない仮締切工事、この場合

「通常の状態」の判断にあたっては、朔望平均満潮面に 1.5 メートル程度を加えた高さ

を基準とし、通常発生波浪を勘案して行うものとする。なお、仮締切工、もり土のかさ

上げは施行時期を考慮して「通常の状態」を超えない範囲において決定するものとする。 

 
 ２ 海岸が被災し次期高潮等により甚大な被害を与える場合の決壊防止工事 
第 12                       (負)海岸･地すべり事務取扱要綱 

(2) 海岸が被災し、次期高潮等により当該被災施設、当該被災施設に隣接する一連の施設

又は当該被災箇所の背後農地等に甚大な被害を与えるおそれが大きいため、緊急に施行

しなければならない決壊防止工事 

 
 ３ 地すべり防止施設が被災し流水が侵入した場合の仮締切工事 
第 12                       (負)海岸･地すべり事務取扱要綱 

(3) 地すべり防止施設が被災して、通常の状態における流水が侵入し、当該被災施設、当

該被災施設に隣接する一連の施設若しくは当該被災箇所の背後農地等に甚大な被害を与

えているため、又はそのおそれが大きいため、緊急に施行しなければならない仮締切工

事この場合、「通常の状態」の判断に当たっては、警戒水位(警戒水位の定めのない場合

は、河岸高の 5 割程度)を勘案して行うものとする。 

 
 ４ 地すべり防止施設が被災し次期出水等により甚大な被害を与える場合の決壊防止工事 
第 12                       (負)海岸･地すべり事務取扱要綱 

(4) 地すべり防止施設が被災し、次期出水等により当該被災施設、当該被災施設に隣接す

る一連の施設又当該被災箇所の背後農地等に甚大な被害を与えるおそれが大きいため、

緊急に施行しなければならない決壊防止工事。 
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 ５ 応急本工事 
第 12                       (負)海岸･地すべり事務取扱要綱 

(5) 前各号に掲げるもののほか、法第 7 条の規定による事業費の決定前に施行した工事の

うち農林水産大臣が復旧工事の全部又は一部とすることを適当と認めるもの。 

 

１２-２-３ 応急工事の実施例 

  
  （仮設水路により用水の確保を図る）      （大型土のうにより復旧までの増破及び通行確保を図る） 

     写真 12-2-3 用水路の応急仮工事          写真 12-2-4 農道の応急仮工事 

 

  
     （増破防止のため蛇篭により安全の確保を図る）       （仮設材料により増破防止を図る） 

      写真 12-2-5 頭首工の応急仮工事        写真 12-2-6 海岸堤防の応急仮工事 

 

  
               （用水確保のため水路部分のみの復旧を先行実施） 

                 写真 12-2-7 用水路の応急本工事 
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第１２-３節 応急工事における主な留意事項 

 

１２-３-１ 農地農業用施設災害復旧事業 

 １ 応急工事費の範囲 
第 14                      (暫)農地･農業用施設事務取扱要綱 

２ 前項の規定により除かれる工事は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 前項第 1 号から第 4 号までに掲げる工事(以下「応急仮工事」という。)で、当該各

号の工事に要する費用が 20 万円未満のもの 

 (2) 応急仮工事で、これらに係る復旧工事に要する費用が 40 万円未満のもの 

   この規定では、応急仮工事は 1 箇所当り 20 万円以上のもので、かつ応急仮工事費を除

く事業費が 40 万円以上のものを国庫補助の対象とするものである。 

   なお、応急本工事については 20 万円以下のものでも応急本工事費を含めた事業費が

40 万円以上となれば採択されることになる。 

 
 ２ 応急工事費の取扱い 
第 15                      (暫)農地･農業用施設事務取扱要綱 

 令第 2 条第 2 項に規定する農林水産大臣が特別の事情があると認める応急工事費の取扱

いについては、次の各号に定めるところによる。 

 (1) 第 14 に定める応急工事費の費目の内容は、第 8 の事業費目に準ずるものとする。た

だし、揚水機の運転費用については、燃料費(電力料金を含む。)に限るものとする。 

   費用の積算は本復旧工事に準ずる。従って、必要な工事雑費を計上することは差し支

えないが、応急揚水機の運転に要する費用については、燃料費または電力料金は補助対

象とするが、運転労務費は営農労力と見なすこととし、補助対象としない。また、現場

管理費、一般管理費等及び営繕損料については、特に必要と認められるもののほかは対

象としない。 
 
第 15．1                      (暫)農地･農業用施設事務取扱要綱 

(2) 令第 3条第 1 項の規定による事業費の決定以前に施行した第 14 条 1項各号に掲げる工

事(以下「施行済応急工事」という。)の費用は、次により算出される金額とする。 

  ア. Ａ<Ｂの場合は、Ａとする。 

  イ. Ａ>Ｂの場合は、Ｂとする。 

   Ａ･･施行済応急工事のために現実に要した費用の額 

   Ｂ･･第 7 の規定により農林水産大臣に協議し、その同意を得た設計単価及び歩掛に

より施行済応急工事に要する費用を算出した場合の当該算出額 
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第 15．1                     (暫)農地･農業用施設事務取扱要綱 

(3) 応急仮工事により、新設若しくは改修された排水工事、増破防止施設、かんがい排水

施設、仮道、仮桟道若しくは仮橋が被災し、又は当該応急仮工事の施行中に手もどりを

生じた場合における当該被災部分若しくは手もどり部分に係る新たな工事に要する費用

は、次のアからウまでに掲げるものを除き、原則として応急工事としない。 

 ア 当該工事が復旧工事の一部となるもの 

 イ 当該工事を施行しないときは、かんがい排水に重大な支障を及ぼすと認められるも

の 

 ウ 当該施設に係る工事を早急に施行しなければならない場合で、次の(ア)から(ウ)ま

での 1 に該当するもの 

  (ｱ) 当初の応急仮工事が採択された年に発生した災害が激甚であり、かつ、当該都道

府県の地域内における被災箇所が多数であるため、重要被災箇所から順次復旧して

いること等やむを得ない事由により復旧工事の着手又は施行が遅延している場合 

  (ｲ) 復旧工事のしゅん工までに長時間を要する場合 

  (ｳ) 原施設が被災した年と同一年において新たに被災した場合 

   応急仮工事として施行した施設が事業費の決定前に被災した場合は、その応急仮工事

の必要性、時期、方法等を検討のうえ、当該応急仮工事に要した費用を当該被災部分に

係る新たな工事の費用とあわせて採択することができる。 
 
第 15                      (暫)農地･農業用施設事務取扱要綱 

２ 応急工事に使用した材料を復旧工事に使用する場合は、第 1 号の額が第 2 号の額未満

の場合に限るものとし、当該材料の購入に要する費用は、応急工事に要する費用とする。 

 (1) 応急工事に使用した材料を復旧工事に使用できるものに要した費用並びに当該材料

を復旧工事に使用するために必要な除却及び運搬に要する費用の合計額 

 (2) 復旧工事に新たな材料を使用する場合における当該材料に要する費用 

   応急工事に使用した材料を本復旧工事に使用する場合の条件は、本復旧工事に別途材

料を購入する場合と応急工事に使用した材料を転用する場合(修理、補強、除却、運搬等

を含む。)を比較して転用することが安い場合のみとする。 

   即ち、(復旧工事用に使用する材料の修理、補強費)十(除却、運搬費)≦(現場着新規購

入費)の場合とする。 

   応急工事に使用した材料を本復旧に使用しない場合は、その除却費は国庫補助の対象

としない。ただし、本復旧工事の支障となる場合はこの限りでない。 
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１２-３-２ 海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業 

 １ 応急工事費の範囲 
第 12                       (負)海岸･地すべり事務取扱要綱 

２ 前項の規定により除かれる工事は、前項第 1 号から第 4 号までに掲げる工事(以下「応

急仮工事」という。)で、復旧工事費が都道府県又は指定都市に係るものにあっては 120

万円に、市(指定都市を除く。)町村に係るものにあっては 60 万円に満たないものとする。 

  
２ 応急工事費の取扱い 

第 13                       (負)海岸･地すべり事務取扱要綱 

 政令第 4 条第 2 項に規定する「主務大臣が特別の事情があると認める応急工事費」の取

扱いについては、次の各号に定めるところによる。 

 (1) 法第 7 条の規定による事業費の決定前に施行した応急工事(以下「施行済応急工事」

という。)の費用は、次のように算出される額とする。 

  ア Ａ<Ｂの場合は、Ａとする。 

 イ Ａ>Ｂの場合は、Ｂとする。 

  Ａ･･施行済応急工事のために現実に要した費用の額 

  Ｂ･･政令第 6 条第 2 項の規定により農林水産大臣に協議し、その同意を得た設計単

価又は歩掛りにより施行済応急工事費に要する費用を算出した場合の当該算出

額 

 

第 13                       (負)海岸･地すべり事務取扱要綱 

 (2) 応急仮工事により、新設若しくは改修された仮締切工、決壊防止工が被災し、又は、

当該応急仮工事の施行中に手もどりを生じた場合における当該被災部分又は手もどり

部分に係る新たな工事に要する費用は次の各号に掲げるものを除き、原則として応急

工事費としない。 

  ア 当該工事が復旧工事の一部となるもの 

  イ 当該工事を施行しないときは、かんがい排水に重大な支障を及ぼすと認められる

もの 

  ウ 当該施設に係る当該工事を早急に施行しなければならない場合で、次の(ｱ)から

(ｳ)までの 1 に該当するもの 

(ｱ) 当初の応急仮工事が採択された年に発生した災害が激甚であり、かつ、当該都道

府県の地域内における被災箇所が多数であるため、重要被災箇所から順次復旧して

いること等やむを得ない事由により復旧工事の着手又は施行が遅延している場合 

(ｲ) 復旧工事のしゅん工までに長時間を要する場合 

(ｳ) 原施設が被災した年と同一年において新たに被災した場合 
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第 13                       (負)海岸･地すべり事務取扱要綱 

(3) 法第 7 条の規定による事業費の決定前に着手した工事のうち適当でないと認める工法

で施行中のもの又はしゅん工したものについては、原則として適当と認める工法に変更

させるものとし、これによって生ずる手もどりに要する費用は、応急工事に含めないも

のとする 

 

第 13                       (負)海岸･地すべり事務取扱要綱 

２ 応急工事に使用した材料を復旧工事に使用する場合には、第 1 号の額が第 2 号の額未

満に限るものとし、当該材料の購入に要する費用は、応急工事に要する費用とする。 

(1) 応急工事に使用した材料を復旧工事に使用できるものに要した費用と当該材料を復

旧工事に使用するために必要な除却及び運搬に要する費用の合計額 

(2) 復旧工事に新たな材料を使用する場合に当該材料に要する費用 

 

１２-３-３ 応急工事の事前協議と資料整備 

    （暫）〔通知等〕 

査定前着工の事前打合せ等について 

令和４年１月 14 日 

 （農村振興局防災課災害対策室長から地方農政局防災課長、沖縄総合事務局

農村振興課長、北海道開発局農業整備課長、北海道施設保全教育担当課長あて） 

 農地・農業用施設の災害復旧事業において、被災した農地・農業用施設に関連する施設の

増破防止や作物、人家、公共用施設等への被害防止、作付時期に間に合う農地の復旧等のた

めに、査定前に復旧工事の全部又は一部を緊急に行う工事（以下「応急本工事」という。）

については、これまで、都道府県及び地方農政局（沖縄県にあっては沖縄総合事務局、北海

道にあっては農林水産省農村振興局。以下「地方農政局等」という。）と事前協議を行った

上で、着工して差し支えないものとしてきたところである。 

この度、応急本工事を迅速に実施できるよう、「事前協議」を「事前打合せ」とし、その

取扱いを下記のとおりとしたので、貴局管内関係機関にこの旨周知、助言願いたい。 

なお、農地農業用施設災害復旧事業事務取扱要綱（昭和 40 年９月 10 日付け 40 農地Ｄ第

1130 号農林事務次官依命通知）第 15(2)に基づき算出する工事費用について、同要綱第７

の規定によって同意を得た設計単価及び歩掛により難い場合には、農地農業用施設災害復旧

事業計画概要書等作成要領（平成５年６月 16 日付け５構改Ｄ第 421 号構造改善局長通知）

第２において、実施時期、地域の実態及び他の事業との関連等を考慮した設計単価及び歩掛

により積算できることとしているので、併せて周知願いたい。 

記 

１．事前打合せの対象等 

応急本工事の着工に当たっては、次に掲げるものを除き、事業実施主体は都道府県、地

方農政局等と事前打合せを行うものとする。なお、事前打合せに当たっては、別添チェッ

クシート及び被災状況写真を提出するものとする。また、事前打合せを要しない場合でも、
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不明な点等がある場合には、速やかに都道府県、地方農政局等への相談を行うこと。 

（事前打合せを要しないもの） 

・土砂等堆積物の撤去 

・機械設備、電気設備の復旧（部品の交換等修繕に限る。） 

・農地畦畔の復旧（法面復旧を伴うものを除く。） 

・二次製品水路による復旧（構造計算を伴わない小規模なものに限る。） 

２．財務局への報告 

１の事前打合せを行ったものについては、査定の円滑な実施のため、査定前までに地方

農政局等から財務局（福岡県、佐賀県、長崎県にあっては財務支局、沖縄県にあっては沖

縄総合事務局）へ応急本工事の概要を報告するものとする。 

３．その他 

応急本工事の実施による事務負担の増加を可能な限り防ぐため、査定を早期に実施でき

る場合は、査定を速やかに実施すること。 
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第 13 章

設計・施工等における留意事項



 

第１３章 設計・施工等における留意事項 
 
第１３-１節 会計実地検査における指摘（不当事項） 

 

  近年の会計実地検査における指摘（不当事項）として掲記された下表の案件を事例とし

てまとめ、同様の事案が生じることがないよう追加したもの。特に頭首工にかかる不当事

項は例年指摘を受けていますので、復旧にあたり参考にされたい。 

 

表 13-1-1 会計実地検査における指摘（不当事項） 

0 B決算検査報告年度 1 B不当事項 

2 B平成 29 年度 3 Bため池の堤体の設計が適切でなかったもの（ため池余裕高不足） 

4 B擁壁の設計が適切でなかったもの（ため池堤体ブロック積擁壁） 

5 B頭首工及び護岸工の設計が適切でなかったもの（頭首工及び護岸工） 

6 B平成 30 年度 7 B導水路の設計が適切でなかったもの（排水機場導水路カルバート） 

8 B擁壁の設計が適切でなかったもの（排水機場河岸 L 型擁壁） 

9 B護床工の施工が適切でなかったもの（頭首工護床フトン篭施工） 

1 0 B令和元年度 1 1 B護床工の設計が適切でなかったもの（頭首工止水壁） 

1 2 B頭首工の設計が適切でなかったもの（頭首工護床ブロック） 

1 3 B令和２年度 1 4 B護床工の設計が適切でなかったもの（頭首工護床ブロック） 

1 5 B令和３年度 1 6 B－ 

1 7 B令和４年度 1 8 B護床工の設計が適切でなかったもの（頭首工護床ブロック） 

1 9 B令和５年度 2 0 B－ 

 

平成 29 年度決算検査①（ため池余裕高不足） 
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出典：会計検査院ウェブサイト（https://www.jbaudit.go.jp/） 

 

平成 29 年度決算検査②（ため池堤体ブロック積擁壁） 
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       出典：会計検査院ウェブサイト（https://www.jbaudit.go.jp/） 

 

平成 29 年度決算検査③（頭首工及び護岸工） 
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       出典：会計検査院ウェブサイト（https://www.jbaudit.go.jp/） 

 

平成 30 年度決算検査①（排水機場導水路カルバート） 
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      出典：会計検査院ウェブサイト（https://www.jbaudit.go.jp/） 

 

平成 30 年度決算検査②（排水機場河岸 L 型擁壁） 
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      出典：会計検査院ウェブサイト（https://www.jbaudit.go.jp/） 

 

平成 30 年度決算検査③（頭首工護床フトン篭施工） 

 

  出典：会計検査院ウェブサイト（https://www.jbaudit.go.jp/） 
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令和元年度決算検査①（頭首工止水壁） 
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        出典：会計検査院ウェブサイト（https://www.jbaudit.go.jp/） 

 

令和元年度決算検査②（頭首工護床ブロック） 
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           出典：会計検査院ウェブサイト（https://www.jbaudit.go.jp/） 

 

令和２年度決算検査 
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    出典：会計検査院ウェブサイト（https://www.jbaudit.go.jp/） 

 

令和４年度決算検査 
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    出典：会計検査院ウェブサイト（https://www.jbaudit.go.jp/） 
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	され、更に外力に対する支持方式により重力式と杭、鋼矢板式にそれぞれ分類される。
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	（１） 構造形式の選定
	一般に胸壁の構造型式の選定に当たっては、自然条件、施設の重要度、周辺の利
	用状況、施工方法、工事費及び用地取得の難易等について比較検討し、安全かつ経済的な現地にも最も適　　合する型式を採用する。
	（２） 法線
	胸壁の法線は、原則として海岸線に沿って設定するが、胸壁の場合には用地取得の難易、背後地及び海岸部の漁 港や港湾等の利用状況に応じて決定されることが多い。
	（３） 天端高
	天端高については、来襲波に対する必要高として胸壁前面の波高を用いる場合がある。この場合には、来襲波が陸上部を進行していくことを考慮して波高を減じることが可能かどうか検討する必要がある。
	６　突堤工
	突堤は、海岸侵食の防止、軽減及び海浜の安定化を図ることを目的として設置される陸上から沖方向に細長く突出した海岸保全施設である。
	突堤は、漂砂を制御することにより汀線を維持し、又は回復させる機能を有するものとする。その型式は堤防の場合と同様、前面の傾斜等により図10-4-9のように直立型、傾斜型、混成型がある。
	さらに、突堤の型式は表10-4-4のように漂砂が堤体を通過する透過型と漂砂を完全に遮断する不透過型に大別されると共に築堤材料により分類される。
	また、突堤は図10-4-10のように、その平面形状から、直線型、Ｔ型、Ｌ型に分類される。
	このように、突堤には、いろいろな型式、種類、形状があるが、構造型式の選定については、設置場所の水深、波力、底質・土質、海底地形・海浜地形及び地形変化の状況をもとに堤体の安全性を評価し、経済性及び施工性に加えて海岸域の自然環境及び利用を総合的に評価する。また、突堤は、所定の性能が発揮されるよう、適切な性能を有するものとし、波浪及びその他の作用に対して安全な構造とする。
	なお、突堤の構造形式や構造諸元の決定に当たり、潮位、波浪、流れ、漂砂、海底地形及び海浜地形、地盤、地盤背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用者の安全、施工条件等を考慮し照査する。
	７　離岸堤工
	離岸堤は、海岸背後にある人命・資産を高潮および波浪から防護すること若しくは海岸侵食の防止、軽減および海浜の安定化を図ること又はその両方を目的とし、汀線の沖側に設置される天端高が海面よりも高い海岸保全施設である。
	離岸堤は、消波することにより越波を減少させる機能、漂砂を制御することにより汀線を維持し若しくは回復させる機能のいずれかの機能又はその両方の機能を有するものとする。また、離岸堤は、所定の性能が発揮されるよう、適切な性能を有するものとし、波浪及びその他の作用に対して安全な構造とする。
	なお、離岸堤の構造形式や構造諸元の決定に当たり、潮位、波浪、流れ、漂砂、海底地形及び海浜地形、地盤、背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用者の安全、施工条件等を考慮し照査する。
	概念的な離岸堤の構造は図10-4-11のようになる。
	８　潜堤・人工リーフ工
	潜堤・人工リーフは、海岸背後にある人命・資産を高潮及び波浪から防護すること若しくは海岸侵食の防止、軽減及び海浜の安定化を図ること又はその両方を目的とし、汀線の沖側に設置される天端高が海面よりも低い海岸保全施設である。
	潜堤・人工リーフは、消波することにより越波を減少させる機能、漂砂を制御することにより汀線を維持し若しくは回復させる機能のいずれかの機能又はその両方の機能を有するものとする。また、潜堤、人工リーフは、所定の機能が発揮されるよう適切な性能を有するものとし、設計高潮位以下の潮位及び設計波の作用に対して適切な安全性能を有するものとする。
	なお、潜堤・人工リーフの構造型式や構造諸元の決定に当たり、潮位、波浪、流れ、漂砂、海底地形及び海浜地形、地盤、背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用者の安全、施工条件等を考慮し照査する。
	概念的な潜堤・人口リーフの構造は図10-4-12のようになる。
	潜堤・人工リーフの断面諸元は図10-4-13のようになる。
	図 10-4-13　潜堤・人工リーフの断面図
	９　消波堤工
	消波堤は、海岸侵食の防止、軽減及び海浜の安定化を図ることを目的として汀線近傍に汀線と平行に設置される海岸保全施設である。
	消波堤は、消波することにより汀線を維持する機能を有するものとする。
	また、消波堤は、所定の機能が発揮されるよう適切な性能を有するものとし、設計高潮位以下の潮位の海水及び設計波の作用に対して適切な安全性能を有するものとする。
	なお、消波堤は、離岸堤の照査を準用し、潮位、波浪、流れ、漂砂、海底地形及び海浜地形、地盤、背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用者の安全、施工条件等を考慮し照査する。
	概念的な消波堤の構造は耐久性や資材調達の容易さ等から、異形コンクリートブロックを用いた築堤構造が一般的で、図10-4-13のようになる。
	10　津波防波堤工
	津波防波堤は、当該津波防波堤内の人命・資産を津波から防護することを目的として設置される海岸保全施設である。
	津波防波堤は、設計津波による堤内の水位上昇を抑制する機能を有するものとする。
	これらの機能に加え、当該津波防波堤の背後地の状況等を考慮して、設計津波を超える津波の作用に対して、当該津波防波堤の損傷等を軽減する機能を有するものとする。
	なお、設計防波堤の型式、法線、構造諸元等の決定に当たり、潮位、波浪、流れ、漂砂、海底地形及び海浜地形、地盤、背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用者の安全、施工条件等を考慮し照査する。
	平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震後に津波対策を主な目的として建設された津波防波堤をまとめたものは表10-4-5及び図10-4-15～16のようになっている。
	11　砂浜工
	砂浜は、海岸背後にある人命・資産を高潮及び波浪から防御すること、若しくは堤防等の洗掘を防止すること又はその両方を目的として設けたもので、海岸保全施設として指定されたものである。
	砂浜は、消波することにより越波を減少させる機能、堤防等の洗掘を防止する機能のいずれかの機能又はその両方の機能を有するものとする。また、砂浜は、所定の機能が発揮されるよう、適切な性能を有するものとし、数時間から数ヶ月の時間スケールの海浜変形及び数十年の期間での海浜変形に対して適切な安全性を有するものとする。
	なお、砂浜の幅、高さ、長さ及び養浜する場合の材質等の決定に当たり、潮位、波浪、波浪制御施設、流れ、漂砂、漂砂制御施設、動的養浜、海底地形及び海浜地形、地盤、背後地の重要度、海岸の環境、海岸の利用及び利用者の安全、施工条件等を考慮し照査する。
	12　附帯設備工
	附帯設備は、堤防、護岸等と一体的に機能し、構造上の弱点とならないように近傍の土地及び水面の利用状況を考慮して設けるものとする。また、構造上の検討と併せて海岸の利用及び環境保全を考慮するものとする。
	水門、樋門及び樋管等のほか排水機場、潮遊び、陸閘、昇降路、えい船道、船揚場、閘門及び漂流物防止施設等がある。水門及び樋門は、所定の機能が発揮されるよう、適切な性能を有するものとし、高潮、波浪、津波、地震、地震、漂砂及びその他の作用に対して安全な構造とするものとする。さらに、十分な操作性を有するものとするとともに施設の操作に従事する者の安全を確保するものとする。
	なお、水門及び樋門の型式、構造諸元等の決定に当たり流域からの流入量、計画内水位潮位、計画外水位及び計画外水位曲線、波浪、漂砂、地盤、地域内標高、地震、施設の操作に従事する者の安全、海岸の利用及び利用者の安全、流域及び外水域の環境等を考慮し照査する。
	13　その他
	異形ブロックを使用した消波工又は根固工の被災については、被災原因を究明したうえ、その機能が喪失し補充する異形ブロックが最小限１個（補充する異形ブロック１個の高さ1/2程度）以上の被害の場合、原形復旧を原則として復旧工法を検討する。




	11-1_復旧工法（第11章共通事項）_東海
	第１１章　共通事項
	第１１-１節　土　工
	１１－１－１　一般事項
	１１－１－２　切　土
	(1)　切土法面勾配

	一般的な場合においては、表-11-1-1 に示す標準法面勾配を参考として調査結果、用地条
	件等を総合的に判断して法面勾配を決定することができる。
	ただし、表-11-1-1 に示す標準法面勾配は、次の条件に該当する場合は適用できないこと
	があるので、必要に応じて法面勾配の変更及び法面保護工、法面排水工等による対策を講じ
	る。
	・地すべり地の場合
	・崖錐、堆積土、強風化斜面の場合
	・砂質土等、特に侵食に弱い土質の場合
	・泥岩、凝灰岩、蛇紋岩等の風化が速い岩の場合
	・割れ目の多い岩の場合
	・割れ目が流れ盤となる場合
	・地下水が多い場合
	・積雪・寒冷地域の場合
	・地震の被害を受けやすい地盤の場合
	・長大法面となる場合（切土高が表-11-1-1 に示す高さを超える場合）
	注1）上表の標準勾配は地盤条件、切土条件等により適用できない場合があるので本文を参照すること。
	2）土質構成等により単一勾配としないときの切土高及び勾配の考え方は下図のようにする。
	小段に排水溝を設けない場合には、小段の横断勾配は法の下側(法尻側)に向かつて5～lO%程度につけるのが普通である(図-11-1-1 (a)、(b) 参照)。
	しかし、法面のはく離が多いと推定される場合や小段の肩が侵食を受けやすい場合は逆勾配とし、排水溝等を設ける(図-11-1-1(c)、(d) 参照)。
	出典：設計基準「農道」
	１１－１－３　掘削(床掘)
	(1)　床掘の法勾配
	床掘の法勾配は表11-1-2を標準とする。なお、地盤が特に軟弱な場合、構造物の法勾配等の特殊事情がある場合は実情に応じた法勾配とする。
	また、掘削と床掘の境界線は構造物の施工位置における地盤水平線以上を掘削とし、以下を床掘とする。ただし、掘削であっても埋戻を伴うものは床掘とする。
	出典：設計基準パイプライン
	注1)　過去の施工実績より、所定の勾配が把握されている場合は、その勾配を用いる。
	注2)　法面の含水状態及び湧水状態、または地表面の状態(水田、沢等)により本表により難い場合は、上
	表の値を適宜増減できる。ただし、労働安全衛生規則の下限を下回ってはならない。
	注3)　切土法面に奥行きが２ｍ以上の水平な小段があるときは、当該段により法高さを算定できる。
	（労働安全衛生規則第356条の考え方による）
	注4)　地層が互層になっている場合の勾配の決定方法は、表11-1-2における主体的な地層で決定する。
	なお、これにより難い場合は、次のとおりとする。
	ａ　下層の緩勾配適用土層、上層に急勾配適用土層が位置する場合は、全体の切土勾配は下層の緩勾
	配で統一する。
	ｂ　下層に急勾配、上層に緩勾配土層が位置する場合は、各土層の勾配に基づき決定する。
	ｃ　上記のいずれの場合においても切土法高は各地層で考えるのではなく全体で考えるものとする。
	(2)　現場打ち構造物等の床掘余裕幅（ｂ）
	①  素掘施工の場合
	素掘施工の場合の現場打ち及び二次製品構造物における床掘余裕幅（ｂ）は、表 11-1-3及び表 11-1-4を標準とする。
	注)　作業上足場が必要な場合は、別途検討する。
	注1)　高さ（h）2.0m 未満の場合は原則として足場は計上しない。
	注2)　足場を設置する場合は、足場設置面で所用の床掘余裕幅（ｂ）が確保されるよう計画する。
	（図 11-1-4 参照）
	注3)　フーチング（張り出し）のある場合の足場設置面は、フーチング上面とする。（図11-1-5 参照）
	注4)　手摺先行型枠組足場の足場幅は1.2ｍを標準とする。
	出典：土地改良工事数量算出要領（案）
	土留施工の場合の現場打ち及び二次製品構造物における床掘余裕幅（ｂ）は、表11-1-5～表11-1-6を標準とする。
	表11-1-5　二次製品構造物のｂ値
	注1)排水側溝等については、ｂ値に含むものとするが、湧水等が異常に多い場合は別途考慮するものとする。
	注2)床掘深さが深く足場が必要な場合には、別途考慮するものとする。
	出典：土地改良工事数量算出要領（案）
	表11-1-6　現場打ち構造物のｂ値
	注1)高さ（h）2.0m 未満の場合は原則として足場は計上しない。
	注2)排水側溝等についてはｂ値に含むものとするが、湧水等が異常に多い場合は別途考慮するものとする。
	注3)手摺先行型枠組足場の足場幅は1.2ｍを標準とする。
	出典：土地改良工事数量算出要領（案）

	(3)　床堀幅
	1)　最小床堀幅
	施工方法による最小床堀底幅を下表に示す。
	表11-1-7　施工方法による最小床堀底幅
	出典：土地改良工事数量算出要領（案）

	2)　管水路の床堀幅
	管水路における床堀幅の標準を以下に示す。
	素掘施工の場合（砂基礎、砕石基礎）
	表11-1-8　塩化ビニル管のＢ値

	「適用条件」
	１　管径200mm以下の布設作業は、原則として、溝外作業の場合であるが、溝内で作業する箇所（空気弁、排泥弁、立上り管、分岐管等）の機械施工のＢ値は人力施工に準じる。
	２　溝内排水用の側溝幅はＢ値に含む。
	②　コンクリート管
	表11-1-9　コンクリート管のＢ値

	「適用条件」
	１　溝内排水用の側溝幅はＢ値に含む。
	２　管径450mm以下で、ブルドーザ等により地表面より転圧する場合は、表11-1-8の人力施工のＢ値に準ずる。
	出典：土地改良工事数量算出要領（案） １１－１－４　盛　土
	(1)　盛土法面勾配の標準
	盛土法面勾配は、既往の数多くの施工実績や経験に基づき、表11-1-10 に示す値を標準とする。
	表11-1-10 に示す標準法面勾配とは、基礎地盤の支持力が十分にあり基礎地盤からの地下水の流入、あるいは浸水のおそれがなく水平薄層に敷均し・転圧された盛土で、必要に応じて侵食の対策（土羽工、植生工、簡易な法枠、ブロック張工等による保護工）を施した法面の安定性確保に必要な標準勾配を示したものである。
	したがって、表11-1-10より緩い勾配で樹林化を行う場合や、法面勾配を緩やかにして建設発生土を処理する場合等を妨げるものではない。
	表11-1-10　盛土材料及び盛土高に対する標準法面勾配の目安
	注)　盛土高は、法肩と法尻の高低差を言う。
	(2)　小段
	一般的に高い盛土では、盛土の安定を高め、長い法面を短く区切ることにより法面の侵食を防ぐために小段を設ける。
	小段は幅1～2ｍで直高5～7ｍごとに設けるものとする。なお、勾配は第１１―１節２（２）小段の勾配を参照する。
	(1)　一般事項
	災害復旧における土工流用の検討にあたっては、一般的に迅速な復旧が求められ工期が限られること及び経済性の検討が必要であり、極力発生土量を抑制するとともに、建設発生土が発生する場合は有効利用を図るものとする。
	(2)　発生土の区分
	建設発生土の流用方法は、当該現場及び他工区現場の工事に流用する場合と、農地の基盤盛土等に利用する場合がある。
	また、土の種類や状態によって、そのまま流用可能な場合（直接使用）と、土の性質を改良することにより使用可能とする場合（土質改良）がある。
	参考に図11-1-12 災害復旧に伴う建設発生土利用方法の種類に示す。
	（1）発生土に手を加えず、そのままの状態で直接利用する。
	①発生現場より直接利用現場に搬入して利用する。
	②発生現場よりストックヤードへ搬入仮置きし、必要に応じて利用現場に搬入して利用する。
	（2）発生土を各種の方法で処理し、性状を改良して利用する。
	③発生側において、水位低下掘削、改良材混合掘削などを行うか、安定処理等の土質改良を
	行って、利用現場に搬入して利用する。
	④発生土を利用現場に搬入し、利用現場において良質土混合、安定処理等、機能付加・補強
	などの土質改良を行って利用する。
	⑤発生土をストックヤードに搬入し、天日乾燥、良質土混合、安定処理等の土質改良を行い、
	必要に応じて利用現場に搬入して利用する。
	⑥発生土を土質改良プラントに搬入し、粒度調整、安定処理等の土質改良を行い、利用現場
	に搬入して利用する。
	注1)使用可能な材料は、表11-1-11適用用途標準を参考とする。
	注2)土質改良工の選定にあたっては、近傍の良質材、購入土を使用する場合との経済比較を行う
	必要がある。
	注3)建設汚泥の再生利用に関するガイドライン（平成18年6月12日付国土交通省）による。
	注4)運搬にあたっては、荷こぼれや飛散、流出等により生活環境に影響を及ぼさない方法を選定
	する必要がある。
	2)　適用用途による使用可能な材料の検討
	現場利用にあたっては、適用用途により適否が異なることから、表 11-1-11適用用途標準を参考とする。



	表11-1-4　現場打ち構造物のｂ値

	11-2_復旧工法（第11章共通事項）_沖縄
	第１１-２節　法面保護工
	原則として植生工とするが、不適当と認められるときは、編柵工(そだ、竹、高分子材料ネット等)、厚層基材吹付工、コンクリートブロック枠工、モルタル吹付工等の法面保護工を行う。
	１１－-２-－１　一般事項
	1)　植生工
	一般に張芝工(人工張芝)とするが、現地の状況により他の植生工(野芝、種子吹付等)を用いてもよい。
	2)　柵　工
	盛土法面保護工において、植生が活着し法面が落ち着くまでの間に法面の土砂が流出するおそれのある場合（地上部）及び盛土を早期に安定させる必要がある場合（地中部）は柵工で法長を分割する。その間隔は1.5～3.0m程度が一般的に用いられている。
	切土法面において通常の植生工では、発芽の見込みがない箇所(レキ混じり、軟岩等)について用いる。一般的に土壌硬度が25mm未満の場合は客土吹付工（厚1cm～3cm）、
	土壌硬度が25mm以上の場合は植生基材吹付工（厚3cm～10cm）を標準としている。
	湧水のある切土法面、長大法面、標準勾配より急な盛土法面等で植生が適さない場合、法勾配が1:0.8より緩やかな箇所に用いる。枠内は良質土で埋戻し、植生等を行って保護する。法勾配が急な場合、かなりの湧水がある場合、あるいは良質土が得られない場合、その他植生等が流出するおそれのある場合には石張りやコンクリートブロック張り等を行う。
	切取法面において法面保護が必要な場合、湧水がなく崩壊の危険性はないが風化しやすい岩あるいは風化してはげ落ちる岩などで植生が適当でない箇所に用いる。モルタル吹付厚さは8～10cm、コンクリート吹付厚さは10～20cmを標準とする。
	6)　じゃかご工
	法面の湧水により土砂の流出がある場合、凍上による法面剥離のおそれがある場合に用いる。

	7)  ふとんかご工
	①　平　積
	一般に頭首工の護床工、水路の落差工等に使用するが、段数は1段を標準とする。
	②　段　積
	湧水による法面崩壊箇所には有効な工法である。段数については現地の状況により判断するが、特に既設がある場合はこれ等を参考にする。勾配については、1割程度を標準とする。
	また、滑動の防止のため止杭を1m程度に1本を標準とする。
	なお、ふとんかごの周囲は土砂の流出等を防止するため、吸出防止マットを設置することを標準とする。
	8)　その他の工法
	1)から7)以外の特殊な場合は現場条件に適合した岩座張、コンクリート張、ブロック張、特殊製品法枠工等を用いる工法を図11-2-1及び11-2-2に示す。



	11-3_復旧工法（第11章共通事項基礎工）
	第１１-３節　基礎工
	１１-３-１　一般事項
	１　支持地盤の選定
	構造物の支持地盤は十分な支持力を有し、気象や洗掘の影響を受けない安定した地盤でなければならない。
	良質な地盤とは、基礎に作用する荷重の規模によって異なり、一概に決めることは難しいが、一般に、次の事項を目安にすることができる。
	①　粘土土層は、Ｎ値が20程度以上（一軸圧縮強度ｑuが250KN/m2以上）あれば良い。
	②　砂層、砂礫層は、Ｎ値が30程度以上あればよい。ただし、砂礫層では礫をたたいてＮ値が過大にでる傾向があるので、土質調査の内容を十分に検討する必要がある。
	③　基礎幅の3倍以内の深さに軟弱土層があれば長期的な圧密沈下の検討をする必要がある。
	また、地下水で飽和している砂質土層では地震時に液状化を起こし急激にその支持力が低下するおそれがある。地盤の液状化の有無の判定は「道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編（日本道路協会）」又は、「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会）」の規定により行う。
	２　直接基礎設計における留意点
	基礎地盤の支持力は、次式による。
	ｑmax≦ｑa
	ｑmax：最大地盤応力度（kN/㎡）
	ｑa：許容支持応力度（kN/㎡）
	一般にはテルツアギーの修正支持力公式又は基礎地盤の種類によって経験的に決められている許容支持応力度等を参考にする。
	査定設計の段階においては、地盤が強固であることが明白な場合、又は軽量若しくは重要でない構造物の場合には、地盤の許容支持力を、表11-3-1によって推定するか、又は既往の構造物の状況を勘案して推定してもよい。
	※１　一軸圧縮強さ
	表 11-3-2　軟弱地盤の判定の目安
	※１　地震時の液状化の可能性については、別途検討する必要がある。
	３　気象の影響
	地表面付近の地盤は長期間に凍結融解、乾湿の繰り返しなどのような季節的な変動を受け、その性質が変化する。
	したがって、設計上の地盤面は少なくとも季節的な変化の影響を受ける深さ以下とし、凍結深さについては、「道路土工要綱」（日本道路協会：平成21年6月）を参考とする。
	また、これらの深さが経験的にわかっている場合には、その値を採用してもよい。
	４　基礎工法の選定
	支持地盤が浅い場合には、直接基礎とする。気象の影響や河川の洗掘等から定まる所要根入れより支持地盤が深い場合には、必要深さまで根入れを下げるか、又は栗石若しくは砂質土等により置き換えることを検討する。
	支持地盤が深くて直接基礎とすることが不適当な場合には、一般に杭基礎とするが、特に重要な橋梁、水門等の構造物で、地層の関係で杭の打ち込みが困難な場合、上部構造から下部構造の剛性を要求される場合等には、オープンケーソンなどの採用を検討する。標準的な選定手順を図11-3-1に示す。
	軟弱粘土層上に、道路若しくは水路の盛土又は橋脚背面の盛土を行う場合等で、粘土層の滑り破壊を招くおそれのある場合には、「11-3-4 軟弱地盤対策工」を参考に、押え盛土工法、サンドマット工法、サンドドレーン工法、ペーパードレーン工法等の採用を検討する。

	注1)  支持地盤までの深さが2m程度までは直接基礎が一般的である。
	注2)  支持地盤までの深さが5m以上では、杭基礎が一般的である。
	注3)  直接基礎における軟弱地盤対策工は、比較的薄い軟弱層（2～3m程度）を対象とした置換工法が一般的である。
	１１-３-２　直接基礎
	直接基礎は、底面の接地圧が許容支持力に対して安全であり、かつ沈下によって上部構造に障害を与えないことが必要である。
	１　地盤の許容支持力
	①荷重の傾斜・偏心に対する補正
	②基礎の寸法による補正
	砂基礎のNγには基礎幅が大きくなると支持力係数が低下する性質がある。このため、傾斜・偏心を伴わない荷重条件に対して、地震時及び終局限界状態の検討を行う場合には、基礎の寸法効果を考慮することとする。補正係数は、式（11-3-7）により算定する。
	η=(B/B0)－1/3　･････････････････････････････････････････････････････ （11-3-7)
	ここに、B：基礎幅 (m)
	B0：基礎の基準幅で、1mとする
	（参考文献）設計基準「ポンプ場」p660～p663
	図 11-3-7　層厚が薄い軟弱粘性土層をはさむ場合の絞り出し破壊
	２　基礎底面の処理及び埋戻し
	砂地盤の場合には、図11-3-8に示すように栗石や砕石とのかみ合いが期待できるようにある程度の不陸を残して基礎底面地盤を整地し、その上に栗石や砕石を配置する。一方、岩盤のように基礎地盤と十分かみ合う栗石を設けられない場合には、図11-3-9に示すように均しコンクリートが用いられる。この場合にも、均しコンクリートと基礎地盤が十分かみ合うように、基礎底面地盤にはある程度の不陸を残し、平滑な面としないように配慮する必要がある。
	なお、一般に基礎が滑動する際のせん断面は基礎の床付け面のごく浅い箇所に生じることから、施工時に地盤に過度の乱れが生じないよう配慮する必要がある。
	突起をつける場合には、図11-3-9に示すように、突起は均しコンクリート等で処理した層を貫いて十分に支持層に貫入させる。
	図　11-3-8　砂地盤の場合
	図　11-3-9　岩盤の場合（突起をつける場合）
	（参考文献）道路橋示方書・同解説　Ⅳ下部構造編　p319～p320

	１１-３-３　杭基礎
	１　杭基礎の形式
	１　軟弱地盤対策工の基本的な考え方
	２　軟弱地盤対策工法の選定
	軟弱地盤上に、構造物築造若しくは盛土を行う場合等に、地盤の支持力、変形、液状化が課題になると考えられることから、基礎形式の検討と合わせ、必要に応じて軟弱地盤対策の実施を検討する。
	軟弱地盤対策工法の目的を表 11-3-6に軟弱地盤対策工法の原理と効果を表 11-3-7に示す。
	表 11-3-6　軟弱地盤対策工法の目的
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	11-4_復旧工法（第11章共通事項）_本省
	第１１-４節　擁壁工
	１１-４-１　工法選定上の留意事項
	(2)　擁壁工の設計については、土地改良事業計画設計基準及び運用・解説「農道」、「水
	路工」等によるものとし、現場条件に応じて適切な二次製品の積極的な利用に留意す
	る。

	１１-４-２　コンクリートブロック積工
	ブロック積工の安定は積ブロック相互のかみ合せによって保たれるもので、ブロック積工が全体としての転倒が生じないためには、擁壁の重量と土圧の合力の示す線、即ち示力線の位置が擁壁断面の中央1/3(ミドルサード)に入るよう計画する。適用範囲としては法勾配が1：1.0より急な法面（一般に、1：0.3～1：0.6）で、裏込めコンクリートで補強することにより壁高7ｍ程度まで使用される。
	ブロック積工の設計においては、排水条件、基礎土質条件、近傍の施工事例、構造物の重要度、経済性、社会条件等を十分検討する必要がある。
	１　コンクリートブロック積工標準図
	(1) 　ブロック積工の標準図は図11-4-3に示すとおりとするが、その数量については図
	11-4-10及び表11-4-14～表11-4-16を参照する。
	(2) 　伸縮継手は9m間隔に設けることを標準とする。
	(3) 　水抜き工は3㎡程度に1ヶ所(VUφ40㎜)を標準とする。特に湧水が多い箇所につい
	ては密に入れることが望ましい。
	２　基礎工
	(1) ブロック基礎
	ブロック基礎については表11-4-1を標準とする。
	※ブロック積高501cm～700cmのA値、C値については参考値とし、地盤条件に合わせ別途検討を行うこと。
	(2) 根入れ
	根入れは地形条件により大きく左右されるものであるが通常は下記の通りとする。
	①　基礎が概ね平坦であり、侵食等により基礎が洗掘されるおそれのない箇所の根入れ深さは、積みブロック1個(参考30cm)以上が土中に没する程度の根入れ30cm以上を確保する。（図11-4-16 根入れ及び岩切付参照）
	②　基礎部前面が傾斜しており、侵食、風化等により洗掘されるおそれがある箇所の根入れ深さは、30cm程度とし、前面盛土幅を1m以上確保する。
	③　水路勾配が比較的緩やかな箇所の根入れ深さは、50cm程度とする。
	④　水路勾配が急で侵食等による洗掘、及び流石等により損傷の恐れがある箇所の根入れ深さは、70cm～1m程度とする。
	⑤　河川管理者と協議を必要とする箇所の根入れ深さは1.0m～1.5m程度とするが、河川管理者との協議の上決定する。
	⑥　根固工
	水路の水衝部等で、基礎工が洗掘されたり、又は洗掘されるおそれのある場合は、護岸の基礎を保護するために、根固工として、篭工、枠工、根固コンクリート工、沈床工又は、コンクリートブロックで施工するものとし、この時の根入れ深さについては0.5m程度とする。
	なお、河川内については⑤と同様とする。
	⑦　底張工
	水路の底張工は、コンクリートによることを原則とし、その厚さは、最大許容流速との関連から、最大流速が3.0m/s以上の場合0.20m、それ以下の場合は0.15mとする。
	基礎が不良な場合は、必要に応じて均しコンクリート(厚さ0.05m程度)又は基礎栗石(50～150㎜材で厚さ0.15～0.20m)を施工するものとする。


	(3) 岩着基礎
	岩着の場合、図11-4-5を標準として施工する。

	３　工法選定
	本書では、以下の(1)の条件の場合は図11-4-6の手順に基づき、ブロック積工の工法が選定できるようにした。ただし、(2)に該当する場合は設計基準等により別途安定の検討を行うものとする。
	(1) 構造物の重要度が比較的低いブロック積工の場合
	重要度が比較的低い場合とは、ブロック積工にかかる土圧が比較的小さく、基礎が十分安定し、盛土あるいは埋戻土の土質が比較的良好である場合をいう。
	選定図に示す制限高の計算条件は以下に示すとおりである。
	①　コンクリートブロック控長0.35m、練積単位重量γb=22.5kN/m3
	②　土の単位体積重量γ=18kN/m3
	③　砂質地盤における土の内部摩擦角φ=30゜、粘性地盤における土の内部摩擦角φ=25゜、壁面摩擦角＝2/3φとする。
	④　荷重は常時とし、群集荷重及び雪荷重等は考慮していない。
	⑤　自動車荷重は輸荷重載荷位置にかかわらず自動車荷重(Ｔ荷重)÷車両占有面積により算出。
	⑥　安定条件は、転倒に対して示力線の位置が壁厚のミドルサード以内。

	各ケースに応じた選定図を図11-4-7及び11-4-8に示す。
	(2) 構造物の重要度が高いブロック積工の場合
	①　7mを超える大法の土留
	②　幹線道路の土留
	③　大きな荷重のかかる橋梁（橋台）まわりの土留
	④　次のいずれかに該当する用排水路護岸
	・幹線水路等の重要な施設
	・設計基準水路工に基づいて造成したブロック積工
	なお、現場条件等を十分考慮のうえ判断する。

	（参考）ブロック積システム
	ブロック積工の各諸元の選定過程を踏まえ、的確な部材寸法の選定及び負担軽減のた
	め、本図書の改訂に伴い、自動化・パターン化を組み込んだシステム化を図った。
	本システムについては、農林水産省ホームページ（　　　　　　　　　　）にてダウ
	ンロード可能。
	ｱ)　本選定図が利用できるのは、農地畦畔、農道（T-14以下で幹線道路以外の農道）、用排水路等の復旧で、比較的土圧が小さい場合に使用できる。
	ｲ)　ブロック積工の用地に余裕があれば、一般的には裏コンを増すより擁壁勾配を緩かにした方が経済的となるので、前後の取付けを検討して工法を検討する必要がある。
	ｳ)　切土部の擁壁においては、クサビ状の背面埋戻土の荷重が作用すると考えるが、地山や切土面が不安定であったり、粗度が低い(岩盤等)場合は通常の盛土部擁壁に比較して大きくなる場合があるので注意を要する。本選定図では、地山面が粗であるか段切り等などの処置が施されているものとしてφ=δ(地山面の滑り摩擦角)としている。
	ｴ)　本選定図利用に当たって、伸縮目地を9m間隔、水抜工を3m2程度に1箇所設置されていることが前提条件である。
	ｵ)　壁背面の傾斜は水平として計算しており、傾斜角（i）がある場合は別途検討を必要とする。
	ｶ)　擁壁上部のかさ上げ盛土高比[H0／H]が1を越える場合の土圧は、盛土高比1の土圧を用いている。
	ｷ)　盛土の換算等分布荷重の早見表の中間の値は直近上位を適用してよい（ただし、勾配（Ｎ）については、直近下位を適用）。
	（参考）ブロック積工の計算方法
	ブロック積工が全体としての転倒が生じないためには、擁壁の重量と土圧との合力の示す線、すなわち示力線の位置が擁壁断面の中央1/3(ミドルサード)に入るよう計画する。
	なお、選定図では基礎地盤が十分に安定している場合を想定しており、現場条件を確認し、必要に応じて基礎地盤に生じる最大反力が地盤の許容支持力以下になるよう別途検討しなければならない。
	ｱ)　示力線
	図11-4-11において0A線を壁体の中心線、原点を0、深さ方向の距離をh、水平方向の距離をXとすれば、示力線の位置Xhは次式で表わされる。
	･･･ (11-4-1)
	Xh:深さhにおける示力線の位置(m)
	h:壁天端からの深さ(m)
	b:ブロックの控長+裏込めコンクリート厚(m)
	N:法勾配
	θ:ブロック積の傾斜角( )
	θ0:ブロック積の傾斜面が水平面となす角( )
	KA:クーロンの主働土圧係数
	γ:土の単位体積重量(kN/m3)
	γb:ブロック積の単位体積重量(kN/m3)
	q:上載荷重(kN/m2)
	i:壁背面の傾斜角( )　※選定図としては0 としている。
	ｲ)　許容限界高さ
	ブロック積は前項の示力線の位置Xhが壁厚のミドルサード内にあれば安定する。ブロック積のミドルサードは次式により求まる。
	･･････････････････････････････ （11-4-2）
	:深さhにおけるミドルサードの位置
	(11-4-1)式、(11-4-2)式よりミドルサードの最も外側の位置と示力線とが交わった点の鉛直高さがブロック積の限界高である。
	限界高さは式(11-4-1)のXh と(11-4-2)のⅩ’を等しいとして次の2次方程式より求まる。
	ha:浮力が作用しない場合のブロック積の限界高さ(m)
	ｳ)　載荷重
	(1) 台形盛土荷重の等分布載荷重換算
	なお、自動車の等分布荷重は下記の値を標準とする。
	T-25　 10kN/m2　　（選定表にはないため別途検討）
	T-14　  7kN/m2
	T-10　  5kN/m2
	T-6 　  3kN/m2
	ｴ)　基礎地盤の支持力（別途検討）
	基礎地盤の支持力は次式による。
	･････････････････････････････････････････････ （11-4-7）
	:許容地盤支持力度(kN/m2)
	:最大地盤反力(kN/m2)
	･･････････････････････（11-4-8）
	ここに、Ｂ:基礎幅(m)

	１１-４-３　根継工
	根継工は、河床洗掘、河床低下に伴い既設護岸の基礎部分が露出したり、被災した場合に基礎部を保護するために設置するものであり、治水上支障とならない構造とする。また、水際部の多様性の保全についても配慮する。
	・　根継工は根固め工等で対処できない場合で、やむを得ず施工しなければならないときに用いる。
	・　根継工は、治水上流下断面に支障を与えないもので、かつ施工時に既設護岸の増破や緩みを生じさせない安全な構造とする。
	・　河積に余裕がある場合は、既設護岸に悪影響を与えない構造として、ステップ式、矢板式が一般的である。
	・　このような場合、できるだけ水際部の河川環境上の多様性を保全するため、材質、形状を工夫したり寄せ石等を行う型式となるよう検討する。
	・　また、水際部に盛土するなど植生を確保する。
	・　河積に余裕のない場合には、直接根継が考えられるが、この場合、床掘中に既設護岸を引き落とす等の災害を誘発するおそれもあるので、基礎部の土質が良好で既設護岸が堅固な場合に限られる。
	(1) 擁壁の断面形状
	※擁壁前面に河床低下や洗堀のおそれのないコンクリート水路を設ける場合は水路底面より根入れ30ｃｍ以
	上を確保する。〔図11-4-16 根入れ及び岩切付参照〕
	(注)１ 　土質に関しては砂質地盤・粘性地盤とし、土質条件は次の通りとする。　　　　　　　　　　　　　　　　砂質土：内部摩擦角φ30 、擁壁底面の摩擦係数μ＝0.6、粘着力C=0、土の単位体積重量γ= 19kN/m3　　　　　粘性土：内部摩擦角φ25 、擁壁底面の摩擦係数μ＝0.5、粘着力C=0、土の単位体積重量γ= 18kN/m3
	２ 　上表は重要度区分Ｃ種に適用するものとする。高さH=8m未満で重要度は低く、かつ、復旧が容易なもの。
	３ 　上表（　　　）表記は、粘性地盤における構造寸法を示す。（　　　）表記がない構造寸法は、砂質地盤、粘性地盤ともに同じ構造寸法とする。
	４　 地耐力については、詳細検討により別途確認を行う。
	５　 擁壁タイプは、現場条件によりその他擁壁との経済比較により決定する。
	(2) 裏込栗石及び目潰し砂利
	裏込栗石及び目潰し砂利は、擁壁の背後が粘性土で地下水位が高い場合や凍上のおそれの多い箇所では30cm～40cm厚さで入れ、背後が良好な砂質土の場合は入れないでよい。
	(3) 収縮または伸縮継手は9m間隔に設けることを標準とする。
	(4) 水抜孔は3m2程度に1箇所(VUφ40㎜)を標準とする。特に湧水が多い箇所については密に入れることが望ましい。
	(5) 根入れ及び岩切付


	１１-４-５　その他の擁壁工
	現地の状況に応じて、コンクリートブロック積工、コンクリート擁壁工により難い場合は、経済性、安定性を十分検討のうえ、その他の擁壁工を検討する。
	よく使用されるその他の擁壁工の事例としては、下記のものがある。
	(1) 複合擁壁工(コンクリートブロック積工＋コンクリート擁壁工)
	(2) 井桁ブロック工
	(3) L型擁壁工
	(4) 補強土壁工



	11-5～6_復旧工法（第11章共通事項）_関東・本省
	１１-５-１　一般事項
	設計荷重は、対象工種の設計基準に基づき適切に適用する必要がある。 災害復旧事業においては、従前の機能回復を目的とするため、設計荷重は 復旧対象工種に関する土地改良事業計画設計基準等に準拠するものとする。
	第１１-６節　災害復旧事業における主な留意事項
	１１-６-１　災害害復旧事業の二重採択防止に関する覚書の取扱細目について
	（暫）〔通知等〕
	(1) 頭部の色別（現在の官庁名）
	(2) 記入事項所属年災、申請番号、工事延長、起終点の別
	「農地・農業用施設の例」
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	12-1～3_復旧工法（第12章応急工事）_本省
	第１２章　応急工事
	第１２-１節　応急工事の範囲
	１２-１-１　農地農業用施設災害復旧事業
	農地、農業用施設災害復旧事業事務取扱要綱に基づき各工種に係る応急工事の範囲を略述すると表12-1-1のとおりである。
	海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業事務取扱要綱に基づき各工種に係る応急工事の範囲を略述すると表12-1-2のとおりである。

	第１２-２節　応急工事の種類
	１２-２-１　農地農業用施設災害復旧事業
	１　農地が湛水した場合の排水工事及び堤防切開工事
	(1) 農地の湛水を応急排除する場合を規定したもので、激甚災害の場合、激甚法第10条の規定により土地改良区等が行う湛水排除事業と異なるのは、農地が被災しているという条件がないと、応急湛水排除は補助対象とならないことである。即ち、暫定法の応急工事として湛水排除事業が採択される条件は次のとおりである。
	①　農地が被災していること。
	②　被災農地を含む同一水面(樋管、水路、サイホン等の排水施設によりつながっているもの及び一方の区域の排水を他方の区域を通じて2段排水する場合等にあっては同一洪水区域と見なす。)による最大湛水面積が30ヘクタール以上又はその湛水量が30万立方メートル以上であること。
	③　その湛水区域の既設の排水施設のみで排水したのでは、湛水が長時間にわたるため、地域内の農作物が著しく減産となることが明らかな場合、又は、被災農地の復旧工事の着手が遅延する場合。

	(2) 応急工事で実施する工事は、次の範囲内である。
	①　排水機(原動機を含む)の借入に要する費用
	②　排水機の基礎工事、運搬、据付、撤去に要する費用
	③　排水機の運転に要する費用(燃料費、電気料金とし、運転に要する労務費を除く。)
	④　堤防の切開工事(切開箇所の埋戻し及びこれに導水するための排水路の掘削を含む。)

	(3) 補助率と復旧限度額の取り扱い(了解事項第2-1「農地の被災」)
	応急工事は農地復旧として処理するものとする。従って、その補助率は農地復旧を適用する。
	ただし応急工事費は農地の復旧限度額の対象には入れないものとする。

	２　ため池、頭首工、水路工等が被災した場合の増破防止工事又は仮締切工事
	ため池、頭首工、排水路等の農業用施設が被災し、これを放置すれば次期出水等により、その被災施設、その被災施設に隣接する施設あるいは農地が甚大な被害を被るおそれがある場合には、増破防止の工事、または決壊部等の仮締切を行って農地等への洪水の流入を防止する応急工事を実施することができる。
	３　かんがい排水施設が被災した場合の仮工事
	かんがい排水施設が被災し、本復旧工事完了までは相当の日数を要し、その間において、かんがい用水が取水不能となったり、あるいは農地の排水が不能となり、農作物の生産に重大な影響を及ぼす場合は、仮締切、揚水機の設置、臨時用水路の掘削等の応急取水のための工事又は臨時排水路の掘削、仮締切、排水機の設置等の応急排水のための工事を行うことができる。ただし、この場合における用排水機については運搬、据付、撤去、機械損料、燃料等に要する費用とし、機械購入費、運転労務費については国庫補助の対象としない。
	４　重要な農道又は橋梁が被災した場合の仮道工事、仮桟道又は仮橋工事
	農道及び橋梁が被災した場合の応急工事について規定したもので、他のかんがい排水施設については、特に効用上の制限はないが、この場合は有効幅員2.5メートル以上、かつ、他にう回路がない場合、又は、う回路があってもそのう回距離がおおむね2キロメートル以上となる場合で農産物の生産、搬出に支障をきたすもの、あるいは、民生安定上必要なものは応急工事を実施することができる。
	５　その他
	前号(1)～(4)までの応急工事は、被災後の状況から必ず実施しなければならないものと認められる性格のものであるが、被災施設又はこれに関連する施設の増破防止、あるいは、作物被害を防止するため緊急に着工する必要のある箇所又は緊急に復旧すれば作付に間に合う農地の復旧等の箇所で止むを得ないと判断される場合は、都道府県及び農政局と協議して応急工事を実施できる。その工事のうち本復旧工事として採用できるものに限り国庫補助の対象とすることができる。

	１２-２-２　海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業
	１　海岸が被災し海水が侵入した場合の仮締切工事
	２　海岸が被災し次期高潮等により甚大な被害を与える場合の決壊防止工事
	３　地すべり防止施設が被災し流水が侵入した場合の仮締切工事
	４　地すべり防止施設が被災し次期出水等により甚大な被害を与える場合の決壊防止工事
	５　応急本工事


	第１２-３節　応急工事における主な留意事項
	１２-３-１　農地農業用施設災害復旧事業
	１　応急工事費の範囲
	この規定では、応急仮工事は1箇所当り20万円以上のもので、かつ応急仮工事費を除く事業費が40万円以上のものを国庫補助の対象とするものである。
	なお、応急本工事については20万円以下のものでも応急本工事費を含めた事業費が40万円以上となれば採択されることになる。
	２　応急工事費の取扱い
	費用の積算は本復旧工事に準ずる。従って、必要な工事雑費を計上することは差し支えないが、応急揚水機の運転に要する費用については、燃料費または電力料金は補助対象とするが、運転労務費は営農労力と見なすこととし、補助対象としない。また、現場管理費、一般管理費等及び営繕損料については、特に必要と認められるもののほかは対象としない。
	応急仮工事として施行した施設が事業費の決定前に被災した場合は、その応急仮工事の必要性、時期、方法等を検討のうえ、当該応急仮工事に要した費用を当該被災部分に係る新たな工事の費用とあわせて採択することができる。
	応急工事に使用した材料を本復旧工事に使用する場合の条件は、本復旧工事に別途材料を購入する場合と応急工事に使用した材料を転用する場合(修理、補強、除却、運搬等を含む。)を比較して転用することが安い場合のみとする。
	即ち、(復旧工事用に使用する材料の修理、補強費)十(除却、運搬費)≦(現場着新規購入費)の場合とする。
	応急工事に使用した材料を本復旧に使用しない場合は、その除却費は国庫補助の対象としない。ただし、本復旧工事の支障となる場合はこの限りでない。

	１２-３-２　海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業
	１　応急工事費の範囲
	２　応急工事費の取扱い

	１２-３-３　応急工事の事前協議と資料整備
	（暫）〔通知等〕




	13_復旧工法（第13章設計・施工等における留意事項）_本省
	第１３章　設計・施工等における留意事項
	第１３-１節　会計実地検査における指摘（不当事項）
	近年の会計実地検査における指摘（不当事項）として掲記された下表の案件を事例としてまとめ、同様の事案が生じることがないよう追加したもの。特に頭首工にかかる不当事項は例年指摘を受けていますので、復旧にあたり参考にされたい。

	平成29年度決算検査①（ため池余裕高不足）
	平成30年度決算検査②（排水機場河岸L型擁壁）

	令和３年度
	護床工の設計が適切でなかったもの（頭首工止水壁）
	護床工の施工が適切でなかったもの（頭首工護床フトン篭施工）
	決算検査報告年度
	令和５年度
	擁壁の設計が適切でなかったもの（ため池堤体ブロック積擁壁）
	ため池の堤体の設計が適切でなかったもの（ため池余裕高不足）
	－
	護床工の設計が適切でなかったもの（頭首工護床ブロック）
	令和４年度
	－
	護床工の設計が適切でなかったもの（頭首工護床ブロック）
	令和２年度
	頭首工の設計が適切でなかったもの（頭首工護床ブロック）
	令和元年度
	擁壁の設計が適切でなかったもの（排水機場河岸L型擁壁）
	導水路の設計が適切でなかったもの（排水機場導水路カルバート）
	平成30年度
	頭首工及び護岸工の設計が適切でなかったもの（頭首工及び護岸工）
	平成29年度
	不当事項





